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第1章 研究の背景

1.1 はじめに

複式簿記に関してはじめて発表された文献は、Pacioli(1494)である ([1])。複式簿記の起

源は、さらに古代ローマまで遡るとする説と中世イタリアを起源とする説がある ([2])。複

式簿記は企業の経済活動を記録・管理する重要な技術である。

一企業ではなく、国の経済を複式簿記の仕組みで記述しようとするのが国民経済計算で

ある。

国民経済計算は、国民所得勘定、産業連関表、資金循環表、国民貸借対照表、国際収支

表の５つの勘定を体系的、整合的に統合したものである ([3])。経済活動を所得のフローと、

資産（ストック）の両面から、また実物と金融取引の両面から、多角的、総合的に分析、把

握することを可能にしている。

経済政策の立案のためには、国民経済計算に基づく政策シミュレーションが重要である。

計量経済モデルによる経済分析は、経済計画の定量的な基礎とされてきた ([4])。

21世紀を迎え、証拠に基づく政策形成の重要性が強調される。統計委員会は、国民経済

計算の整備に関して、生産・支出・所得の三面アプローチによるGDPの精度検証、推計方

法の抜本的な見直しを行うことを答申した（[5]）。

このように、経済・社会の変化に対応して、国民経済計算の推計を抜本的に見直す必要

がある。推計の見直しを迅速に行うためには、それを支える情報システムを見直すことが

必要不可欠である。

IT戦略本部は政府の情報システムについて、業務・システムの最適化を行うこととした

([6])。内閣府の国民経済計算推計システムも旧式（レガシー）システムとして、最適化の

対象とされている。

本論文は、こうした状況下で、国民経済計算の推計と利用の手法に関して、新たな提案

を行うとともに、国民経済計算の推計を支援する情報システムのアーキテクチャ・デザイ

ンの設計を示す。これらを通じて証拠に基づく政策形成の実現に寄与することをめざす。
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1.2 研究の目的

本論文の目的は二つある。

第一は国民経済計算の推計のための基礎統計の作成や、国民経済計算の推計手法の開発、

および国民経済計算を利用したシミュレーションにおいてエージェント・ベース・モデル

を応用した手法を示すことである。

第二は、国民経済計算の推計を支援する情報システムのアーキテクチャ・デザインを行

うことである。

これらを通じて、国民経済計算の推計と利用を支援する手法を提案する。

1.3 論文の構成

図１．１に論文の構成を示す。

第１章では研究の目的・方法・構成について示す。

第２章では、研究の必要性について先行研究に基づいて明らかにする。

第３章から第５章では、第一の研究目的、国民経済計算の推計のための基礎統計の作成

や、国民経済計算の推計手法の開発、および国民経済計算を利用したシミュレーションに

おいてエージェント・ベース・モデルを応用した事例を示す。

第３章では、国民経済計算の推計に用いられる基礎統計の改善のためにエージェント・

ベース・モデルを応用した手法の事例として、家計調査の自動車購入台数の推計に思いだ

し記入を導入する場合の精度向上と記憶ミスによる精度低下のトレード・オフについて論

じる。

第４章では、国民経済計算の推計手法の開発にエージェント・ベース・モデルを応用した

手法の事例として、RAS法を拡張する手法を開発し有効性を評価する事例について論じる。

第５章では、国民経済計算を利用した分析にエージェント・ベース・モデルを応用した

手法の事例として、産業連関分析で事業所をエージェントとしたエージェント・ベースの

産業連関分析について論じる。

第６章では、第二の研究目的である、国民経済計算の推計を支援する情報システムのアー

キテクチャ・デザインについて論じる。

第７章は全体の結論と今後の展望を示す。
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第2章 国民経済計算を巡る研究の位置づけと

先行研究の状況

本章では、国民経済計算の推計と利用を支援する手法について研究する動機について先

行研究に基づき説明する。

本研究は、国民経済計算の推計を支援する手法と、国民経済計算の推計を支援するシス

テムのアーキテクチャ・デザイン及び、国民経済計算の利用に関する手法を提案し、証拠

に基づく政策形成の実現に寄与することをめざす。

2.1 政策形成と多元主義

最初に政策形成について説明する。

政策は、社会の問題への処方箋である。目指すべき社会についての価値観が存在し、そ

れを実現するために政策は行われる。政策の形成過程を論じる政治過程論における政策形

成の三つのイメージについて藤井 (2009)（[7]）に基づいて整理する。

第一のイメージは、社会全体で支持すべき価値観についての広範な合意がある場合であ

る。この場合には、理想的な統治者による支配が望ましい。プラトンの「哲人政治」([8])

やルソーの「一般意志」（[9]）がこれにあたる。しかし、現実には社会全体で支持すべき

価値観自体について、様々な対立がある。したがって、理想的な統治者による支配はうま

く機能しない。

政治に関する第二のイメージは、社会は支配するものとされるものに二極化され、権力

の行使はもっぱら支配するものが担うという考え方である。代表的な議論にMills(1956)の

「エリート理論」がある（[10]）。エリートが社会を支配するものであり、残る国民は支配

される側である。このイメージも民主的な政治形態とは言えない。

これに対して、第三の見方が、多元的な諸勢力による対立・競合とその結果としての政

治的決定という考え方、「多元主義（pluralism）」であり、現代の民主主義ではこの考え方

が一般的である ([11])。

こうした多元主義のもとにおける政策形成を考えるための重要な概念に、近代社会の成
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果志向的な目的合理的行為に対して、対話を行い諒解が形成されることに合理性を見出し

たHabermas(1981)（[12]）の提示する「対話的合理性（communicative rationality）」の概念

がある。

Habermasの対話的合理性の概念に基づいて、小泉 (2002)は都市計画の立場から政策形

成の基盤となる「公共性」について次のように整理している。

「公共性は、個々の多様な発意の連携と集合によって形成されるもの」であり、「その連

携の様態は、社会的状況の変化にともない、更に対象とする領域・課題の変化に伴い、ま

た各種の発意自体に影響を受け、動的に変化する。」「従って、公共性は画一的・絶対的で

はあり得ない。ある集合体・連携体にとっての公共性と、他の集合体（主体）にとっての

公共性は、異なる可能性がある」([13])。

このように、多元主義のもとで、対話に基づいて政策形成が行われていくことが現代の

民主主義の基本概念となっている。

2.2 証拠に基づく政策形成

1999年、労働党政権下の英国政府は、「証拠に基づく政策形成 (Evidence Based Policy

Making)」を掲げた。これまでの政策形成が証拠に基づいてなされていたかを問い直し、21

世紀の政策形成のあり方として、証拠に基づいて政策形成を行うこと、政策の効果を吟味

し、その評価に基づいて改善を行っていくことを主張している（[14]）。

「証拠に基づく政策形成」の概念は、行政改革の運動として国際機関や他国にも広く取

り入れられている。

この「証拠に基づく政策形成」の運動に対して、批判的な議論として、「証拠」のあり方

に疑問を呈する議論がある。

Montuschi(2009)は、どのような事実を「証拠」と考えることができるのか、その事実が

どの程度「証拠」と言えるのか、「証拠」を組み合わせることができるのか、という３つの

論点を提示している ([15])。

こうした考え方も、多元主義的な考え方である。「証拠」は唯一のものであるわけではな

く、何が「証拠」と言えるのか、どの程度「証拠」と言えるのか、「証拠」を複数組み合わ

せた論理構成ができるのかについて、相互に対話をし、合意を形成していかなければ、「証

拠に基づく政策形成」もうまくいかないことを指摘した議論である。

Davies(2004)は「証拠に基づく政策形成」の「証拠」という用語を、多くの政府はアカデ

ミックな意味よりも広義の意味づけで使用しており、政府のための証拠の収集と評価は、ア

5



カデミックな意味の「証拠」よりも広範囲で行わなければならないと指摘している（[16]）。

Cabinet Office(2000)は、「証拠に基づく政策形成」における「証拠」には、過去の政策

の評価や、統計調査の結果、社会科学の解明した事実などが含まれるとする。統計や行政

データは「証拠に基づく政策形成」の重要な情報源である（[17]）。

政府統計の作成者も、証拠に基づく政策形成のための統計の役割を重視している（[18])。

統計調査は、だれを調査の対象とするかなど、調査の設計や、質問をどのようにするか

など、調査票の設計により、得られる結果が異なる。統計調査の結果に関して合意を得る

ためには、統計調査の方法についての合意が必要である。日本で平成 19年に成立した新統

計法は「社会の情報基盤としての統計」というコンセプトを打ち出し、政府の統計関係者

と幅広い統計ユーザーとの密接な連携を求めている（[19]）。

情報技術の進歩により、統計調査の結果を、より詳細に利用者に提供することが可能に

なっている。統計調査の質に関するデータとして、調査の方法など、メタ・データ情報を

提供することが重要である ([20])。メタ・データ情報を適切に提供することで、調査結果の

誤った利用を防止することができる（[21]）。統計作成者と利用者の間でなされるべき対話

の重要な要素である。

政策形成は、未来の目的を実現するためのものであることから、「事実に基づく政策形

成」における「事実」は、様々な予測の結果を含む。

経済モデルや政策シミュレーションは、過去の統計結果に基づき、社会・経済システム

をモデル化し、政策の効果を予測する。未来の予測に、唯一の真実が存在するわけではな

い。経済モデルなど各種モデルを利用した政策シミュレーションについては、どのような

要素を重視してモデル化を行うか、どのようなデータを用いて推計するか、また、どのよ

うなパラメーターで推計をするかによって、異なる結果が得られる。こうした多様な要素

についての、対話による合意形成を通じて、はじめて客観的な共通認識を得ることができ

る（[22]）。

2.3 国民経済計算と基礎統計、政策シミュレーション

統計の分類の仕方には、いくつかの考え方がある ([23])。ここでは、基礎統計と加工統計

という分類を取り上げる。国立国会図書館 (2012）は、基礎統計を「統計調査の結果から直

接得られる統計」、加工統計を「基礎統計を組み合わせて加工・演算して作成された統計」

と定義している ([24])。

統計調査は、対象のすべてあるいは抽出された標本を対象に行われ、得られた回答から
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全体の姿を推計する。こうして得られた直接的な結果が基礎統計である。基礎統計により

推計された結果の例として、人口や失業率、産業別の売上高などがある。基礎統計からは

多様で大量の情報を得ることができるが、異なる時点に、異なる目的で行われる基礎統計

の結果は必ずしも整合的であるとは限らない。調査の方法や、調査の対象の違いによって、

必ずしも整合性のとれない結果が得られることがある。

基礎統計を体系的に整理し、政策の立案・実施に利用しやすい形に加工したものが加工

統計である。国の経済状況を体系的に整理した国民経済計算は典型的な加工統計である。

国民経済計算は、社会会計の手法により一国の経済の状況を示す統計である。

仮に、政府、家計、企業、対家計民間非営利団体のすべての経済活動が、簿記によって記

録されており、それらを統合して集計することが可能な小さな国があるとしてみよう。そ

の場合には、個々の経済主体の会計記録を統合して集計することにより、国民経済計算を

編纂することが可能である。この場合には、国民経済計算は「加工統計」としての性格を

持たないことになる。

しかし、一般には、国内の経済主体のうち、こうした会計記録が国民経済計算のために

利用可能であるのは、政府部門及び会計記録が公開された上場企業に限られ、非上場企業

については、会計記録があっても利用することができず、家計や小企業については、簿記

による会計記録が経済主体によって十分に行われていないケースも多い。

このため、国民経済計算では、「推計・編纂」（compilation）というプロセスが必要にな

る。基礎統計により調査された内容を加工、推計し、経済的な関係に基づいて体系的な全

体像を推計・編纂する。

国民経済計算は、多くの基礎統計を用いて推計・編纂される。基礎統計の精度を向上す

ることは、国民経済計算の精度の向上に寄与する。

また、異なる目的で調査された複数の基礎統計を統合し、整合的な全体の姿を推計する、

加工統計の推計手法を改善することもまた、国民経済計算の精度の向上に寄与する。

国民経済計算はNational Accountsの訳語として、高橋 (1950)で使用された（[25]）。System

of National Accounts (SNA)の邦訳は「国民経済計算の体系」とされている。SNAは、国民

所得統計及び周辺の勘定についての標準的な概念の定義と、標準的な推計の手法を示した

ものである。SNAは、例えば国連分担金の算定などに利用されるため、国際的な統一の標

準を定め、各国の統計が同じ基準で国際比較できることが重要である。

日本では「国民所得理論」「国民所得統計」という名称が広く使われてきた ([26])。国民

所得は National Incomeの訳語であり、国民経済計算の主要統計量の一つである。

国連が国民経済計算の最初の国際基準A System of National Accounts and Suporting Tables([27])
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を 1952年に発表するに先立って、国際連盟によって組織された専門家グループが 1947年

にMeasurement of National Income and the Construction of Social Accounts([28])を発表して

いる（[29])。

その後、国連統計委員会による改訂が重ねられ、1968年の 68SNA、1993年の 93SNAが

策定された。現時点で最も新しい基準は、2008年に採択された 2008SNAである。現在、

System of National Accountsは、国連、OECD、IMF、世界銀行、EUが共同して基準の策

定に携わっており、最終的に国連統計委員会で採択される。国民経済計算の理論や推計の

手法については、OECDや国連などの国際機関で議論が継続されており、多くの研究がな

されている。

経済・社会の状況に応じて、国民経済計算の基準や概念は、見直しが行われる。

例えば、68SNAから 93SNAまた 2008SNAにかけて大きな概念変更が行われたものに、

FISIM(Financial Intermediation Service Indirectly Measured)がある。これは、金融仲介サー

ビスを付加価値としてとらえる概念である。68SNAでは「帰属利子」として、付加価値と

は考えられていなかった。93SNAで付加価値としてとらえる概念が登場し、2008SNAで

はさらに概念や推計の方法が具体的に示されることになった。この基準の変更に対応して、

各国は推計の方法を切り替えることになる。

国民経済計算をマクロの視点から政策シミュレーションに利用する計量経済学の分野が

ある。

計量経済モデル（[30]）を用いた政策シミュレーションは広く行われており、経済計画の

基礎資料などとして利用されてきた。

2.4 統計データの利用とエージェント・ベース・モデルを巡る研究

の状況

統計データをエージェント・ベース・モデルの初期値あるいは、境界条件として利用す

ることは、社会の現象を再現するためにしばしば行われる。例えば、市川 (2009)は平成 17

年国勢調査の結果を用いて、東京都大島町を例に仮想都市を構築し、感染症の拡大に関す

る社会現象のシミュレーションを行っている（[31]）。

統計データ、特に国民経済計算データの利用とエージェント・ベース・モデルを巡る研

究における本研究の位置づけを図 2.1に示す。
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図 2.1:統計データとエージェント・ベース・モデルを利用した研究における本研

究の位置づけ

ミクロ経済学の視点からエージェント・ベースの経済モデルを構築する研究がある（[32]）。

例えば、EURACE@Unibiは、エージェント・ベースの、EUを対象とした大規模経済モデ

ルにより、政策分析を目指している（[33]）。

国民経済計算を経済主体間の取引のトランザクション・データから構成しようとする研

究として以下がある。

出口他 (2007)は、自治体会計の会計認識が決算と国民経済計算では異なる基準となって

いる点を指摘し、自治体会計情報システムにおいて、伝票レベルからの集計において、そ

れぞれに応じた振替処理を行うことで効率的に両者に必要な情報を取得する方法を提案し

ている ([34])。

出口他 (2010)は、電子レセプト・データや電子マネーなど、トランザクション・データ

として先導的に利用可能な電子データを洗い出し、これらのデータが国の統計データを置

き換える可能性を論じている ([35])。

榊 (2010a)は、品目単位、発生単位の取引データを、国民経済計算の体系に集計するた
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めの会計的な可能性と条件について検討している ([36])。

榊 (2010b)は、民間の企業活動をトランザクションとしてそのまま把握し、国民経済計

算をそこから作成する実行プログラムのモデルを提示している ([37])。

榊他 (2011)は、既存の国民経済計算、産業連関表と地域間産業連関表から、限界生産性、

産業技術回転率、地域間需要依存度など、技術・地域取引構造を指標化して、現在の統計

の問題点を明らかにしている ([38])。

Sakaki(2011)は、電子私書箱構想と AADL(付録.K参照)を結び付けて、トランザクショ

ン・ベースの国民経済計算を推計することを提言している ([39])。

一方、国民経済計算に関して、エージェント・ベース・モデルを用いて推計精度の向上

や、推計手法の評価を行う研究はなされていない。また、産業連関分析をエージェント・

ベースで行う研究も行われていない。

そこで、本論文の第３～５章では、これらのテーマを取り扱う。以下、各領域における

エージェント・ベース・モデル以外の関連研究の状況を示す。
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2.5 統計調査における測定誤差と思いだし記入の記憶誤りに関する

研究の状況
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図 2.2:統計調査における思いだし記入の記憶誤りによる誤回答に関する分析の位

置づけ

図 2.2に、統計調査における思いだし記入の記憶誤りによる誤回答に関する分析が国民

経済計算の推計精度向上のために果たす役割の位置づけを示す。

国民経済計算の推計精度の向上には、基礎統計の精度向上と、推計手法の改善の両者が

寄与する。本節では基礎統計の精度向上に関連した先行研究の状況について説明する。

基礎統計の精度向上のためには、統計調査における測定誤差について検討する必要がある。

統計調査における測定誤差については、Boundet al(2001)のレビューがある（[40]）。

統計調査における誤差については、Brown(1967)が標本誤差、無回答による誤差、測定

誤差について総合的な分析の必要を指摘している（[41]）。

標本誤差は、標本の数や母集団の分布によって誤差の程度が推計可能である。

非標本誤差による測定誤差については次のような研究分野がある。

一つは、追加調査を用いて、数学モデルで統計測定の結果を補正する方法である。

Freedmanet al(1986)は 1980年のセンサス（国勢調査）の結果について、ニューヨーク州
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のデータのダブル・カウントや調査漏れに関して、調査実施後のフォローアップ調査 (Post

Enumeration Program)の結果から推定する回帰式を提案している（[42]）。

もう一つは、これまで行われた調査の経験に基づいて二つの一致すべき結果の差異につ

いて報告するものである。

ロンジチュージナル・データの測定誤差については、Boundet al(1991)が、個人の所得

についてサーベイ調査の結果と社会保険料の行政記録を比較している。サーベイ調査にお

ける収入の増加の 75%は実際の収入の増加を反映していることと、サーベイ調査の測定誤

差がホワイト・ノイズではないことを明らかにした（[43]）。

Bowerset al(1984)は、サーベイ調査によるロンジチュージナル・データと行政記録の

失業期間を比較して、統計調査が少なくとも２週間長めに評価されていると報告している

([44])。

非標本誤差は、調査標本の偏りや、意図的な無回答など様々な要因があるが、記憶誤り

も重要な原因の一つである。

Sudmanet al(1973)は、記憶への時間の与える影響について、忘却と、調査により近い時

期への記憶違いとが起こりやすいことを報告している（[45]）。

調査時点から過去の記憶をたどって調査票への記入を求める思いだし記入による記憶誤

りについては、以下の報告がある。

家計収支計についてNeteret al(1964)が報告している ([46])。思いだし期間を１カ月から

3か月に伸ばすと、収入について小さな仕事は有意に少なく報告されたが、大きな仕事は

ほぼ同じであった。また、思いだし報告では、支出が行われたのは実際の支出時期よりも

遅い時期であったと報告されることが多いことが結果として得られた

失業については、Mathiowetzet al(1988)が報告している。調査時点の１年前のデータは

比較的信頼できるが、それ以前はかなり精度が落ちるとしている ([47])。

Smithet al(2003)はマレーシアにおける 12年離れた２回の家庭生活調査から過去の記憶

の正確さについて報告した。結婚や子供の誕生などの他のライフ・イベントと結びついた

引っ越しは、より正確に記憶されているとしている ([48])。

ロンジチュージナル・データによる思いだし記入の比較については、Powerset al(1978)

が報告している。家計の人数について 1964年時点の情報を 10年後の 1974年に思いだし回

答した場合、4人に一人が整合性の取れない回答をしている（[49]）。

長期の思いだし記憶による非古典的な測定エラーについては、Gibsonet al(2010)が論じ

ている。長期の思いだし調査は報告漏れが多く、ロンジチュージナル・データとしては貧

弱としている。このエラーは非古典的なものであり、伝統的な補正手法では適正に取り扱
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えないとしている（[50]）。

このように、サーベイ調査における思いだし調査と実際の乖離については、分野ごとに

様々な測定結果が報告されている一方、シミュレーションを用いて誤差の程度を推計する

研究に関する報告はされていない。そこで第３章では、家計調査の自動車購入台数を対象

として、エージェント・ベース・モデルのシミュレーションにより誤差の程度を推計する

手法を示す。

2.6 RAS法に関する研究の状況

第４章では、RAS法を拡張する手法の開発について論じる。

図 2.3に国民経済計算の精度改善における RAS法の位置づけについて示す。

ＲＡＳ法の改善は、推計手法の改善を通じて国民経済計算の推計精度を向上することに

寄与する。

推計手法は主に時系列処理に関するものと複数データの融合に関するものに分類できる

が、ＲＡＳ法は複数データの融合に関するものである。

複数のサンプルから得られたデータを単一のサンプルから得られたデータに統合するた

めの方法論はデータ融合と呼ばれる ([51])。

異なる統計調査間のミクロ・データを照合して、統合したデータとして利用する手法は、

データ・マッチング、またはデータ・リンケージと呼ばれる ([52])。

だが、これらの手法は、基礎統計に関して同じサンプルに対する複数の調査の内容を融

合するミクロ・データを対象としたものである。

基礎統計による調査は、例えば、企業を対象とした調査、製造業の事業所を対象とした

調査、家計を対象とした調査、農家を対象とした調査、対家計民間非営利団体を対象とし

た調査、地方自治体を対象とした調査などが、個別にそれぞれの目的をもって行われ、国

民経済計算の推計・編纂は、これらの多様な統計の結果を全体としての整合性がとれる形

でまとめ上げる形で行われる。

個々の基礎統計の結果は推計誤差を含んでいる。こうした情報から、経済体系の知識を

利用して、マクロの経済変数間の関係に基づく推計を行い、全体としての整合性がとれた

経済の姿を推計する作業が、加工統計としての国民経済計算の特徴である。

RAS法は、多次元の行列の集計情報から行列の要素を推計する手法である。

例えば国民経済計算の重要な要素の一つである産業連関表は行列の形式で表現され、行

方向は商品、列方向は産業を表す。商品ごとの集計結果と、産業ごとの集計結果だけが統
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計調査により得られる場合、それらの結果から産業連関表の行列の要素を推計する際に、

RAS法を利用することができる。

統計調査において、複数の属性を組み合わせたクロスセクションの集計結果において、

標本数が３未満となる場合、個票情報の保護のために統計値が秘匿される。同様に、様々

な属性の高次のクロスセクション・データは秘匿セルが多くなるため公表されない。

加工統計の作成において、こうした公表されない、あるいは秘匿されたクロスセクショ

ンの値を推計する必要がある場合がある。例えば、３次元の属性を有する情報に対して、

２次元の３種類のクロスセクションの集計値のみが公表され、本来集計可能な３次元のク

ロスセクションのデータが秘匿される場合である。これらの場合にRAS法を利用して、公

表された２次元の情報から３次元の情報を推定することができる。ただし、一般には一意

の解は得られない。

さらに、こうした情報が複数の統計調査に分けて行われる場合には、標本の総数が調査

によって異なる場合がある。

第４章では、RAS法の拡張として、Inconsistency of Marginalsの条件下における解法を

テーマに取り上げる。標本の総数が調査によって異なる場合は、Inconsistency of Marginals

の条件が成立している典型的なケースの一つである。
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図 2.3: RAS法の位置づけ
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図 2.4: RAS法及び IPFPにおける本研究の位置づけ

Stoneet al(1942)は、国民経済計算において行列の行計と列計から行列要素を推計する手

法として、RAS法を開発した（[53]）。RAS法では、ある時点における行列要素が判明し

ている条件下で、時間経過とともに行列要素の内容が変化し、行計と列計の情報のみが得

られる場合に、それらの条件を満たす行列要素を推計する（詳細は付録 B.1を参照された

い。）。RAS法が解をもつためには、行和の和と列和の和が一致していることが必要である。

図 2.4に RAS法及び IPFPにおける本研究の位置づけを図示する。

RAS法は数理科学では Iterative Proportional Fitting Procedure(IPFP)として知られている。

RAS法と IPFPが同一であることは Bacharach(1965,1970)が論じている（[54],[55]）。IPFP

はMatrix Rankingとして論じられることもある ([56])。コンピュータ科学ではMatrix Scaling

として論じられる ([57])。

Norman(1999)は IPFPのアルゴリズムに関して人口データ推計への利用の観点から文献

のレビューをまとめている（[58]）。24論文が挙げられている。

IPFPのアルゴリズムを提唱した Deminget al(1940)の論文は広く知られている（[59]）。

15



だが、Fienberget al(2006)は、それ以前にも同様のアルゴリズムを利用した文献があるこ

とを指摘している（[60]）。

IPFPの収束についてはBrown(1959), Irelandet al(1968), Csisźar(1975)が論じている ([61],

[62], [63])。

Balinskiet al(1989)は、議席配分の公平性に IPFPのアルゴリズムを利用する必要性から、

行列要素が整数値であり、行和、列和の比率が要素の総合計の比率に対してある範囲内の

数値となる行列を求める問題に拡張し,その解法を提案している ([64])。

Kalantariet al(2008)は、Balinskiet al(1989)の議論を不等式条件下におけるエントロピー

最小化問題として一般化してその複雑性について議論している ([65])。

IPFPの３次元以上の拡張についてはDeming(1943), Darroch(1962), Caussinus(1965), Bishop(1969),

Mosteller(1968)が論じている ([66], [67], [68], [69], [70])。

Saito(1998)は Inconsistency of Marginalsの概念を定式化し、この拡張された条件下にお

ける IPFPの拡張アルゴリズムとして、Multistep IPFPを提案した ([71])。情報の欠落により

従来の RAS法（IPFP）では解が求められない。Multistep IPFPには、Sequential Multistep

IPFPとWeighted Multistep IPFPがあり、前者は処理の順序により異なる結果が得られる。

後者は各次元に与える優先度の重みづけにより前者の欠点を修正した手法である。

第４章では、Inconsistency of Marginalsの条件下において解を求める RAS法を拡張した

手法について論じる。Saito(1998)の提案より簡素な手法を提案し、実用的な収束解が得ら

れることを示す。

提案手法の有効性の評価に関しては、以下の関連研究がある。

Wong(1992)は地理データについて IPFPの精度の評価について報告している ([72])。

Saito(1998)は Multistep IPFPの評価を簡素な数値例と数理的な手法により行っている

([71])。

時系列的な数値例をシミュレーションにより発生して、Inconsistency of Marginalsの条件

下において拡張された RAS法の評価を行った研究は報告されていない。

第４章では、提案手法の精度を、時系列的な数値例をシミュレーションにより発生して

評価する。数値例の発生にエージェント・ベース・モデルを応用した手法を利用する。
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2.7 事業所をエージェントとした産業連関分析の位置づけと研究の

状況

第５章では、事業所をエージェントとしたエージェント・ベースの産業連関分析につい

て論じる。

図 2.5に産業連関分析における本研究の位置づけを示す。

本研究では、産業連関分析の中でも非正方行列で表現される産業連関表を用いた分析を、

繰り返し演算法により、屑・副産物処理アルゴリズムを含めて行うことにより、エージェ

ント・ベースの産業連関分析を行う点に特徴がある。エージェント・ベースの産業連関分

析は、正方行列による産業連関分析の規模別産業連関表とも関連がある。黄色で示した部

分が本研究の対象部分である。
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図 2.5:産業連関分析における本研究の位置づけ

Leontiefはアメリカの産業連関表の原型を示した (1936,[73])のに続き、実態経済の解明

を志向し (1941,[74])、産業連関分析の方法を示した (1951,[75])。主要論文は (1966,[76])を

参照されたい。

第５章ではLeontiefのオープン数量モデル（[77],pp.18-21）を取り上げる。投入係数行列A

と国内生産額ベクトル x、最終需要ベクトル f に関して、Ax+ f = x、すなわち x = (I −A)−1 f

が成立する。ここで、(I − A)−1はレオンチェフ逆行列と呼ばれる。

産業連関分析では、行部門と列部門が同じ概念かつ同じ大きさで構成される産業連関表

である、「対称産業連関表」を用いる（[77],p.99）。
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一般には、一つの産業で複数の商品が生産されるため、統計調査によって把握できる計数

だけでは、対称産業連関表を得ることはできない。日本の産業連関表では、Konijn et al(1995)

のアクティヴィティ概念 ([78])及びBEA(Bureau of Economic Analysis)の再定義法を取り入

れ、産業を同質的分析単位に分割したアクティヴィティ・ベースの産業連関表が編纂され

ている（[77],pp.99-106）。

対称産業連関表の作成にあたって課題になるものに、副産物がある。黒田（2010）にし

たがって表記すると、主生産物とは、「主生産活動によって生産される生産物」である。副

産物とは、主生産活動によって生産される「主生産物に付随的に発生し、生産量も主生産

物に比例的で、追加的な投入物もないような生産物」であり、日本の産業連関表では「副

産物のうち、それを主たる生産物として生産する活動がないものを屑（scrap）として区別」

している。副産物や屑は、その生産を目的とした産業が存在しないため、商品のみが存在

することなり、対称産業連関表を作成する支障となる。日本の産業連関表では副産物およ

び屑には原則としてストーン方式（副次的生産物をそれを生産した部門のマイナス投入と

して計上する方法。）を採用している（[77],p100）。

産業連関分析において、「対称産業連関表」や、副産物・屑の取り扱いにストーン方式を

適用するのは、行列計算においてレオンチェフ逆行列をはじめとする逆行列を利用してい

るためである。逆行列が存在するためには対称な正方行列でなければならないし、副産物・

屑を、主生産物と統合して処理する必要がある。

第５章では、レオンチェフ逆行列を利用せずに産業連関分析を行う手法を提案する。レ

オンチェフ逆行列を利用せずに産業連関分析を行った研究には以下がある。

Ichihashiet al(1995)、市橋 (1995a,1995b)、市橋他 (1997)は、レオンチェフ逆行列では明示

できない産業部門間の波及過程を「プロセスグラフ」によって図解追跡した（[79],[80],[81],[82])。

鈴木 (2000)は、正方行列ではない産業連関表を対象に、近似的に逆行列を計測する手法を考

察した（[83]）。レオンチェフ逆行列を、波及過程を表す行列乗数 (I−A)−1 = (I+A+A2+A3+・・・

)に分解して、4次近似で十分な精度が得られるとしている。

この波及過程を表す行列乗数については、産業連関分析において 1次波及効果 A f や、2

次波及効果 A2 f を表示することで波及の主な効果のみを示す場合がある ([84])。

レオンチェフ逆行列を、波及過程を表す行列乗数に分解して、近似計算する手法は「反

復計算法」とされ、産業連関分析用ソフトウェア「産業連関王 I・O King」で採用されてい

る ([85])。

「反復計算法」は産業連関分析を実現するプリミティブな手法である。非正方の産業連

関表や、副産物と屑の処理を主生産物とは独立して処理する手法はこれまで提案されてい
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ない。そこで第５章ではこれらを対象とした産業連関分析の手法を提案する。

産業連関分析においては、産業部門を分割することによって、コスト構造の異なる部門

の統合による影響や、企業規模によるコスト構造の違いに関する研究が行われている。

中西 (1992,1993)は、産業部門の統合の程度によって異なる波及効果量の差を「部門統合

誤差」とし、誤差を抑制するための部門分割の基準と方法を示している（[86],[87]）。

「規模別産業連関表」に関するレビューを横橋 (2010)が取りまとめている（[88]）。中

小企業総合研究機構 (2008)（[89]）は規模別産業連関表を用いた研究として、中小企業庁

(2007)（[90]）、井田 (2000)（[91]）、下田他 (2005)（[92]）、居城 (2007)（[93]）を挙げてい

る。これらの「規模別産業連関表」は、逆行列が存在するように正方行列化するため、商品

も大企業製品と中小企業製品に分割している。この場合、同種の商品であっても、生産し

たのが大企業であるか、中小企業であるかによって、異なる分類に分けられることになる。

非正方行列の産業連関表を反復計算法によって分析する手法を提案したことで、産業を

事業所単位に細かく分割する一方、商品は分割せずに取り扱うことが可能になる。この手

法に関する研究は報告されていない。そこで、第５章では、事業所をエージェントとする

エージェント・ベースの産業連関分析を行う手法を提案する。

生産手段によってコスト構成が異なる事例として事業用電力を取り上げる。

電力に関連した産業連関分析については東日本大震災の影響について、石倉他 (2011)が

分析している（[94]）。

第５章では、原子力発電の事業所の生産を火力発電で代替した場合の国内生産額と輸入

額を推計する。

次に、生産手段が同じだが、規模によってコスト構成が異なる事例として、水稲耕作農

家についてエージェント・ベースの産業連関分析を行う。

2.8 領域専門家によるエンド・ユーザ・コンピューティングに関す

る研究の状況

以上、国民経済計算の推計と利用にエージェント・ベース・モデルを応用した手法を示

すことに関する先行研究をレビューした。これらの手法を取り入れ、また、社会や経済の

変化の状況に応じた国民経済計算を作成するためには、国民経済計算の推計を支援する情

報システムが必要不可欠である。以下、第二の研究目的である、国民経済計算の推計を支

援する情報システムのアーキテクチャ・デザインについて論じる。

第６章で検討の対象とする国民経済計算推計システムは内閣府経済社会総合研究所国民
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経済計算部（以下、国民経済計算部）で運用されている。このシステムの特徴は国民経済

計算の領域専門家によるエンド・ユーザによるプログラム開発に依存してきた点にある。

そこで、以下、エンド・ユーザのシステムへの関与に関する研究状況を説明する。図 2.6に

エンド・ユーザのシステムへの関与についての研究分野について示す。
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図 2.6:エンド・ユーザのシステムへの関与に関する研究

Nardi(1993)は、エンド・ユーザ・プログラミングを、専門プログラマ以外の者が完全に

動作するコンピュータ・アプリケーションを作成すること、と定義している（[95]）。

エンド・ユーザ・コンピューティング (EUC:End user computing)は、エンド・ユーザ・プ

ログラミングに、表計算ソフトの利用など、アプリケーションの作成以外の利用を含めた

概念である ([95])。また、エンド・ユーザ開発の概念は、エンド・ユーザ・プログラミング

に設計やテストなど総合的な開発のプロセスを含めた概念である。

エンド・ユーザ・コンピューティングの組織運営面からの問題については、Amoroso(1988)

が体系的なレビューを行っている（[96]）。46論文を次の 14のカテゴリーに分類している。

1. エンド・ユーザ・コンピューティングに関する背景文献、研究の枠組みと情報システ

20



ムの実装

2. 情報技術のトレンド

3. 情報システムの発展とエンド・ユーザ・コンピューティングに関するステージ理論

研究

4. パーソナル・コンピューティングと分散情報システム、パーソナル・コンピュータ

5. エンド・ユーザ・コンピューティングとユーザ開発アプリケーションの利点とリスク

6. エンド・ユーザ・コンピューティングの管理に関する問題と枠組み

7. エンド・ユーザ・ポリシーと管理

8. エンド・ユーザ環境の支援、資源配置、トップ・マネジメントの支援、教育訓練

9. 情報センターの性質

10. ユーザ環境、ユーザの特徴、ユーザの属性、コンピュータに関するユーザの経験

11. ハードウェアとソフトウェア、エンド・ユーザのワークステーションの構成

12. データ問題、データへのアクセス、データの管理者、データ管理、データ・セキュリ

ティ

13. アプリケーション開発手法、プロセス、プロトタイプ作成、開発ライフサイクル

14. エンド・ユーザ・コンピューティングのアプリケーションの効率性、利用、ユーザ情

報満足度、アプリケーションの質

本研究との関連が深いのは、5.「エンド・ユーザ・コンピューティングとユーザ開発アプ

リケーションの利点とリスク」、6．「エンド・ユーザ・コンピューティングの管理に関する

問題と枠組み」、7．「エンド・ユーザ・ポリシーと管理」の３つの観点である。

実際にエンド・ユーザ・プログラミングがどのように行われているのかについて企業や

団体を対象にインタビュー調査による研究が行われている。

Benson(1983)は、セントルイスの 30以上の事業所を対象として、エンド・ユーザ・コン

ピューティングに関してインタビューし、セキュリティや統合性、データベースへのアク

セスなどの問題をとりまとめた（[97]）。

Tayloret al(1998)は、1994-1996年にかけての 34の英国の組織でのケース・スタディか

らエンド・ユーザ開発のメリットとデメリットを抽出した（[98]）。エンド・ユーザによる
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開発を適切に管理しないと組織的なデータ管理が停滞する可能性がある。エンド・ユーザ

開発によるアプリケーションが組織活動の中核をサポートするために利用されていること

について、懸念を示している。

本研究の対象は、エンド・ユーザ・コンピューティングの中でも、高度な専門研究者が

エンド・ユーザである場合である。高度な専門研究者は「領域専門家」と表現される。

Segal(2007)は、金融工学、惑星科学、宇宙工学、生物学などの高度な専門研究者のエン

ド・ユーザ・プログラミングについて調査している（[99]）。高度な専門研究者には、研究

領域に関する高度な知識が必要であり、ソフトウェア開発は研究のためのツールに過ぎな

い。調査結果では、開発知識の共有がされにくい問題、ソフトウェア開発がその後のキャ

リアの役に立たない問題、テストの軽視の問題などを指摘している。この研究の対象者に

は、領域専門家に博士号取得者が多く、ソフトウェア言語の教育を受けたことがある者も

多い点が、国民経済計算部の状況と大きく異なる。一方、領域に関する専門知識が必要な

こと、ソフトウェア開発はツールに過ぎず、本来の目的が異なる点にあることについては

共通である。

Costabileet al(2003)は領域専門家によるユーザ開発の概念を提唱している。その活動は、

パラメータ設定のように、アプリケーション側が準備しているClass 1と、どのようなプロ

グラミング・パラダイムであれ、何らかのプログラミングを含む Class 2とに分類される

（[100]）。Class 2のプログラミング・パラダイムとして以下を挙げている。

1. デモンストレーションによるプログラミング

2. ヴィジュアル・プログラミング

3. マクロ生成

１．「デモンストレーションによるプログラミング」は、ユーザがコンピュータに「どのよ

うにやるのか見ていなさい」と教示し、コンピュータがユーザの動きに合わせてプログラム

を作るべきであるというプログラミング・コンセプトである（[101]）。1975年にPygmalion

が開発された ([102])のが端緒である。

２．「ヴィジュアル・プログラミング」はテキストの代わりにグラフィックスを利用して

プログラミングするコンセプトである ([103])。

３．「マクロ生成」はプログラム言語を自動生成する「マクロ言語」を利用するプログラ

ミング・コンセプトで、Freeman(1966)がメインフレーム・コンピュータでアセンブラ言語

の生成のために開発したことに始まる ([104])。簡易な記述言語からより複雑なプログラム

言語を生成するコンセプトである。
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マクロ言語に限らず、プログラム言語を自動生成するソフトウェア開発については、

Czarnecki(2005)がレビューしている ([105])。

Domain-specific language (DSL) Domain-specific language (DSL)は、特定の問題領域に特

化した言語であり、言語の応用範囲を絞り込むことで問題解決能力がより高くなる（[105]）。

DSLの邦訳には「問題領域向け言語」([106])、「ドメイン特化言語」([107])、「ドメイン依

存言語」([108])、「ドメイン固有言語」([109])などがある。

DSLについて、van Deursenet al(2000)は用語、メリットとデメリット、事例、デザイン・

メソッド、実装について 78論文を対象とした体系的なレビューを行っている（[110]）。メ

リットについて次の通り記述している。

1. DSLによって、問題領域での抽象レベルと表現により、問題解決を表現できる。従っ

て、領域専門家自身が DSLプログラムを理解し、正当性を確認し、変更し、さらに

多くの場合開発することができる。

2. DSLプログラムは簡潔で、かなりの程度プログラム自体が解説となっており、異な

る目的のために再利用できる。

3. DSLは生産性、信頼性、メンテナンス性を向上し、ポータビリティも向上する。

4. DSLは領域知識を具体化し、知識の保全と再利用を可能にする。

5. DSLは領域レベルの検証と最適化を可能にする。

6. DSLによりテスト性を改善する手法が存在する。

一方、以下のデメリットを挙げている。

1. DSLを開発、実装、メンテナンスするコスト

2. DSLの利用者を教育するコスト

3. DSLの利用可能な範囲の限界

4. DSLに適切な範囲を見出すことの困難さ

5. 領域限定と汎用プログラム言語とのバランスの難しさ

6. ソフトウェアを手作業によりコーディングした場合に比べて効率性が落ちる可能性が

あること
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DSLは、領域専門家のプログラミングの負担を軽減するための有力な手法である。

領域専門家による効率的なシステム開発については、多くの研究がある。その一例を次

に挙げる。

瀬田他 (1997)は、エンド・ユーザ・プログラミング環境として、「エンドユーザが頭の

中に持つ知識を容易にかつ円滑に計算機上に表現するための枠組みを備えること」と「エ

ンドユーザが記述したモデルから、エンドユーザの頭の中にある問題解決の思考過程を表

現するモデル（概念レベル実行モデル）を捉え、そのモデルに忠実に問題解決を実行する

と共に、記述された問題解決知識の修正を支援するための枠組みを備えること」が重要で

あるとし、「エンドユーザが認識する対象領域の概念の構造を体系的に定義した」タスク・

オントロジーを基盤にした概念レベルプログラミング環境を提案している（[111]）。

この事例のように、多くの研究は、領域専門家が自らシステム開発を行うことを想定し

ている。

領域専門家とシステム開発専門家の協力によるシステム開発 一方、領域専門家とシステ

ム開発専門家が協力し、役割分担しながらシステム開発を行う研究がある。

Lepouraset al(2007)は SmartGovにおいて、IT専門家と領域専門家が役割分担しつつシ

ステム開発を行うスキームを描いている（[112]）。SmartGovにおける新規 e-serviceの提供

において、利用するデータの定義やユーザの入力のルール、バック・エンドの計算処理や

様々な出力結果の可能性などでいずれも領域専門家が中心的な役割を担っている。

メタ・デザイン エンド・ユーザ・コンピューティングの概念を拡張し、ユーザがシステ

ム開発への要望を提出することを通じて、システム・デザインに関わっていると論ずる研

究がある。

Fischeret al (2006)は、エンド・ユーザ・コンピューティングの将来像の概念として、メ

タ・デザインを提唱している（[113]）。メタ・デザインはユーザが共同開発者としてデザ

インに携わる概念フレームワークである。

Ye et al (2007)は、オープン・ソース・ソフトウェアにおけるユーザの設計への関与をメ

タ・デザインとして提唱した（[114]）。ソフトウェア利用者は、ソフトウェア開発への意

見や要望を提示することを通じて、既存のソフトウェアの利用に限らず、継続的なシステ

ムの開発に関わることが促されるとしている。

メタ・デザインの概念は、エンド・ユーザとしての領域専門家の意向がスムースにシステ

ム開発にフィードバックされる環境がある理想的な状況を想定していると考えられる。現

実には、領域専門家とシステム開発者の間の意思疎通を十分に行うことができないケース
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が発生している。国民経済計算推計システムについては、領域専門家はプログラムを読む

能力が無いことから、システムがブラックボックス化しており、一方、システム開発者は

領域に関する知識が不十分なために、プログラムの実現したいセマンティックな意図を理

解できないために、プログラムの意図を読み取ることが困難な状況が生じている。

対象領域を統計とした研究 次に対象領域を統計とした研究について概観する。

統計を対象としたシステム設計については、統計システムの管理に関する国際会議Meeting

on the Management of Statistical Information Systemsが 2008年より、UNECE, EUROSTAT,

OECDの共催で毎年開催されており、各国の統計機関から統計システムについての研究が

発表されている ([115], [116], [117], [118], [119])。

ソフトウェアの共同利用や、ミクロデータの管理に関するアーキテクチャ・デザインについ

ては多くの発表が行われているが、国民経済計算の推計システムに関する報告は、Shigenoet

al(2012)の１件のみである（[120]）。日本の国民経済計算推計システムについて、FORTRAN

によるメインフレームのシステムを Excelの VBA で書き換えることにより、従来 2時間か

かったプログラムの実行が 1-2分で終了すると報告している。

だが、この報告では、レガシー・システムのプログラミング言語の書き換えを行っただ

けで、エンド・ユーザが推計システムを変更することに対応できるシステムの設計は行っ

ていない。

第６章では、これを可能とするためのシステムのアーキテクチャ・デザインの設計を示す。
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第3章 思いだし記入の導入による精度向上と

記憶誤りによる精度低下のトレード・

オフのシミュレーション

第３章では、家計調査の自動車購入台数について思いだし記入を導入した場合に、全国

の自動車購入台数の推計値の正確性にどのような影響を与えるかを、シミュレーションに

よって示す。

第３章の目的は二つある。一つは、記憶誤りが無い仮定のもとで、現状の調査月の自動

車購入の情報のみを回答した場合と、調査月以前の思いだしによる自動車購入の情報を加

えて回答した場合とで、自動車購入の推定数量がどのように変化するかを観察することで

ある。二つ目は、記憶誤りが購入時点から増加していく場合に、調査月以前の思いだしに

よる自動車購入の回答により、自動車購入の推定数量がどのように変化するかを観察する

ことである。

3.1 思いだし記入の導入による精度向上

家計調査の「自動車」など単価が大きく購入頻度の低い消費項目の消費額は結果が安定

しないことが知られている（[121],pp.9-10)。調査世帯数は、月次公表される二人以上の世

帯では全国で 8076世帯であり、3461万世帯のわずか 0.02%に過ぎない。四半期ごとに公表

される単身世帯では、寮・寄宿舎を除く一般世帯は全国で 673世帯であり、母集団約 1303

万世帯のわずか 0.005%のサンプル数である。サンプル数の増加は経費（地方公共団体委

託費で約 10億円 ([123],p.366））の面から困難である。調査サンプル数は現状のまま、調査

時点以前の購入実績の思いだし記入を追加することで精度を高めることが考えられる。

第３章では自動車購入数量を対象として、その効果をエージェント・ベース・シミュレー

ションで評価する。

第２章で示したように、統計調査において、調査時点より過去に遡った思いだし記入の

報告を求めると、記憶の漏れや記憶誤りにより、誤った報告が行われることが先行研究に

より明らかになっている。
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本節では、このような記憶の漏れや記憶誤りが無い状態において、つまり、購入に関す

る正確な記憶が報告時点で維持されている場合の、精度について取り扱う。

統計理論により、標本数の増加により、推計精度が向上すること自体は自明である。

中心極限定理により Xが平均 µ，標準偏差 σのある分布に従うならば，大きさ nの無作

為標本に基づく標本平均は，nが無限に大きくなるとき，平均 µ,標準偏差 σ√
n
の正規分布

に近づく。

ある時点 t0の自動車購入数量の推定において、調査時点 t1における標本数 n1 ≥ 1に加え

て、調査時点 t2における標本数 n2 ≥ 1が得られれば、n1 + n2 > n1 ≥ 1および σ > 0より

σ
√

n1 + n2
<
σ
√

n1
(3.1)

が成り立ち、標準偏差が縮小、すなわち精度が向上する。

仮に、調査時点 t1及び調査時点 t2の間で、世帯数に変更がなく、全国を単位とする調査

地区に対して、標本をランダムにサンプリングする場合であれば、各調査時点における重

複しない標本数 n1及び n2の情報から、調査精度は式 (3.1)に示した標準偏差により推定で

きる。

実際の家計調査では、調査コストの問題から、層化 3段抽出により、東京特別区及び全

国 167の市町村（以下、「市町村」と表記）から調査世帯を選定し、2人以上の世帯につい

ては、１世帯について 6か月連続して調査を行っている（[122])。調査世帯は毎月 6分の

１ずつ入れ替わる。調査地区内の世帯総数は、調査時点 t1と t2の間で同一ではなく、世帯

の消滅や新たな世帯の発生が生じている。このサンプル選定の複雑性のもとで調査精度を

論じるには、数学モデルによるよりも、実際の統計調査の手法をモデル化したシミュレー

ションを利用することが容易である。

本章では、全国の 2人以上世帯のみを対象として自動車購入台数の推計に関するシミュ

レーションを行う。（以下、「全国の自動車購入台数」は、全国の 2人以上世帯の家計によ

る自動車購入のみを指す。）

まず、全国の 2人以上世帯のモデルを設定し、全国の自動車購入の総数を決定した上で、

購入世帯をランダムに決定する。次に、全国の 2人以上世帯の中から、家計調査の調査世

帯の選定方法に基づき、調査世帯を選定し、すべての調査世帯から正確な回答が得られる

ものとしてシミュレーションを実施した。

実施したシミュレーションの詳細を、付録 Aに示す。

調査時点から 12か月遡った時点までの購入履歴を初回調査時に思いだし記入させた場合

と、調査月のみの購入数量だけを記入させた場合の、調査結果から推計される全国の自動
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車購入台数の比較を図 3.1に示す。横軸は 1995年の 1月から 12月を表す。縦軸は 100通

りの調査世帯選定ごとの全国の自動車購入台数の推計結果を箱ひげ図で表示する。ひげの

上端が最大値、下端が最小値、箱の上端が第一四分位値、下端が第三四分位値、中央が中

央値である。設定した真の自動車購入台数を折れ線グラフで示す。各月の左側の箱ひげ図

は調査月のみの購入数量だけを記入させた場合の推定結果、右側の箱ひげ図は調査時点か

ら 12か月遡った時点までの購入履歴を初回調査時に追加して思いだし記入させた場合の推

定結果である。右側の箱ひげは、分布の範囲が左側の箱ひげに比べてどの月についても縮

小しており、推定の正確性が増していることが示されている。
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図 3.1:調査月のみの購入数量だけを記入させた場合（左）と調査時点から 12か

月遡った時点までの購入履歴を初回調査時に追加して思いだし記入させた

場合（右）の比較

次に、思いだし記入の範囲を変化させた場合の分布範囲の変化を各月の推定結果の分布

の標準偏差により評価する。図 3.2に調査月のみの購入数量だけを記入させた場合から調

査時点から 24か月遡った時点までの購入履歴を初回調査時に思いだし記入させた場合まで

の 1995年 1～12月の各月の推定購入台数推計値の標準偏差の変化を示す。横軸は、遡る購

入履歴の月数である。

初回調査時に遡って追加して思いだし記入する過去の購入履歴の月数が増加するにした

がって、推定購入台数の分布の標準偏差が小さくなり、推定の正確性が増していることが

示されている。推定のための情報量が増加することによって正確性が増す効果である。
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図 3.2:調査月のみの購入数量だけを記入させた場合（左）と調査時点から 12か

月遡った時点までの購入履歴を初回調査時に追加して思いだし記入させた

場合（右）の比較

3.2 記憶誤りによる結果への影響

次に、本章の第二の研究目的、記憶誤りが生じる場合の思いだし記入に基づく自動車購

入台数推定値の動向についてのシミュレーション結果を示す。p0及び iの定義は付録A.3.2

を参照されたい。

記憶誤りが無い場合と同じ 1995年 1～12月の推定値について、p0 = 10%, i = 1%の記

憶誤り（初期記憶誤りが最大のエージェントで 10%であり、各エージェントの記憶誤りが

1ヶ月経過するごとに 1%ずつ増加する）を設定したケースを図 3.3に示す。
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図 3.3:記憶誤りの存在する場合の思いだし記入なし（左）と 12カ月思いだし（右）

の比較 (p0 = 10%, i = 1%)

横軸は 1995年の 1月から 12月を表す。縦軸は 100通りの調査世帯選定ごとの全国の自

動車購入数の推計結果を箱ひげ図で表示する。ひげの上端が最大値、下端が最小値、箱の

上端が第一四分位値、下端が第三四分位値、中央が中央値である。設定した真の自動車購

入台数を折れ線グラフで示す。各月の左側の箱ひげ図は調査月のみの購入数量だけを記入

させた場合による推定結果、右側の箱ひげ図は、調査時点から 12か月遡った時点までの購

入履歴を初回調査時に思いだし記入させた場合の推定結果である。

ひげの長さが左側より右側で短い点は、記憶誤りが無い場合と共通である。

前節の記憶誤りが無い場合との違いは、右側の箱ひげ図で、購入台数の季節変動パターン

の平準化が生じていることである。すなわち、購入台数が各月の平均購入台数よりも 15%

以上多い月、すなわち 3月、7月では右側の箱ひげ図の推定結果の中央値が、左側の箱ひげ

図の推定結果の中央値より小さく、購入台数が各月の平均購入台数よりも 15%以上少ない

月、すなわち 1月、8月、５月では右側の箱ひげ図の推定結果の中央値が、左側の箱ひげ図

の推定結果の中央値より大きくなっている。これは、記憶誤りがある場合には、購入月の

記憶のずれにより購入台数の季節変動パターンの変動化が引き起こされることを意味する。

このことをより明確に示すために、図 3.4に、p0 = 10%, i = 1%（初期記憶誤りが最大の

エージェントで 10%であり、各エージェントの記憶誤りが 1ヶ月経過するごとに 1%ずつ

増加する）の記憶誤りを設定したケースについて、初回調査時に調査時点から遡って思い

だし記入する購入履歴の月数の変化による 1995年 1～12月の各月の推定購入台数の平均値

の変化を示す。横軸が、初回調査時に調査時点から遡って思いだし記入する購入履歴の月
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数であり、縦軸が推定購入台数の平均値を示す。

比較のために、図 3.5に、記憶誤りが無い場合の思いだし記入する過去の購入データ月

数による 1995年 1～12月の各月の推定購入台数の平均の変化を示す。横軸は、思いだし記

入する過去の購入データ月数を示す。

図 3.6に、図 3.4と図 3.5の、思いだし記入する過去の購入データ月数が 24の場合の推

計台数の平均の、0の場合からの乖離率を縦軸に、各月の購入台数の年平均に対する比率

を横軸に、記憶誤りがある場合 (p0 = 10%, i = 1%)と無い場合を比較して示す。
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図 3.4:記憶誤りの存在する場合の思いだし記入する過去の購入データ月数による

平均の変化
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図 3.5:記憶誤りの存在しない場合の思いだし記入する過去の購入データ月数によ

る平均の変化
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図 3.6:思いだし記入する過去の購入データ月数が 24の場合の推計台数の平均の 0

の場合からの乖離率と各月の購入台数の年平均に対する比率の関係

図 3.4では、初回調査時に調査時点から遡って思いだし記入する購入履歴の月数が増加

するにしたがって、推定購入台数の平均値が購入台数が各月の平均購入台数よりも少ない

月では大きくなり、購入台数が各月の平均購入台数よりも多い月では小さくなる傾向がみ

られ、季節パターンの平準化が進んでいることが示されている。
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一方、図 3.5では、そうした傾向はみられない。

図 3.6では、「記憶誤りあり」の場合に、各月の購入台数の年平均に対する比率のマイナ

ス幅が大きいほど乖離率のプラス幅が大きく、年平均に対する比率のプラスが大きいほど

乖離率のマイナス幅が大きい傾向があることが観察できる。記憶誤りなしの場合には、統

一的な傾向はみられない。

これは、3月など、購入台数が各月の平均購入台数よりも多い月からは、記憶誤りによ

り他の月へのより多くの移動が生じる一方、8月など、購入台数が各月の平均購入台数よ

りも少ない月からは、記憶誤りにより他の月へのより少ない移動が生じる結果、購入台数

が各月の平均購入台数よりも多い月については、記憶誤りによる報告の流出量が、他の月

からの報告の流入量を上回り、一方、購入台数が各月の平均購入台数よりも少ない月につ

いては、逆に、記憶誤りによる報告の流出量が、他の月からの報告の流入量を下回る結果、

実際よりも多くの購入があると報告されるためである。

なお、このシミュレーションでは購入の記憶が失われるケースは考慮していない。

次に、記憶誤りの進行度の速さの違いが、推定される購入数量の季節パターンの平準化

の程度にどの程度影響するかを見る。図 3.7は、1995年 8月の自動車購入数量推定値を、

p0 = 10%, i = 1%と p0 = 10%, i = 9%の条件で比較したものである。
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図 3.7:記憶誤りの進行度の違いによる平均値の変化比較：p0 = 10%, i = 1%と

p0 = 10%, i = 9%

記憶誤りの進行度が早い i = 9%の方が、真値とのかい離幅が大きく、季節パターンの平

準化の程度が大きいことが示されている。

このように、エージェント・ベース・モデルを応用して、調査対象者の記憶誤りをシミュ
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レーションすることによって、実際の調査を行うことなく、調査結果にもたらす影響を検

討することができる。

以上、本章では基礎統計の調査方法を変更した際に、調査対象及び調査員をエージェン

トとするエージェント・ベース・モデルによりシミュレーションを行い、得られる統計の

精度や、変更による結果を推計する手法を開発し、その有効性を示した。

3.3 本章の結論

家計調査に思いだし記入を導入した場合の自動車購入数量の推計への影響について、シ

ミュレーションにより検討した。

記憶誤りが無い場合には、思いだし記入の期間が長いほど精度が向上することが確認さ

れた。

一方、記憶誤りにより購入時期を誤って報告する場合には、思いだし記入の期間が長いほ

ど、推定の平均値に季節パターンを平準化させるバイアスが生じることが明らかになった。

基礎統計の調査方法を変更した際に、調査対象及び調査員をエージェントとするエージェ

ント・ベース・モデルによりシミュレーションを行い、得られる統計の精度や、変更によ

る結果を推計する手法を示した。
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第4章 RAS法を拡張する手法の提案とエー

ジェント・ベース・シミュレーション

による検証

第４章では、国民経済計算の推計において利用される多次元のRAS法について、Saito(1998)

が定式化した Inconsistency of Marginalsの条件下における拡張アルゴリズムについて論じ

る。第２章で示したように、RAS法は IPFPと同一である ([54]及び [55])ので、以降、IPFP

と表記している場合も RAS法と同義であることに注意されたい。

この条件下において Saito(1998)が提案したMultistep IPFPと比較して、より単純な補正

係数を採用した手法により、実用上十分な収束解を求める手法を提案し、提案手法が有効

であることをエージェント・ベース・シミュレーションによって示す。

4.1 Inconsistency of Marginalsの条件下における拡張アルゴリズム

の提案

RAS法とその SOARSへの実装について、付録 B.1及び B.2に示す。

2次元のRAS法でのSaito(1998)が定式化した Inconsistency of Marginalsの条件下におけ

る拡張アルゴリズムの提案について、付録 B.3に示す。その多次元への拡張時のアルゴリ

ズムの変更点を、付録 B.4に示す。

付録 Bで詳細について述べた提案手法について簡易に説明すると、次の通りである。

多次元 IPFPにおいて、Saito(1998)が定式化した Inconsistency of Marginalsの条件下で古

典的 IPFPアルゴリズムを実行すると、振動して収束しない。

そこで、ステップ (t + 1)における、各次元の古典的 IPFPの調整係数 r (t+1)の代わりに、

r (t+1)と１の 2n − 1(n = 0,1,2,3, · · ·)をウェイトとする加重幾何平均、すなわち

r̃ (t+1),n =
2n√

r (t+1) × 12n−1 =
2n√

r (t+1)

を調整係数とする。この場合も、nが同一の値の場合は、振動して収束しない。そこで、パ

ラメータ nについて、n = 0から開始し、行列要素m(2t)
i j ···が振動したところで nに順次１を
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加算していくことによって、行列要素m(2t)
i j ···の振動幅を次第に縮小していき、実用上十分小

さな振動幅になったところで繰り返し演算を停止する。

提案手法により得られた、実用上十分小さな振動幅の範囲内の行列要素を、Inconsistency

of Marginalsの条件下での近似解と考えることができる。

収束解が存在する条件 付録 Bにおける証明から、通常 RAS法の対象となる範囲の多次

元の行列、すなわち、行列のすべての要素が負でない実数であり、行列のどの次元の行・

列をとっても、和がゼロではない場合に、収束解が存在する。

4.2 提案手法の有効性の確認

本節では、３次元の統計データの数値例を用いて提案手法の精度を評価する。数値例の

発生にエージェント・ベース・シミュレーションの手法を応用する。

第２章で述べたように、RAS法は、行列の初期状態が既知の状態で、時間の経過ととも

に行列要素が変化し、行和と列和だけが既知の条件下で、初期状態の行列要素から変化した

行列要素の内容を推計することが課題である。国民経済計算などの加工統計の推計にRAS

法を利用する場合は、行列要素が急激に変化することは想定しておらず、連続的に徐々に

変化していくケースが想定されている。そこで、提案手法の精度の評価にあたっても、同

様な数値例を設定する。

３次元の統計データとは、調査項目に、「年収別」「産業別」「1カ月の消費金額階級別」

などの３つの属性が存在することを意味する。ここでは、それぞれの属性が、２種類の値

をもつとしよう。「年収別」は「年 500万円未満」と「年 500万円以上」、「産業別」は「製

造業」と「非製造業」、「1カ月の消費金額階級別」は「20万円未満」と「20万円以上」な

どである。統計調査における標本を、これらの属性を組み合わせたクロスセクションのカ

テゴリー別に分類することを考えると、23 = 8の属性の組み合わせ、すなわちカテゴリー

に分類できる。母集団の標本数を４万とする。すべての標本は、例えば「年収 500万円未

満、製造業、1カ月の消費金額が 20万円未満」「年収 500万円以上、非製造業、１カ月の

消費金額が 20万円以上」など 8つのカテゴリーのいずれかに、分類することができる。

各標本をエージェントとし、各エージェントは独立に各属性の値を変えることができる

とする。例えば年収については、「年 500万円以上」から「年 500万円未満」に移動するこ

とも、逆に「年 500万円未満」から「年 500万円以上」に移動することもできる。この移

動を時間経過とともに、１ステップごとに、それぞれの属性ごとに独立に 0.1%の確率で
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異なる値に変わるものとする。

この設定により、8つのカテゴリーに属する標本数は、初期状態から、１ステップの時間

経過ごとに変化していく。ここでは、これらの標本数の変化を、初期状態から 200ステッ

プ後まで 1ステップごとに観察する。

次に、これらの標本の状態を統計量として測定するモデルを考える。

第一に、シミュレーションの結果、4万標本が 8つのカテゴリー分類のいずれに位置し

ているかは実験者には既知であるので、これら 8つのカテゴリーに属する標本数を「真値」

と定義する。

第二に、「IPFPによる推定値」を、以下により定義する。

RAS法（IPFP）の目的は、4万標本の 3つの属性をすべて推定すること、すなわち、す

べてのステップにおいて、8つのカテゴリーに属する標本数を推定することである。

RAS法の問題設定に合わせて、初期状態における 4万標本の 3つの属性は既知であると

する。すなわち、8つのカテゴリーに属する標本数は初期状態では既知である。

2次元のRAS法（IPFP）においては、行和と列和が情報として与えられた場合の、すべ

ての行列要素を推定する。

3次元のRAS法（IPFP）においては、2次元の行和と列和に相当する情報は、3次元の属

性のうち、2次元の属性を組み合わせた情報である。先の例でいえば、「1カ月の消費金額

階級別」の和の標本数は、「年収別×産業別」の 4つのカテゴリーに属する標本数であり、

「産業別」の和の標本数は、「年収別× 1カ月の消費金額階級別」の 4つのカテゴリーに属

する標本数であり、「年収別」の和の標本数は、「産業別× 1カ月の消費金額階級別」の各

4つのカテゴリーに属する標本数の情報である。

これらの情報から、「年収別×産業別× 1カ月の消費金額階級別」の 8つのカテゴリーに

属する標本数を推定し、その結果を「IPFPによる推定値」とする。

「年収別×産業別」「年収別× 1カ月の消費金額階級別」「産業別× 1カ月の消費金額階

級別」は、いずれも標本数の合計が 4万で一致する。

第三に、Saito(1998)が定式化した Inconsistency of Marginalsの条件において、提案手法

による解を求める課題について考える。

これまでの問題設定では、標本数の合計が常に 4万であることから、Inconsistency of

Marginalsの条件は成立していない。Inconsistency of Marginalsの条件は「年収別×産業別」

「年収別× 1カ月の消費金額階級別」「産業別× 1カ月の消費金額階級別」の各４つのカテ

ゴリーに属する標本数の合計がそれぞれ一致しない場合に成立する。

統計の計測上は、測定に誤差があり、推定される総標本数が測定ごとに異なる状態であ
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ることを意味する。

「年収別×産業別」「年収別× 1カ月の消費金額階級別」「産業別× 1カ月の消費金額階

級別」の各統計量が全数調査ではなく、標本調査によって測定されている場合には、推定

される標本数の合計は、測定ごとに異なる結果となり、Inconsistency of Marginalsの条件が

成立する。

そこで、４万標本をランダムに 10の測定スポットに移動させる。このうち、「年収別×

産業別」「年収別× 1カ月の消費金額階級別」「産業別× 1カ月の消費金額階級別」を調査

するためのスポットとして 10の測定スポットからランダムに各 1スポットを選択し、その

測定スポットの標本を抽出標本として、全体の母集団の 8つのカテゴリーごとの標本数を

推定する。

この場合、選択された測定スポットに移動する標本数はランダムに決まるため、推定さ

れる 3つの母集団標本数は一般には異なる。ここで、「一般には」としているのは、3つの

調査のためのスポットが一致した場合や、異なるスポットが選択されても、標本数が一致

している場合があるためである。

この場合には、「年収別×産業別」「年収別× 1カ月の消費金額階級別」「産業別× 1カ月

の消費金額階級別」の各測定における標本数の合計は一般には一致せず、このため一般に

は Inconsistency of marginalsの条件が成立する。

こうして得られたデータからは通常の IPFPによる収束解は一般には得られない。そこ

で、提案手法を用いて推定したデータを「3samplesによる推定値」と命名する。。

以下、「年収別」「産業別」「1カ月の消費金額階級別」の 3つの属性を組み合わせたカテ

ゴリーを (i, j, k)と表記する。それぞれの属性がもつ、２種類の値、すなわち「年収別」は

「年 500万円未満」と「年 500万円以上」、「産業別」は「製造業」と「非製造業」、「1カ月

の消費金額階級別」は「20万円未満」と「20万円以上」を、それぞれ (1,2)で表記するも

のとする。

3つの属性の組み合わせからなるカテゴリーに属する標本数を、カテゴリーの (i, j, k)を

添え字として、mi, j,kとして表記する。

評価のために使用した数値例における 4万標本の初期状態における 4万標本の分布は表

4.1の通りである。
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表 4.1:数値例における 4万標本の初期状態の分布

カテゴリー種別 標本数

m1,1,1 6261

m1,1,2 6320

m2,1,1 7025

m2,1,2 11048

m1,2,1 1898

m1,2,2 3989

m2,2,1 297

m2,2,2 3162

シミュレーション中に測定する標本数は、「年収別×産業別」「年収別× 1カ月の消費金

額階級別」「産業別× 1カ月の消費金額階級別」の各 4カテゴリーに属する標本数であるか

ら、表 4.2によって定義される。「年収別×産業別」では、「1カ月の消費金額階級別」の属

性別の標本数を合算したものであり、「年収別× 1カ月の消費金額階級別」では、「産業別」

の属性別の標本数を合算したものであり、「産業別× 1カ月の消費金額階級別」では、「年

収別」の属性別の標本数を合算したものである。

表 4.2:シミュレーション中の測定の対象量

m1,1,1 +m1,1,2 m1,2,1 +m1,2,2 m2,1,1 +m2,1,2 m2,2,1 +m2,2,2

m1,1,1 +m1,2,1 m1,1,2 +m1,2,2 m2,1,1 +m2,2,1 m2,1,2 +m2,2,2

m1,1,1 +m2,1,1 m1,1,2 +m2,1,2 m1,2,1 +m2,1,1 m1,2,2 +m2,2,2

このようにして、4万標本が時系列的に 200ステップに渡って 8つのカテゴリーを移動

する際の、各カテゴリーに属する標本数の

1. 「真値」

2. 「IPFPによる推定値」

3. 「3samplesによる推定値」

を比較する。1回のシミュレーション実施時の結果を図 4.1～図 4.8に示す。1.「真値」（図

では「real」と表示）と 2.「IPFPによる推定値」（図では「IPFP」と表示）はそれぞれ折れ
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線グラフで示し、3.「3samplsによる推定値」（図では「3samples」と表示）はステップご

との値をプロットしている。横軸は初期値から 200ステップ後までの時間経過を表す。

ここで、1.「真値」の変化について述べると、各カテゴリーに属する標本数には大きな

差がある状態を初期値とし、同じ確率で属性が変化するため、多くの標本が属するカテゴ

リーでは次第に標本数が減少し、少ない標本が属するカテゴリーでは次第に標本数が増加

し、カテゴリー間の標本数の差が小さくなる傾向がみられる。この条件下における、「IPFP

による推定値」と「3samplesによる推定値」の動向を観察する。

各カテゴリーに属する標本数とも、「IPFPによる推定値」は、時間経過、すなわち、「真

値」が「初期値」からの乖離幅が大きくなるとともに、「真値」からの乖離幅が増加する傾

向がみられる。これは、IPFPの計算において「初期値」を利用していることによる。条件

を満たす多数の解の中で、「初期値」に近い解が選択されることは自然な結果である。

提案手法による推定結果である「3samplesによる推定値」は、「IPFPによる推定値」を

中心として分布している。このことは、Inconsistency of Marginalsの条件が成立して、古典

的な IPFPが収束解をもたない場合に、提案手法によって、古典的な IPFPが適用可能な場

合の解の近似値を求めることができることを示唆している。

そこで、このシミュレーションを 100回繰り返して行い、「3samplesによる推定値」の

「IPFPによる推定値」に対する比率（以下、「比率」と表記。）の分布を測定した。図 4.9-

図 4.16に 200ステップの平均値、最大値、最小値を示す。図 4.17-図 4.24に各ステップご

との「比率」の標準偏差を示す。

100回の平均値をみると、「3samplesによる推定値」が「IPFPによる推定値」とほぼ一

致することが、8つのカテゴリーに属する標本数のすべてで確認できる。以下、「3samples

による推定値」の「IPFPによる推定値」からの乖離を「誤差」と表記する。（「真値」との

乖離ではないことに注意されたい。）

図 4.9-図 4.16の最大値と最小値を観察すると、カテゴリーによって「誤差」の大きさに

違いがみられ、また、カテゴリーによって時間経過とともに「誤差」の大きさが変化する

傾向が観察できる。

カテゴリーによる「誤差」の大きさの違いと、時間経過による「誤差」の大きさの変化

は、いずれも推計時点におけるカテゴリーに属する標本数の大きさの違いによって生じて

いることが観察できる。すなわち、標本数の「IPFPによる推定値」が小さいほど「誤差」

の大きさが大きく、標準偏差が大きい。例えば、標本数の「IPFPによる推定値」の初期値

の小さいカテゴリー (2,2,1)で当初「誤差率」が大きく、時間経過とともに標本数の「IPFP

による推定値」が大きくなるとともに「誤差」は減少している。逆に、標本数の「IPFPに
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図 4.1:カテゴリー (1,1,1)の標本数：m1,1,1
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図 4.2:カテゴリー (1,2,1)の標本数：m1,2,1

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

1 21 41 61 81 101 121 141 161 181

v
a
lu
e

steps

IPFP

real

3samples

図 4.3:カテゴリー (1,1,2)の標本数：m1,1,2
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図 4.4:カテゴリー (1,2,2)の標本数：m1,2,2
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図 4.5:カテゴリー (2,1,1)の標本数：m2,1,1
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図 4.6:カテゴリー (2,2,1)の標本数：m2,2,1
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図 4.7:カテゴリー (2,1,2)の標本数：m2,1,2
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図 4.8:カテゴリー (2,2,2)の標本数：m2,2,2
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よる推定値」の初期値の大きいカテゴリー (2,1,2)では当初「誤差率」が小さく、時間経過

とともに標本数の「IPFPによる推定値」が減少するとともに「誤差」は増加している。図

4.17-図 4.24の標準偏差からも同様の傾向がみられる。

このことを明示するために、図 4.25に、各カテゴリーに属する標本数の「IPFPによる推

定値」の総標本数に占める比率（横軸）と、「3samplesによる推定値」の「IPFPによる推

定値」に対する倍率の最大値と最小値（縦軸）の関係を示す。異なる色や記号で示したの

は、カテゴリー及び最大・最小の別を示すためである。「IPFPによる推定値」が総標本数

に占める比率が小さいほど、「3samplesによる推定値」の「IPFPによる推定値」とのかい

離が大きいことが示されている。これは、提案手法の精度がこのような条件下で低下する

ことを意味する。
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図 4.9:カテゴリー (1,1,1)の「比率」の分布
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図 4.10:カテゴリー (1,2,1)の「比率」の分布
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図 4.11:カテゴリー (1,1,2)の「比率」の分布
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図 4.12:カテゴリー (1,2,2)の「比率」の分布
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図 4.13:カテゴリー (2,1,1)の「比率」の分布
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図 4.14:カテゴリー (2,2,1)の「比率」の分布
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図 4.15:カテゴリー (2,1,2)の「比率」の分布
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図 4.16:カテゴリー (2,2,2)の「比率」の分布
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図 4.17:カテゴリー (1,1,1)の「比率」の標準
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図 4.18:カテゴリー (1,2,1)の「比率」の標準
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図 4.19:カテゴリー (1,1,2)の「比率」の標準

偏差

0

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0.06

1 8

1
5

2
2

2
9

3
6

4
3

5
0

5
7

6
4

7
1

7
8

8
5

9
2

9
9

1
0
6

1
1
3

1
2
0

1
2
7

1
3
4

1
4
1

1
4
8

1
5
5

1
6
2

1
6
9

1
7
6

1
8
3

1
9
0

1
9
7

IP
F

P
�
ø
þ
�
á
þ
�
=
ë
j

 

図 4.20:カテゴリー (1,2,2)の「比率」の標準
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図 4.21:カテゴリー (2,1,1)の「比率」の標準
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図 4.22:カテゴリー (2,2,1)の「比率」の標準
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図 4.23:カテゴリー (2,1,2)の「比率」の標準
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図 4.24:カテゴリー (2,2,2)の「比率」の標準

偏差
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図 4.25:「IPFPによる推定値」の総標本数に占める比率と「3samplesによる推定

値」の「IPFPによる推定値」に対する倍率の最大値と最小値の関係

以上の結果は、エージェント・ベース・モデルを応用したシミュレーションによって、RAS

法を拡張する手法による推計の精度について評価を行うことができることを示している。

4.3 本章の結論

多次元のRAS法において、Saito(1998)が定式化した Inconsistency of Marginalsの条件下

で、古典的 IPFPでは収束解が得られない場合に、調整係数を各次元の古典的 IPFPの調整

係数 r (t+1)と１との 2n(n = 0,1,2,3, · · ·)をウェイトとする加重幾何平均に変更し、振動の縮

小状況に応じてパラメータ nを次第に増加する手法を提案した。

提案手法により、古典的 IPFPでは収束解が得られない Inconsistency of Marginalsの条件

下で、古典的 IPFPによる解を推定できることをエージェント・ベース・モデルを応用した

数値例で示した。
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提案手法による古典的 IPFPによる解の推定値の誤差は、古典的 IPFPによる解の推定値

が全標本数に占める割合が低い場合に大きくなることが、数値例によって明らかになった。

以上を通じて、エージェント・ベース・モデルを応用したシミュレーションによって、

RAS法を拡張する手法による推計の精度の評価を行うことができることを示した。
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第5章 事業所をエージェントとした産業連関

分析の基礎的検討

5.1 繰り返し演算と屑・副産物処理を含めた経済波及効果分析の提案

第５章では、産業連関分析を行列モデルではなく、反復計算法で行い、屑・副産物の処

理アルゴリズムを導入する手法について論じる。

レオンチェフのオープン数量モデル（[77],pp.18-21）では、投入係数行列 Aと国内生産

額ベクトル x、最終需要ベクトル f を利用した行列概念により分析が進められる。

第２章でみたように、Ax+ f = x、すなわち x = (I − A)−1 f の関係を利用して、レオン

チェフ逆行列 (I − A)−1から、入力 f に対する出力 xを経済波及効果として分析することが

基本である。 f に含まれる輸入の取り扱いや輸入品の取り扱いの方法によって式の表現に

バリエーションが見られる。

この行列を用いた定式化のために、逆行列が存在することが必要になる。このため、行

部門と列部門が同じ概念かつ同じ大きさで構成される「対称産業連関表」を用いることが

必要になり、副産物・屑の取り扱いも行列として処理する必要から、ストーン方式などの

手法を採用する必要があった。

産業連関分析を、数理的な行列表現とは切り離して取り扱うことにより、行列計算では

取り扱いが困難な点を容易に克服できる。

繰り返し演算による産業連関分析の方法については、付録 Cを参照されたい。

付録 Cで示した繰り返し演算による産業連関分析により、平成 20年延長産業連関表

（[124]）の投入係数を利用して、平成 21年延長産業連関表（[125]）の輸入額を除く最終需

要額を与えた時、均衡状態における各商品の国内生産額を求めた。

この際、屑・副産物について、次の二通りの処理を行い、両者の処理方法の違いによる

結果の差異を観察した。

1. 屑・副産物の調整処理を行わない

2. 屑・副産物の発生額と投入額が一致するよう、屑・副産物及び競合する主生産物の投

入額の調整処理を行う。
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両者では、主生産物及びそれと競合する屑・副産物の国内生産額ともに変化するため、評

価の際には両者を合算した国内生産額を比較した。国内生産額に 1%以上の影響がある商

品を表 5.1に示す。(a)欄は、2.屑・副産物及びそれと競合する主生産物の投入額の調整処

理を行った場合の結果、(b)欄は、1.屑・副産物の調整処理を行わない場合の結果である。

表 5.1:屑・副産物の調整処理の有無により国内生産額に 1%以上の影響のある商品

商品 (a) (100万円) (b)(100万円） (b-a)(100万円） 誤差率 (%)

その他のプラスチック製品　 1182805 1140247 -42559 -3.6%

化学肥料 266513 257563 -8950 -3.4%

天然ガス 155016 153507 -1509 -1.0%

石炭 14619 14780 161 1.1%

砕石 289675 296505 6830 2.4%

その他の石炭製品 296813 310594 13781 4.6%

植物原油かす 86708 96361 9653 11.1%

その他の窯業原料鉱物 38538 45608 7070 18.3%

液化石油ガス 127856 211547 83691 65.5%

屑・副産物に関係しない商品（屑・副産物でもなく、屑・副産物と競合する主生産物でも

ない商品）についてはほとんど影響は見られないが、屑・副産物と競合する主生産物では

国内生産額の推計値に大きな影響がある商品が存在する。例えば「液化石油ガス」は、屑・

副産物の発生額と投入額が一致するよう、屑・副産物及びそれと競合する主生産物の投入

額の調整処理を行た場合、行わない場合に比べて 65.5%国内生産額が減少している。

経済産業省の延長産業連関表では、屑・副産物を主生産物と合算して表章している。上

記のシミュレーション結果の、１．屑・副産物の調整処理を行わない場合の結果、に相当

する。

分析の対象が、屑・副産物に関係する場合、すなわち屑・副産物であるか、それと競合

する主生産物である場合には、提案手法を用いて、屑・副産物を分離して、産出額と投入

額が一致するよう調整処理を行うことで、より正確な結果を得ることができ、処理を行わ

なかった場合とは大きく結果が異なる可能性がある。
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5.2 列方向の産業をコスト構成の異なる主体ごとに分割して取り扱

う手法の提案-事業用電力の事例-

平成 17年産業連関表 ([126])では、基本分類が内生部門 520行、407列であり非正方行

列となっている。これは、非競争輸入型の一部品目で国産品と輸入品が行方向で分離され

たり、対応する産業のない屑品目が設定されているほか、例えば、行方向の「事業用電力」

の品目が、コスト構成の大きく異なる、「事業用原子力発電」「事業用火力発電」「水力・そ

の他の事業用発電」の３産業に分離されているためである。

このように、コスト構成の異なる主体は列方向に異なる産業として表章されているが、

逆行列を用いた産業連関分析のためには、品目数と産業数が一致するようにこれらの産業

を統合する必要があった。

しかし、提案手法により、正方行列では無い産業連関表を対象として、産業連関分析を

行うことが可能になった。

これまで、コスト構成の異なる主体ごとに産業を分割することは、「規模別産業連関表」

で行われてきた（[88]）。これらの「規模別産業連関表」では、正方行列化するために、商

品も規模別に分割して推計している。

本節では、「事業用原子力発電」「事業用火力発電」「水力・その他の事業用発電」の３

産業に分離されている基本分類を利用して、提案手法により産業連関分析を行った結果を

示す。

データは、平成 20年の経済産業省延長産業連関表を平成 17年基準のデフレータでデフ

レートし、屑・副産物を分離推計した。

平成 17年産業連関表の事業用電力の原子力：火力：水力の国内生産額比率は 27:65:8で

ある。表 5.2、表 5.3の (a)欄は、この比率を適用した場合の均衡国内生産額である。

仮に原子力発電をゼロとし、火力ですべて代替すると、国内生産額比率は 0:92:8となる。

表 5.2、表 5.3の (b)欄は、この比率を適用した場合の均衡国内生産額である。

「事業用電力」で 1622億円、「建設補修」で 1151億円の国内生産額が減少している。比

率では、「自然科学研究機関（産業）」の 1.46%減少、「建設補修」の 1.34%減少、「事業用

電力」の 1.05%減少が大きい。

「事業用電力」が減少するのは、原子力発電のための電力の中間投入額が大きいため、

原子力を火力に代替することで、電力自体の国内生産額が少なくなるためである。

「建設補修」や「機械修理」は設備の補修として中間投入される額が、「自然科学研究機

関（産業）」や「企業内研究開発」は原子力関係の研究開発に中間投入される額が、それぞ
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れ原子力では火力を上回ることで減少する。

表 5.2:国内生産額の減少額が大きい上位 14商品

商品 (a) (億円) (b)(億円） (b-a)(億円） (b-a)/a(%)

事業用電力 164057 162328 -1622 -1.05

建設補修 90031 88803 -1151 -1.34

企業内研究開発 129292 128606 -643 -0.61

その他の対事業所サービス 168151 167866 -267 -0.17

テレビ・ラジオ広告 23370 23162 -195 -0.90

廃棄物処理（産業） 25593 25414 -167 -0.67

電子計算機・同関連機器賃貸業 30596 30457 -130 -0.45

民間金融（帰属利子） 156799 156674 -117 -0.08

分類不明 42000 41877 -115 -0.30

情報処理・提供サービス 83493 83378 -108 -0.14

機械修理 63367 63255 -106 -0.19

産業用機械器具（除建設機械器具）賃貸業 43919 43818 -95 -0.24

民間金融（手数料） 78205 78107 -91 -0.12

自然科学研究機関（産業） 6397 6307 -85 -1.46

一方、国内生産額の増加が大きいのは、「Ｂ重油・Ｃ重油」であり、1795億円と 1000億

円を超えている。一方、増加額の第２位「卸売」は 444億円であり、1000億円を下回って

いる。燃料関係のほか、「道路貨物輸送（除自家輸送）」「倉庫」「港湾運送」「沿海・内水面

貨物輸送」など運送関係の項目が多い。増加率では、「石炭」が 20.92%と最大であるが、

国内生産額が 173億円と少ないためであり、「B重油・C重油」の 15.61%の影響が大きい。
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表 5.3:国内生産額の増加額が大きい上位 23商品

所品 (a) (億円) (b)(億円） (b-a)(億円） (b-a)/a(% )

Ｂ重油・Ｃ重油 11493 13287 1795 15.61

卸売 617565 618009 444 0.07

その他の石炭製品・副産物 3466 3775 308 8.89

道路貨物輸送（除自家輸送） 140752 140986 234 0.17

その他の石油製品 11791 12003 212 1.80

倉庫 20187 20388 202 1.00

その他の石炭製品 3641 3840 198 5.45

港湾運送 24309 24490 182 0.75

沿海・内水面貨物輸送 7291 7395 105 1.44

再生資源回収・加工処理 7141 7221 80 1.12

公的金融（手数料） 1736 1815 79 4.56

木材チップ 647 707 60 9.22

Ａ重油 8707 8757 50 0.58

軽油 36920 36966 46 0.13

法務・財務・会計サービス 24893 24936 43 0.17

石炭 173 210 36 20.92

天然ガス 2065 2090 26 1.24

触媒 3211 3234 23 0.71

ナフサ 7989 8012 23 0.28

素材（国産） 2298 2320 22 0.96

貨物利用運送 5432 5453 21 0.39

道路輸送施設提供 38868 38885 17 0.04

液化石油ガス 2922 2936 14 0.49

次に輸入額への影響を示す。表 5.4、表 5.5の (a)欄は、原子力：火力：水力の国内生産

額比率が 27:65:8の場合の普通輸入額である。

(b)欄は、原子力：火力：水力の国内生産額比率が 0:92:8の場合の普通輸入額である。
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表 5.4:普通輸入額の増加額が 10億円以上の商品

商品 (a) (億円) (b)(億円） (b-a)(億円） (b-a)/a(% )

天然ガス 44057 53042 8985 20.39

石炭 26022 31504 5481 21.06

原油 86203 88802 2598 3.01

Ｂ重油・Ｃ重油 3467 3740 274 7.90

液化石油ガス 8656 8714 58 0.67

その他の石油製品 977 996 19 1.96

普通輸入額については、「天然ガス」が8985億円、20.39%、「石炭」が5481億円、21.06%

、「原油」が 2598億円、3.01%と、火力発電の燃料関連商品が、いずれも大幅に増加して

いる。

「液化石油ガス」や「その他の石油製品」は、火力発電の燃料として利用される商品で

はないが、輸入額の増加がみられる。

表 5.5:普通輸入額の減少額が 10億円以上の商品

商品 (a) (億円) (b)(億円） (b-a)(億円） (b-a)/a(%)

その他の非鉄金属製品 2308 2217 -91 -3.95

分類不明 7753 7729 -24 -0.30

表 5.5に普通輸入額の減少額が 10億円以上の商品を示す。

普通輸入額の減少額が 10億円以上の品目は、「その他の非鉄金属製品」の 91億円、3.95%

減少と、「分類不明」の 24億円、0.30%減少である。

以上をまとめると、事業用原子力をすべて火力で代替した場合には、「事業用電力」「建

設補修」の国内生産額が減少する一方、「Ｂ重油・Ｃ重油」の国内生産額が増加する。これ

らはいずれも 1千億円を超える規模である。普通輸入額については、「天然ガス」「石炭」

「原油」の火力発電の燃料関連商品が大幅に増加し、中でも「天然ガス」と「石炭」の増加

量は 20%程度である。一方、普通輸入額が大幅に減少する商品は存在しない。

以上は、原子力発電をすべて火力発電で代替した場合の試算であるが、一部を代替した

場合に、どのような変化が見られるかについて試算した。

図 5.1に原子力：火力の比率を 0.1%ポイントづつ変化させた場合の、事業用電力の国内
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生産額と、天然ガス、石炭、原油の普通輸入額の増減の関係を散布図として示す。
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図 5.1:原子力と火力の比率を 0.1%ポイントづつ変化させた場合の事業用電力国

内生産額と天然ガス、石油、原油の普通輸入額の増減

原子力の比率が 0%に近づくほど事業用電力の国内生産額は減少する一方、天然ガス、石

炭、原油の普通輸入額は増加し、いずれも線形の関係にあることがわかる。

以上、本節では、提案手法により、列方向の産業をコスト構成の異なる主体ごとに分割

して取り扱うことが可能になることを、事業用電力の例を用いて示した。

5.3 列方向の産業を個別のエージェントとして産業連関分析に取り

入れる手法の提案-水稲耕作農家の事例-

前節では、事業用電力の原子力、火力、水力という生産手段によるコスト構成の差異を

テーマとした。他方、生産手段が同じでも、生産規模によってコスト構成に差がみられる

場合が多い。

「規模別産業連関表」は、中小企業と大企業のコスト構成の差異に注目して、産業及び

品目を 2分割している（[88]）。仮に、「規模別産業連関表」で、列方向の産業の分割を事

業所の単位で行ったとすると、商品を事業所数分に分割し、各事業所の出荷した商品がそ
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れぞれどの産業に投入されたかを推計しなければならなくなる。これは、事実上不可能で

ある。

「規模別産業連関表」とは異なり、提案手法を用いる場合には、品目の分割が必要ない。

このため、列方向の産業の分割を事業所の単位で行うことが可能になる。こうして、個々

の事業所をエージェントとして、エージェント・ベースで生産活動の判断を行い、その判

断に応じた中間投入額の変化に応じて、産業連関分析を行うことができる。これは、エー

ジェント・ベース・モデルと産業連関分析を接合した分析である。ここでは、これをエー

ジェント・ベースの産業連関分析と呼ぶ。

水稲耕作農家を事例として、提案手法を用いてエージェント・ベースの産業連関分析が

可能であることを示す。詳細は付録 Dを参照されたい。

付録 Dで詳細に示した内容を簡易に説明する。

水稲耕作農家の耕作規模が経済に与える影響の将来推計を行った。個々の水稲農家をエー

ジェントとして、各エージェントが規模別に 2010年から 2030年まで 5年ごとに耕作規模

を変化させた場合の、規模別のコスト構造の違いによる経済への波及の影響を推計した。

個々のエージェントの耕作規模の変化は、2005年から 2010年の耕作規模の変化の確率に

したがうものとした。

この結果、水稲農家の規模別シェアの変化は,最大の影響がある「農業サービス（獣医を

除く）」でも 2030年に最大 0.066%の国内生産額の変化をもたらすことが明らかになった。

米の国内生産額規模が日本経済における総生産額に占める割合が 0.2%に過ぎないことか

ら影響の程度は限られるが、エージェント・ベース・モデルにおいて個々の事業所がエー

ジェントとして生産活動の判断を行い、その結果を産業連関分析することにより国内経済

にもたらす影響を推計することが可能であることを示すものである。

5.4 本章の結論

産業連関分析による経済波及効果の分析を、屑・副産物の処理を含めた繰り返し演算に

より行う手法を提案した。これにより、非正方行列の産業連関表を利用した産業連関分析

が可能になった。

屑・副産物を分離して推計することにより、屑・副産物を主産物と合算して推計する正

方行列による産業連関分析では、屑・副産物に関連する商品の推計に誤差が生じているこ

とを示した。

提案手法により、産業連関分析の列方向の産業を個々のエージェントとすることが可能
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となった。事業用電力及び水稲耕作の事例で、エージェント・ベースの産業連関分析が可

能であることを示した。

55



第6章 国民経済計算の推計を支援する情報シ

ステムのアーキテクチャ・デザイン

本章では、国民経済計算の推計を支援する情報システム（以下、「国民経済計算推計シス

テム」とする。）のアーキテクチャ・デザインについて論ずる。

6.1 国民経済計算推計システムとエンド・ユーザ・コンピューティ

ング

国民経済計算推計システムの開発経緯については、付録Ｆを参照されたい。

国民経済計算推計システムの開発経緯における特徴は、コンピュータ導入当初より、エ

ンド・ユーザ・プログラミングが行われてきたことである。

基幹となるシステム開発は 1980年頃に FORTRAN77規格導入前の FORTRANにより、

職業プログラマではない職員の手により行われ、現在に至るまで利用が続けられている。

現在でも運用が続けられている FORTRANの基幹プログラムはメンテナンスが困難とな

りシステム運用上の問題を引き起こしている。図 6.1に FORTRANの基幹プログラムがメ

ンテナンス困難になる理由を示す。

一つは、古い言語仕様の引き起こす問題である。

メインフレーム・コンピュータのメモリー容量が少量だった時代には、使用メモリー量

を節約するよう工夫しながら必要な機能を実現することが重要な課題であった。このため

に、理解しやすい明示化されたプログラミングよりも、メモリー容量を節約することに重

点を置いたプログラミングが行われた。FORTRAN言語にはEQUIVALENCE文がある。こ

れは、定義した変数を別の変数として再利用するものである。EQUIVALENCE文を利用し

て、確保したメモリー領域に、異なる種類の変数を割り当てるプログラミング手法は、重

大でみつかりにくいバグにつながることが指摘されており、現在のプログラムでは利用し

ないことが強く推奨されている ([127])。国民経済計算推計システムではこの手法が多用さ

れている。システムのメンテナンス上、大きな問題である。また、より新しい言語へのシ

ステムの移植を行う際には、変数構造の再設計が必要となるため、単純な文法の書き換え
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によるコンバージョンは困難である。

付録Gに国民経済計算推計システムの FORTRANにおける EQUIVALENCE文の利用例

を示す。

二つ目は、エンド・ユーザ開発によるドキュメント整備の不十分さの問題である。国民

経済計算推計システムでは、プログラムによって実現したい意図についてのプログラム内

のコメントがほとんど無い他、開発仕様などのドキュメントの整備も不十分であるために、

プログラムのコード記述の内容から、実現したい機能の内容を逆に推定するリバース・エ

ンジニアリングの作業が必要となる。

このため、国民経済計算の推計に関する知識を持たない通常の職業プログラマには、プ

ログラムを読み解くことが困難な状況になっている。国民経済計算の知識があり、かつ

FORTRAN言語を理解する職員が読んでも、意図のわからないプログラム記述が多数存在

する。

また、様々なパラメータ入力が準備されている一方、記述されたロジックが意味を持たな

いようにパラメータ値が設定されており、運用されているシステムでは事実上記述された

ロジックが利用されていない箇所も多数存在する。パラメータの設定方法に関するドキュ

メントが存在せず、1980年頃の開発から 30年以上を経て、プログラム開発者の意図を確認

する手段もなくなっており、記述されたロジックを活かすようなパラメータの設定方法が

わからなくなった結果、記述されたロジックを使わないパラメータが設定されていると推

定される。なお、プログラム開発者を特定する情報も、大半のプログラムには存在しない。

意図のわからないプログラム記述がある場合、実現しようとした機能がプログラム上の

誤りによって実現できていないのか、パラメータの設定によっては意味を持つ必要な機能

であるのについても判別が困難な箇所が多数存在する。

三つ目は、エンド・ユーザ開発によるシステムの信頼性への懸念である。

現在は、FORTRAN言語を理解できる職員がほとんどいないため、組織外部のプログラ

ム開発者に委託して、プログラムの内容を解読しつつ改修する作業が行われている。

この改修作業で、単精度実数変数の誤用により、必要な精度が得られていない箇所が見

出されたケースがある。

また、開発当初の想定期間を超えて長期に渡って利用され続けた結果、開発当初の仕様

を超える時系列データを取り扱う必要がでてきたケースがある。システム運用者が、ドキュ

メントなどで明確な規定がないために、明示的な仕様の記述が無いまま、入力する時系列

データの時点数を増やす作業をした結果、プログラム内部の配列変数の時点数が不足し、

システムが異常動作をする結果となった。当該時系列データに割り当てられたメモリ領域
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を超えて、別のメモリ領域へのデータ上書き処理が行われた。この結果、プログラムの出

力結果が異常値を示し、運用者が異常を認識した。組織外部のプログラム開発者によるプ

ログラム解読作業の結果、仕様を超えたデータ数が原因であることが初めて明らかになっ

た。なお、入力する時系列データの時点数を増やす作業は、システム運用上、日常的に実

施されている作業である。最大の問題は、運用者に仕様を明示していない点にある。

このケースでは、本来エラー・メッセージ等により異常が判明することが必要である。プ

ログラムの実行時にはエラー・メッセージの出力もなく、みかけ上正常終了している。デー

タ入力の異常に関して必要なチェックのロジックが存在しなかった上、上述の古い言語仕

様により、異常を引き起こしてもシステムがエラーを検出しにくいプログラム記述が行わ

れていたことも重要な問題である。出力結果のチェックによって異常を認識できたことは

偶然の結果にすぎない。異常として認識できないまま、異常が潜在的に発生している可能

性がある。これは、システムの信頼性を大きく揺るがせる事態である。
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図 6.1: FORTRANの基幹プログラムがメンテナンス困難になる理由

図 6.1に沿って説明する。

システムの運用を行う国民経済計算部の職員は、概ね 2-3年の人事異動で国民経済計算

とは関係の無い部署に移動する。また、内閣府以外の省庁からの、計算業務や統計業務を
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行ったことの無い出向者も多い。また、以前は行われていた FORTRAN言語に関する研修

も行われることが無くなってから 20年以上経過している。このため、FORTRAN言語を理

解することができる職員はごく少数である。このため、大半の職員は、基幹システムの内

部の仕組みが理解できない。前任の担当者から、入力データを入手し、入力する方法、シ

ステムの実行を行うオペレーションの方法、出力結果をチェックする方法だけを引き継ぐ。

情報システムはブラック・ボックスとして問い扱われている。

このため、統計調査の変更などにより、入手したデータ・フォーマットの変更が生じる

と、プログラムの改修による対応ができない。エラー・メッセージが表示されると、前任者

に問い合わせたり、周囲の職員に相談し、エラー・メッセージがでないようにする対応に

追われることになる。しばしば起こることは、入手したデータ・フォーマットを、過去の

データ・フォーマットに変換する処理を前処理として追加することである。このため、基

幹プログラムの中には、本質的な意味のない多段階のプロセスを経て、データ形式の変換

だけが何段階も行われる場合がある。

本格的なシステム改修は FORTRAN言語を理解できる組織外部の技術者に委託せざるを

えない。

一方、ドキュメントの不足から、国民経済計算の処理内容について熟知している技術者

のみが改修作業を受託できる。このため、入札を行っても、応札者はごくわずかに限られ、

事実上、わずかな数の受託者が継続的に作業を受託し、プログラム内部をハッキングしな

がら機能拡張等のプログラム改修作業に対応している。なお、現在の受託者は従業員規模

数名程度の零細な事業者である。

この結果、システムの改修に対応可能な人材は慢性的に不足し、時代の変化に応じて改修

が必要な作業が多数残されている一方で、改修作業が滞り、バック・ログが山積している。

このために、基幹システムの大半が改修できないまま FORTRAN言語のまま運用が続け

られ、時間の経過とともにさらに改修が必要な項目が増加し、状況は悪化している。

Sigenoet al (2012)は、この状況を改善するために、組織外部のプログラマによる改修に

よって FORTRANで記述されたプログラムを Excelの Visual Basic for Applications (VBA)

のプログラムに置き換えることを試みたプロジェクトの状況について報告している ([120])。

メインフレーム・コンピュータ上の FORTRAN言語から、PC（パーソナル・コンピュータ）

上の Excelの VBA への移植によって、職員はメインフレーム・コンピュータのオペレー

ションが不要になる。また、第一の課題である、古い言語仕様の問題は解決する。つまり、

FORTRAN言語が理解できなくても、Excelの VBA が理解できれば組織外部の技術者がシ

ステム改修を受託できる可能性がでてくる。FORTRAN言語のシステム開発における利用
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は、現在では大量の数値計算などの一部の用途に限定されるようになっているため、Excel

の VBA の方が、外部の技術者数ははるかに多い点では、状況は改善される。一方、Excel

の VBA は、ISO規格等に基づくオープンな規格ではなく、今後、ソフトウェア提供者の方

針によってメンテナンスに問題が生じる可能性が危惧される。

また、このプロジェクトでは、FORTRAN言語のプログラムの内容をセマンティックに解

明し、明確なドキュメントとする作業を行っていない。FORTRAN言語でコーディングさ

れたロジックをそのまま VBA で記述しなおしている。このため、ブラック・ボックスの問

題は解決せず、ドキュメントの不足に関する状況は解決されない。したがって、このプロ

ジェクトでは、経済・社会の状況変化に対応して推計システムを改修することはできない。

6.2 モジュールとスクリプトによるアーキテクチャ・デザイン

国民経済計算の推計は階層的な構造を持っている（付録 E参照）。

これらの階層的な構造に応じて推計を担当する組織が編成され、担当組織の中でも個別

の推計を担当する担当者が独立的に作業を進めている。各担当者は、担当する作業の結果

データを、次の担当者に引き渡す。このデータ引き渡しを「データ手交」と呼んでいる。国

民経済計算の推計作業は、「データ手交」のデータの流れによって結合された、独立的なモ

ジュールごとの推計作業の連鎖として構成されている。この階層的な構造に対応した形で

推計システムのアーキテクチャ・デザインを構成することが必要である。

これに対応したアーキテクチャ・デザインは、独立性の高いモジュールを各担当者に対

応して配置し、モジュール間のデータの流れと処理手順をスクリプトにより記述するもの

である。図 6.2にアーキテクチャ・デザインの概念図を示す。

図 6.2では、システムがデータ層、スクリプト、モジュール層の３層により構成されてい

ることが示されている。

スクリプトが、処理の手順を示している。スクリプトの楕円はスクリプトの１行の記述

を表す。１つの楕円は、モジュール層の１つのモジュールと、データ層のデータ（長方形）

と結び付けられている。

スクリプトの１つの楕円とモジュール層の１つのモジュールの結びつきは、1行のスク

リプトでは、1つのモジュールを利用していることを示す。複数の楕円から同一のモジュー

ルを利用しているのは、モジュールが再利用されていることを示す。

スクリプトの楕円間の矢印は処理の実行順序を意味し、楕円に入力されているすべての

楕円、すなわちスクリプトの行の実行が終了した時に、その楕円、すなわちスクリプトの
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図 6.2:モジュールとスクリプトによるアーキテクチャ・デザイン

行が実行可能になる。スクリプトの実行順は単方向であり、ループなどにより実行不可能

な行が生じることはない。スクリプトの行の実行時にエラーが発生した場合には、戻り値

によってスクリプトの実行を制御することができる。もっとも単純な場合は、エラー発生

行で処理を中止する。

データからスクリプトの楕円方向の矢印は、そのデータがモジュールに対する入力デー

タであることを示す。スクリプトの楕円からデータ方向の矢印は、そのデータがモジュー

ルからの出力データであることを示す。スクリプトのある行で出力されたデータは、スク

リプトの別の行の入力データとなり、あるいは最終出力データとなる。１行のスクリプト

は、複数の入力データと複数の出力データを処理することができる。なお、図 6.2では示さ

れていないが、スクリプトにはモジュールのパラメータを複数記述することができる。パ

ラメータによってモジュールの機能を制御する。

システム実行時には、モジュールが複数の入力データとパラメータから複数の出力デー

タを生成し、その実行制御をスクリプトによって指定している。
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実際の付加価値推計のモジュールの一部を記述したスクリプトを視覚的に表現した事例

を付録 Hに示す。

このアーキテクチャはデータ・フロー・モデルとして広く知られている。データ・フロー・

モデルは、ヴィジュアル・プログラミングやパラレル・コンピューティングとして研究が進

められている。本研究における利用は、ヴィジュアル・プログラミングと関連する。ヴィ

ジュアル・プログラミングの観点からデータ・フロー・モデルについてレビューした報告

に Hils(1992)がある（[128]）。

このアーキテクチャ・デザインにおけるスクリプトの記述を支援する開発環境について

は、付録 Iを参照されたい。

付録 Iの編集イメージは、行列形式で表現されているが、データ・フローを視覚化すれ

ばヴィジュアル・プログラミングによる編集イメージと同様に表示することができる。利

用者による直観的なプログラミングのためには、ヴィジュアル・プログラミングの方が視

覚的に理解しやすいメリットがある。付録 Iの編集イメージはユーザ・インターフェース

の開発コストが低廉であるために採用した。付録Ｉに示すように、スクリプト記述を視覚

化することは現状でも可能である。

6.3 モジュールの階層性

国民経済計算推計は、上位・中位・下位の階層性を有する（付録 E参照）。これに対応し

て、モジュールは階層的に構成できなければならない。このため、モジュールは次の３つ

の選択肢から選択することができる。

1. スクリプトとモジュールによって構成されたスクリプト・モジュール

2. Javaモジュール

3. OSの提供する機能モジュール

スクリプト・モジュールは、モジュールの内部をさらに階層的に記述するものである。

JavaモジュールやOSの提供する機能モジュールを組み合わせて、上位の複雑な機能を提

供する。

Javaモジュールは、Javaシステムでコンパイルされた Jarファイルである。このアーキテ

クチャ・デザインにおいては、システムの基幹的な機能は、この Javaモジュールが提供す

る。java言語を用いて作成可能なため、柔軟な機能を提供することができる。このモジュー
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ルを開発するために設計されたDomain Specific Language(DSL)については、第 6節で説明

する。

OSの提供する機能モジュールは、ファイル管理や外部プログラムである。外部プログラ

ムとしては、例えば、米国センサス局の季節調整プログラム X-13-ARIMA-SEATS（[129]）

やオープン・ソースの統計解析システム R（[130])が利用できる。ファイルによる入出力

が可能であれば、外部プログラムとして利用可能な資源をそのまま活用できる。

図 6.3にスクリプト・モジュールの概念図を示す。スクリプト・モジュールは下部のス

クリプトとモジュールによって構成されている。データ層を上位と下位の 2箇所に重複し

て図説しているが、両者は同じものである。データ層に表示しているデータを表す四角は、

上位・下位の層において見えるデータを示している。同色のデータは同一データであるこ

とを示す。上位のデータ層のデータから下位のデータ層のデータへの矢印は、上位のスク

リプト・モジュールへの入力が、そのまま下位のデータ層の入力データとして内部で取り

扱われていることを示す。逆に、下位のデータ層のデータから上位のデータ層のデータへ

の矢印は、下位のデータ層の出力データが、そのまま上位のデータ層の出力データとして

内部で取り扱われていることを示す。

スクリプト・モジュールは、複数のモジュールによって処理する内容を一つのモジュー

ルにとりまとめたものであり、最初の入力と最後の出力データだけが外部から見え、中間

処理データは外部から見えない。同様に、内部で利用されているモジュールは外部から見

えず、外部には、スクリプト・モジュールの機能がまとまった一つの単位であるように見

える。このことは、国民経済計算の推計概念の階層性と同じである。

国民経済計算の推計概念に対応した階層構造ごとにスクリプト・モジュールを構成する

ことにより、国民経済計算の推計概念に対応した階層構造に合わせてシステムを構成する

ことができる。
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図 6.3:スクリプト・モジュールの概念図

6.4 データ形式の標準化によるモジュールの汎用化

データ形式が多様であることは、システムの複雑性を高めることになる。そこで、本シ

ステム・アーキテクチャでは、データ形式をできる限り標準化することとした。

データ形式の限定により期待される効果を図 6.4に示す。

現状のプログラムでは多種多様なデータ構造が併用されており、データ構造ごとに類似

の機能を持ったモジュールが多数存在する。

データ形式を一種類に限定すれば、同一機能は一モジュールによって実現することがで

きるようになる。

モジュールの種類が少なくなるとともに、従来のモジュールを統一されたデータ形式のモ

ジュールに置き換える作業の中で、従来のモジュールの機能の分析を進めることができる。

統一されたデータ形式のモジュールは、できる限り小規模で汎用的なものとすることで、

従来のモジュールをそれらの新モジュールの組合せにより置き換えることとする。
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従来のモジュールの機能を実現する上で、既存の新モジュールの組合せだけでは実現で

きない機能を、新たな新モジュールとして開発する。

この作業により、小規模な汎用モジュールの組合せにより、従来のモジュールの機能が

実現できるようになる。

これにより、

1. モジュールの再利用性向上

2. モジュールの可読性向上

3. 開発コスト低減

の３つの効果が実現した。

1.モジュールの再利用性向上は、汎用的なモジュールであるために、利用頻度が高いこ

とである。

2.モジュールの可読性向上は、モジュールが小規模化したことと、モジュールの持つ機

能が分割されたことにより、各モジュールの持つ機能が明確であり、モジュールを記述す

るプログラム内容が読みやすくなったことである。

3．開発コスト低減は、モジュールの再利用性向上により、既存モジュールの組合せによ

り多くの処理が実現できるため、従来に比べて新たに記述しなければならないプログラム

量が減少した結果もたらされる効果である。

利用したデータ形式は、AADL 形式、ADDL 形式の２種類である。これらについては、

第６節で説明する。

小規模な汎用モジュールは、モジュールの持つ機能を直観的に理解しやすい。これをデー

タ処理のための「フィルタ」とみなすことができる。「フィルタ」概念は、pipe and filterと

して、標準的なデザイン・パターンの一つとされている。システム全体の信頼性を高める

ことが、個々の filterの信頼性を高めることで、実現できる。すなわち、小規模なモジュー

ルのテストを十分に行い、信頼性を高めることで、システム全体の信頼性を高めることが

可能になる。

6.5 社会会計の処理のための交換代数

国民経済計算は、社会会計 (social accounting)の一分野である。一国の経済状況を、損益

計算書と貸借対照表の形で表示することに相当する。そのため、国民経済計算は、会計学、

特に、簿記の考え方を基盤としている。
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出口 (1988)は、簿記のシステムが交換代数として数理的に定式化できることを明らかに

した ([131])。

交換代数については付録 Jを参照されたい。

企業会計においては、簿記システムでの二重記帳を振替処理することにより決算処理が

行われる。このため、貸方と借方の合計値は常に一致する。

一方、国民経済計算においては、すべての取引を簿記システムで記帳したものを集計す

るというプロセスを経ていないため、利用可能な情報を組み合わせて、会計概念に当ては

める処理が必要になる。このことから、企業会計には無い「統計上の不突合」の概念を用

いる必要がある。「統計上の不突合」は、簿記原理上は完全に一致すべき異なる側面から測

定した計数が、簿記原理に反して一致しない場合に、その差額を表す概念である。必ずし

も結果が整合的ではない基礎統計から編纂された推計された結果の、測定上の誤差を表示

する理論上の概念である。

なお、国民経済計算の推計においては、会計計算の概念の他に、時系列処理などの統計

的な処理が必要である。これは、会計上の概念にあてはめる計数を基礎統計から推計する

過程で必要である。

6.6 モジュール作成へのDSL(Domain Specific Language)の応用

本アーキテクチャ・デザインにおいて、システムの基幹となる javaモジュールを作成す

るための Domain Specific Language(以下、DSLと記述する。)として AADL コンパイラを

設計・開発した ([132])。

AADL コンパイラを利用することにより、国民経済計算の操作について集合論的な仕様

記述によるコーディングが可能になった ([133])。

AADL コンパイラについては付録 Kを参照されたい。

AADL 形式データ AADL 形式データは、AADL による処理を行うデータ形式である。

AADL 形式データによる、家計調査データの事例を表 6.1に示す。二人以上世帯の平均

購入額を品目別に月次で示している。

基底については、付録 K.3を参照されたい。ファイル・フォーマットについては、付録

K.8「交換代数集合の標準形ファイル・フォーマット」を参照されたい。

年月について’Y’ 西暦四桁’M’ 月二桁とフォーマットを定めて記述している。他の時系列

の期種については、四半期は’Y’ 西暦四桁’Q’ 四半期一桁、暦年（Calendar year)は’Y’ 暦年

四桁、会計年度 (Fiscal Year)は’FY’ 年度四桁などのフォーマットを用意している。
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表 6.1: AADL形式データによる、家計調査データの事例 (一部)

値 ハットキー 名前キー 単位キー 時間キー 主体キー

2539 NOHAT テレビ 円 Y2009M11 #

0 NO HAT ステレオセット 円 Y2009M11 #

49 NO HAT 携帯型音楽・映像用機器 円 Y2009M11 #

350 NOHAT ビデオデッキ 円 Y2009M11 #

1158 NOHAT パーソナルコンピュータ 円 Y2009M11 #

210 NOHAT カメラ 円 Y2009M11 #

1268 NOHAT テレビ 円 Y2009M10 #

12 NO HAT ステレオセット 円 Y2009M10 #

37 NO HAT 携帯型音楽・映像用機器 円 Y2009M10 #

197 NOHAT ビデオデッキ 円 Y2009M10 #

522 NOHAT パーソナルコンピュータ 円 Y2009M10 #

155 NOHAT カメラ 円 Y2009M10 #

ADDL 形式データ AADL 形式データは、簿記形式の数値データを取り扱うことを主目的

にしており、値が文字列属性であるデータの取り扱いには適していない。

値が文字列属性のデータを含めたデータの取り扱いを行うDSLとして、ADDL(Argebraic

Data Description Language)を設計・開発し、AADL コンパイラに実装した。

ADDL 言語仕様については、付録 Lを参照されたい。

ADDL 形式データは、リレーショナル・データベースの表形式データと類似した取り扱

いができる。

ADDL 形式データによる、政府機関格付けデータの事例を表 6.2に示す。ファイル形式

については付録 L.4を参照されたい。ファイル１行目のキーワード# DtalgebraTableは省略

した。

政府基幹の格付けとは、法律上の政府基幹をその果たす機能によって、国民経済計算上

のどのような経済主体として取り扱うかについての分類を示したものである。例えば、表

6.2の 9行目は、地方政府の地方公営企業である工業用水道事業が、国民経済計算上は、「産

業」として取扱い、「公的企業非金融」部門として取り扱うことを示している。
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表 6.2: ADDL形式データによる、政府機関格付けデータの事例 (一部)

組織１ 組織 2 組織 3 格付け 1 格付け 2

string string string string string

# # # # #

# # # # #

特殊法人 特殊会社 日本たばこ産業株式会社 産業 公的企業非金融

特殊法人 特殊会社 株式会社ゆうちょ銀行 産業 公的企業金融

特殊法人 特殊会社 日本アルコール産業株式会社 産業 民間産業

特殊法人 公庫 株式会社日本政策金融公庫 産業 公的企業金融

地方政府 地方公営企業 工業用水道事業 産業 公的企業非金融

地方政府 地方公営企業 下水道事業 一般政府 地方政府

地方政府 その他 住宅供給公社 産業 公的企業非金融

中央政府 特別会計 年金特別会計基礎年金勘定 一般政府 社会保障基金

中央政府 特別会計 森林保険特別会計 産業 公的企業金融

6.7 データ中心の開発環境の整備

データ形式を AADL データ及び ADDL データに限定し、いずれもCSV形式で取り扱う

こととしたことから、プログラム開発を、常にデータを参照しながら行うことが望ましい。

そのため、AADL コンパイラに、CSV形式のファイルをカラムごとに整形表示するウィン

ドウを追加し、上下、左右にスクロールして、大規模データを容易に参照できる環境を整

備した（[134]）。付録 Iの図 I.2にデータ参照画面の例を示す。

6.8 AADLによる国民経済計算推計の演算処理

AADL を利用することで、国民経済計算推計の演算処理が理解しやすい形で記述できる

ことについて、付録Mでプログラム例を挙げながら説明している。

内包記法により、時系列、産業別、品目別などの繰り返し計算を理解しやすい形で記述

できる。（内包記法については、付録 K.9を参照されたい。）

国民経済計算では、多くの異なる目的で収集された情報を組み合わせて加工するため、

データによって品目分類や産業分類などの定義範囲が異なる。それらを統一した概念に合

わせるためには、いくつかの分類項目を統合したり、大きな分類項目を一定の比率で按分
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したりする処理が頻繁に発生する。その統合、按分処理のために、振替変換、按分変換等

の処理が有効である。（「振替変換」「按分変換」については付録 K.7を、詳細については、

付録Mを参照されたい。）

なお、AADL は代数的記述をそのままプログラム言語として記述できる。このため、AADL

のプログラム記述にコメントを加えることで、そのままプログラム仕様記述のドキュメン

トとして活用することができる。

6.9 マイクロモジュールによるシステム構成

モジュールとスクリプトを組み合わせたシステム構成をとることで、プログラムの機能

を実現する際に、javaモジュールを AADL 言語で作成する規模の大きさはユーザが選択で

きる。すなわち、AADL 言語で記述する javaモジュールの規模を大きくすれば、一つの java

モジュールで大規模なモジュールとすることもできるし、一方、AADL 言語で記述する規

模は最小限にとどめ、スクリプト・モジュールを多階層に構成してシステムを作成するこ

とも可能である。

この選択に関しては、試行錯誤の結果、できる限り AADL 言語で記述する javaモジュー

ルの規模を最小限にとどめ、スクリプト・モジュールを多階層に構成してシステムを作成

することが、エンド・ユーザ・プログラミングの点から有利であるとの結論に至った。こ

の理由について説明する。

第一は、システム構成におけるデータの重要性である。

AADL 言語でプログラムを記述することによって、java言語に翻訳したコーディングは

定型化され、プログラムの論理的な誤りによるバグの発生は少なくなった。

付録 I.2に示したデータの参照機能により、データ内容を容易に参照できることから、

データ内容をチェックしながらプログラムのテストを行うことができる。

プログラムのエラーの多くは、入力データが想定していた内容と異なることによって発

生する。

例えば、Excelから読み込んだ CSVデータでは、データ内にセル内改行が含まれている

ケースなどがある。

また、データ値が、ユーザが想定している範囲外であるケースも存在する。例えば、統

計データの欠損により値が存在しない場合や、想定外のマイナス値である。

データを参照しながらプログラム開発を行うことによって、プログラムのエラーの原因

を調査することが容易となった。
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モジュールの出力ごとにチェック可能なデータが得られることから、javaモジュールのプ

ログラム内にデータ・チェック用の出力機能を挿入するよりも、javaモジュール自体をでき

るだけ小規模なものとすることが有利となる。

第二は、AADL 言語に比べてスクリプト言語の記述が容易である点である。

AADL 言語は、java言語に比べて簡易ではあるものの、変数や関数などプログラミング

に関する概念を一通り知らないとプログラミングは困難である。

一方、付録 I.3に示すとおり、スクリプトの記述は、大半の操作はドラッグ・アンド・ド

ロップで行うことができる。javaモジュール選択時には、javaモジュール開発者が入力し

た、その javaモジュールに関する解説や入出力ファイルに関する説明が表示される。また、

モジュール名は日本語ファイル名も利用できる。このため、エンド・ユーザにとってスク

リプトを記述することは AADL 言語でプログラムを記述することに比べてはるかに容易で

ある。

これらの理由から、AADL 言語で記述する javaモジュールはできるだけ小規模なものと

し、スクリプトで階層的にシステムを構成することとする。小規模なモジュールを「マイ

クロ・モジュール」と命名する。スクリプトで階層的にシステムを構成するとは、AADL

言語で記述するモジュールとスクリプトで記述したスクリプト・モジュールを、さらにス

クリプトにより組み合わせて上位の機能を実現することである。

6.10 開発・プログラム能力と領域専門知識の切り分け

マイクロ・モジュールを利用したモジュールとスクリプトによってシステムを構成する

ことで、システム・エンジニアと領域専門家の開発・プログラム能力の違いによる役割の

分担が可能になる。

最も高い開発・プログラム能力のあるシステム・エンジニアを必要とするのは、DSL及

び開発環境の設計・開発である。DSLの言語仕様の設計には、簿記及び会計システムに関

する高度の領域知識が必要とされたが、言語仕様を確定した後の開発には、領域知識は不

要であった。したがって、開発・プログラム能力の高いシステム・エンジニアは、領域知

識を学ぶ必要が無い。

AADL 言語によるモジュール開発は、プログラミングに関するある程度の知識を必要と

するとともに、国民経済計算の領域に関する知識が必要である。一方、マイクロ・モジュー

ルの採用によって、高度な開発・プログラムの専門能力は必要ない。したがって、領域専

門家の中で、ある程度のプログラミングに関する知識を持つ者が担当するのに適している。
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ある程度規模が大きいモジュールの開発が必要な場合には、システム・エンジニアやプロ

グラマが、国民経済計算の領域専門家と意見交換しながら、開発を担当することも考えら

れる。

スクリプト言語を利用したシステム開発は、プログラミングに関する知識は不要である

一方、国民経済計算の領域に関する知識が必要である。したがって、普段国民経済計算推

計業務を行っている領域専門家が、プログラミング言語に関する研修を受けなくても担当

することが可能である。スクリプトのドラッグ・アンド・ドロップによる記述の方法につ

いて簡単な説明を受けることで足りる。モジュールの構成を国民経済計算の概念にあわせ

ることで、主としてデータの流れを追いながら処理を設計・記述することが可能である。

このように、開発・プログラム能力と、領域に関する専門知識が必要な業務を切り分け

ることによって、従来システム・エンジニアが領域に関する専門知識を十分学習してはじ

めてプログラム開発にとりかかることができる状況が解消された。

システム・エンジニアは領域に関する専門知識が無くても、DSL及び開発環境の設計・

開発をスムースに行うことができる。

領域専門家も、一部の者がある程度のプログラミングに関する知識を必要とするにとど

まり、モジュール開発は領域専門家の一部が担当することで足りる。

多くの領域専門家は、プログラミングに関する知識を持たないまま、国民経済計算の領

域に関する知識のみで、社会の必要に応じたシステムの組み換えを行うことができる。

この点が、提案するアーキテクチャ・デザインのもたらす最大の利点である。

6.11 提案手法による複雑性低減効果―単価指数推計システムによる

検証

国民経済計算推計支援システムのシステム・アーキテクチャに関する提案と開発環境の

整備状況をまとめると次の通りである。

1. モジュールとスクリプトによりシステムを構成する

2. スクリプト・モジュールを利用できることにより、システムを階層化する

3. javaモジュールの開発に、DSLである AADL と ADDL を利用する

4. データ形式を AADL 形式と ADDL 形式に限定することでモジュールの汎用化を図る

5. データ中心の開発を行うため、開発環境に CSVデータ参照機能を付加した
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6. AADL モジュールの規模をできるだけ小規模なマイクロ・モジュールにし、スクリプ

トを中心として開発する

7. スクリプトの記述が領域専門家によって容易にできるように、開発環境にファイル選

択とドラッグ・アンド・ドロップ機能を付加し、モジュールの解説がヘルプ画面とし

て表示されるようにした。

提案手法による、システム開発の第二の効果として、システムの複雑性の低減について

述べる。

エンド・ユーザ・コンピューティングにより社会の必要に応じたシステムの組み換えを

行うことができる体制を整備することが、提案したアーキテクチャ・デザインのもたらす、

最大の利点であるが、同時に、このアーキテクチャ・デザインは、システムの複雑性の低

減に寄与している。

国民経済計算推計支援システムのうち、デフレーター推計システムに含まれる単価指数

推計システムについて、現状と提案手法を適用した場合のプログラムとモジュールの規模

について調査した結果明らかになった複雑性の低減について付録 Nに報告する。

提案手法の採用により、繰り返し現れる処理がマイクロ・モジュールとして再利用され

る効果により、プログラムの総行数は概ね 50%削減された。

Javaモジュールのプログラム規模は、FORTRANモジュールの最大 6,643ステップから

概ね 10分の１となった。

このように、システムの複雑性は大きく低減され、プログラムの内容の理解は容易になっ

た。なお、6.8で述べたとおり、AADL のプログラム記述にコメントを加えることで、その

ままプログラム仕様記述のドキュメントとして活用することができる。

6.12 本章の結論

国民経済計算推計システムの推計を支援する情報システムのアーキテクチャ・デザイン

を提案した。

ポイントは次の通りである。

1. モジュールとスクリプトによりシステムを構成

2. システムを国民経済計算の概念に合わせて階層化
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3. javaモジュールの開発に、DSLを利用

4. 複式簿記の原理を数理化した交換代数を活用

5. AADL による集合記法を中心としたプログラミング

6. データ形式の限定によるモジュールの汎用化

7. モジュールの規模をできるだけ小規模なマイクロ・モジュールとし、データ・フロー

を記述するスクリプトを中心とした開発

これにより、システム・エンジニアと領域専門家の開発・プログラム能力の違いによる

役割の分担が可能となり、国民経済計算の領域専門家が、社会の変化に応じて推計システ

ムの改変を自ら行うことが可能になった。

また、提案手法の採用により、システムの複雑性が低減されることを、単価指数推計の

サブ・システムを対象として検証した。
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第7章 結論及び今後の展望

7.1 研究成果

本研究の成果は、大きく二つに分けられる。

第一は国民経済計算の作成および利用にエージェント・ベース・モデルを応用する手法

を提案することである。

第二に、国民経済計算の推計を支援する情報システムのアーキテクチャ・デザインを行

うことである。

これらを通じて、国民経済計算の推計と利用を支援する手法を提案した。

第一の統計の作成および利用にエージェント・ベース・モデルを応用する手法を提案す

ることについては、

1. サーベイ統計に新たな調査方法を取り入れた場合に、エージェント・ベース・モデル

により、調査対象と調査主体の行動をモデル化し、精度の変化や統計に表れる影響を

シミュレーション分析する手法を示した。

2. 多次元の RAS法の拡張として、Inconsistency of Marginalsの条件下における拡張ア

ルゴリズムを提案するとともに、エージェント・ベース・モデルを利用してその有効

性を評価する手法を示した。

3. 産業連関表を用いて、繰り返し演算と屑・副産物処理を含めた経済波及効果分析の手

法を提案し、提案手法によって、エージェント・ベースのモデルを用いた産業連関分

析が可能であることを示した。

第二の、国民経済計算推計システムのアーキテクチャ・デザインとして、

1. モジュールとスクリプトによりシステムを構成

2. システムを国民経済計算の概念に合わせて階層化

3. javaモジュールの開発に、Domain Specific Languageを利用

4. 複式簿記の原理を数理化した交換代数を活用
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5. AADL による集合記法を中心としたプログラミング

6. データ形式の限定によるモジュールの汎用化

7. モジュールの規模をできるだけ小規模なマイクロ・モジュールとし、データフローを

記述するスクリプトを中心とした開発

をポイントとするデザインを示した。これにより、システム・エンジニアと領域専門家の

開発・プログラム能力の違いによる役割の分担が可能となり、国民経済計算の領域専門家

が、社会の変化に応じて推計システムの改変を自ら行うことが可能になった。

また、提案手法の採用により、システムの複雑性が低減されることを、単価指数推計の

サブ・システムを対象として検証した。

これらを通じて、国民経済計算の推計と利用を支援する手法を提案した。

7.2 今後の課題

本研究では、国民経済計算の推計と利用を支援する手法に関して、鳥瞰的な立場から広

く事例を取り上げた。個々の事例についての今後の課題は以下の通り。

統計の作成および利用にエージェント・ベース・モデルを応用する手法について 本研究

では、国民経済計算を対象としてエージェント・ベース・モデルの適用を検討した。国民

経済計算は、典型的なマクロ経済に関する統計である。一方、マクロの観点から観察され

た経済全体の姿は、多数の経済主体の活動により構成された結果である。本研究でとりあ

げたいずれの手法も、個々の経済主体をエージェントとしてとらえ、エージェントのミク

ロな活動がマクロ経済に影響を与えるという観点から考察を進めている。

一方で、本研究で仮定した、個々のエージェントのミクロな活動は、いずれもランダム・

ウォーク・モデルであり、個別のエージェントは環境条件下での意思決定を行っていない。

マクロの環境において、個別のそれぞれ異なる個性を有するエージェントが個別の判断を

行い、その判断の結果がマクロの変数にどのような影響をもたらすかを観察するモデルを

適用することは、今後の重要な課題である。

思いだし記入導入時の影響について 本研究では、思いだし記入導入時の影響について、

自動車購入月に関する記憶が、現実に購入した月から乖離していくモデルについて考察し

た。実際の記憶誤りの発生については、実証的な調査に基づいてモデルのパラメータにつ

いて検証することが必要である。
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また、自動車の場合は、定期的な車検が存在することから、購入月に関する誤りよりも、

購入年に関する誤りの方が発生しやすいと考えられる。こうした、記憶誤りの発生モデル

についても、人々の記憶に関する実証研究に基づいて修正する必要がある。

自動車のような高額な財については、購入の記憶自体が失われる可能性は高くないと考え

られるが、思い出し記入については、購入記憶の喪失も、記憶誤りのもう一つの重要な要

因である。購入記憶の喪失に関するモデルの導入も、今後の課題である。

家計調査について 本研究では、二人以上世帯のモデルと、家計調査の調査世帯の選定に

ついて、年ごとの世帯数により調整し、連番の前半の世帯が存続するモデルを採用した。

家計の移転や変遷に関するエージェント・ベース・モデルにより、二人以上世帯を対象と

した統計調査について考察することも、今後の重要な課題である。

また、家計調査では、調査を依頼すべき世帯が訪問時の不在や調査の拒否などの理由で、代

替世帯を選定することによるバイアスの発生が懸念されている。本研究では思いだし記入

を検討対象としたが、こうした調査上の理由による非系統誤差に関する研究は、エージェ

ント・ベース・モデルを応用した手法が有効な分野と考えられ、今後の研究課題として興

味深い。

RAS法を拡張する手法について 本研究では、3次元、２値のモデルを利用して、エージェ

ント・ベース・モデルによる、提案手法の有効性を示した。より複雑なケースに関して、一

般的に提案手法が有効であることを検証することは、今後の課題である。

なお、提案手法では、2n根を調整係数として利用したが、収束の証明の過程から、kn根

(k = 2, 3, · · ·)でも同じ結果が得られることがわかる。より一般には、古典的 IPFPの調整係

数から、徐々に 0に近づく数列を調整係数とすることが考えられるが、最適なアルゴリズ

ムを確定することは、今後の課題である。

エージェント・ベースの産業連関分析について 本研究では、非正方行列を対象として、

繰り返し演算法により産業連関分析を実施する手法をエージェント・ベースのシミュレー

ターで実装し、屑・副産物の処理のアルゴリズムを、繰り返し演算の中に織り込むことに

より、非正方産業連関表に関する産業連関分析の手法を提案した。非正方行列の行数と列

数の相違については、対応する商品を一定の計数で按分することによる処理を提案し、そ
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れは、投入係数表及び最終需要額の行を比例按分した正方行列による処理と同値であるこ

とを示した。これは、対象となる品目の投入先産業の中間需要及び家計や設備投資などの

最終需要が、国内生産額に比例していることを仮定していることに相当する。この条件を

満たさない一般的なケースの処理は、今後の課題である。

本研究では、エージェント・ベースの産業連関分析が可能であることを示すにとどまった。

個々のエージェントが個別の判断を行うエージェント・ベース・シミュレーションにより、

エージェント・ベースの産業連関分析を行うことは、今後の課題である。

国民経済計算推計システムのアーキテクチャ・デザインについて 本研究では、国民経済

計算推計システムのアーキテクチャ・デザインを示し、推計を支援するシステムの開発を

行った。モジュールとスクリプトを利用したシステム設計により、システム専門家と国民

経済計算専門家の役割分担が可能になったことを示し、モジュール規模の低減や再利用性

の向上については一部のサブ・システムによる実証結果を示した。一方、システムに関す

る知識の無い国民経済計算専門家によるシステム開発の実証は、今後の課題である。スク

リプトや支援ツールの利用のための教育に要する時間と、利用者がシステムを作成するた

めに要した時間について検討する必要がある。

また、国民経済計算推計システムの全部がこのアーキテクチャ・デザインによって実現で

きるかについても、実証が必要である。必要となるモジュールの洗い出しや、開発におけ

るドキュメント整備の効率、運用上のミスが起こりにくい管理の方法についても、実証的

に研究・開発する必要がある。

事実に基づく政策形成について 事実に基づく政策形成に関する、今後の研究課題は、以

下の通りである。

統計の作成や政策シミュレーションを通じて、多元的な価値観の下で事実に基づく議論

を通じた合意形成を支援する手法を開発していく必要がある。

具体的には、政策の策定が社会にもたらす影響について複数のシナリオを事前に想定す

ることで合意形成を支援する必要がある。そのために統計の企画・作成から政策シミュレー

ションの実施、合意形成まで一貫して設計・企画・実施する手法を開発することが今後の

課題である。

中でも、災害や有事の発生時には、平時とは異なる社会環境が発生し、その境界条件の

下での合意形成が必要となる。事態の発生を事前に想定し、リスク対応策を策定するツー

ルとして、社会シミュレーションは人間の知識を拡大する。インクリメンタルな政策の改
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善では対処しえない、こうした条件下での政策形成への社会シミュレーションの活用は今

後の課題である。
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付録A　家計調査自動車購入台数推計のABM

によるシミュレーション方法

A.1全国の世帯及び乗用車購入に関するシミュレーションの設定

A.1.1推計の対象世帯と対象期間

二人以上世帯のみを対象として推計する。

対象期間は 1993年 1月～2007年 10月とした。

24か月間の記憶の遡りが評価できる 1995年 1月～12月を対象に結果の評価を行った。

A.1.2全国の対象世帯数の推計

全国の単身世帯を含めた総世帯数は、総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」の年

次データを利用した。総世帯数から二人以上世帯数を計算するために、国勢調査の結果か

ら、全国の総世帯に占める二人以上世帯の比率を求めた。国勢調査が無い年の比率は、線

形補間により推計した。世帯数は各年 10月 1日から翌年 9月 30日まで変化しないものと

した。

A.1.3市町村別の二人以上世帯の世帯数

各市町村の二人以上世帯数が全国の二人以上世帯数に占める比率は平成 17年国勢調査時

点の比率で一定であるとした。

A.1.4世帯番号の設定

各年 10月 1日に存在する二人以上世帯に世帯番号を与え、一年間同じ番号で識別する。

平成 17年国勢調査における全国市区町村の表章順（北海道の札幌市から始まり沖縄県の与

那国村で終わる）にすべての世帯を並べ通番を付した。市区町村が期間中に合併した場合

は、合併前市区町村の世帯は平成 17年 10月 1日現在の市区町村に属するものとした。こ
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れは、後述する家計調査の調査市町村を平成 17年国勢調査の区分により設定したことに対

応する。

各年 10月 1日時点で全国の二人以上世帯数が増減するため、世帯番号が変更になる。世

帯数が増加した市町村は、増加した新規世帯を世帯番号の大きい側に追加することとした。

世帯数が減少した市町村は、世帯番号の大きい側から順に世帯が無くなることとした。存

続した世帯は、世帯番号が変化しても年ごとの世帯番号対応表により、同じ世帯を判別す

ることができる。

A.1.5乗用車購入世帯数

月次の国内の二人以上世帯による乗用車購入世帯数は、普通乗用車、小型乗用車、軽乗

用車ごとに一般社団法人日本自動車販売協会連合会の国内新車販売登録台数とした。

A.1.6乗用車購入世帯の選定

普通乗用車、小型乗用車、軽乗用車の車種別に、全国から無作為に台数分の乱数を発生

し、それらの世帯番号の世帯が購入するものとした。

A.2家計調査で行われているサンプル選定のモデル化

A.2.1調査対象市町村の選定

各月の家計調査の調査対象世帯の選定は、実際の調査における調査世帯の選定方法に準

じて行った。家計調査における調査世帯の選定は、層化三段抽出により行われる。第一層

は調査市町村の選定であり、47都道府県の都道府県庁所在都市及び政令指定都市はそれぞ

れ１層とし、それ以外の市町村は規模別に、大都市・中都市・小都市A・小都市B及び町村

に分類され、地方ブロックごとに属性ごとに層化された団体の中から抽出される ([135])。

家計調査の平成 20年度標本設計における抽出市町村を対象期間において一貫して対象で

あるとした。

A.2.2調査市町村の標本数

平成 20年度標本設計では、平成 17年国勢調査結果を平成 20年 (2003年)に補正したデー

タに基づき、調査市町村ごとの二人以上世帯数の標本数の設定が行われた。1人の調査員
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が 2つの調査地区を受け持ち、それぞれの調査地区で１か月あたり 6世帯ずつの二人以上

世帯に家計簿の記入を依頼するため、一つの調査市町村の調査世帯数は 12の倍数として設

定される。

調査市町村ごとの標本数は平成 20年度標本設計における標本数で固定であるとした。

A.2.3調査市町村内の調査地区の選定

第二層は調査市町村内からの調査地区の選定である。家計調査の調査地区は、国勢調査

の調査地区を２つ組み合わせて構成されており、二人以上世帯が概ね 50世帯程度になるよ

う市町村によって設定されている。１つの調査地区は 12ヶ月間連続して調査対象とし、そ

の後別の調査地区に移動する。多くの場合隣接する調査地区が選定される。

調査地区は次の手順で設定した。調査市町村の標本数を 6で除した数を四捨五入し、調

査市町村の調査ブロック数とする。調査ブロック数は調査市町村で同時に調査が実施され

ている調査地区の数に相当する。調査市町村の二人以上世帯数をブロック数で除し四捨五

入することで、ブロックあたりの二人以上世帯数が求められる。モデルとして１調査地区

60世帯として、このブロックあたり世帯数を 60で除して四捨五入するとブロックごとの

調査地区数が求められる。これにブロックごとに連番を付す。各ブロックから１つずつの

調査地区をランダムに選定し、最初の調査地区とする。

調査地区は 12カ月ごとに選定替えし、かつその選定替えの地区数が月によってできるだ

けばらつきのないように設定する必要がある。このため、全国の最初の調査地区について

順次、調査開始から１カ月目から 12か月目に相当する月の調査を実施しているものとす

る。12か月目を終えた調査地区については、連番の次の調査地区に選定替えする。連番の

最後尾の場合は最初の番号の調査地区を次の調査地区とする。

A.2.4調査地区内の調査世帯の選定

第三層は、調査地区からの調査世帯の選定である。家計調査では、調査地区内の世帯名

簿を作成し、二人以上世帯に連番を振って、一つの調査地区から 6世帯を選定する。一つ

目の世帯のみ乱数（起番号）により決定し、残る５世帯は、連番の総数を 6で除した数を

順次加算し,四捨五入することにより地域的な偏り無く選定している。同一の世帯を 6ヶ月

間継続調査した後で、同じ世帯名簿から異なる世帯を抽出してさらに 6世帯を選定する。

モデルでは、調査地区内の世帯数を 60程度としているため、調査地区選定ごとに起番号

を乱数で選定し、それに 10,20,30,40,50をそれぞれ加え調査地区内の世帯数で除した余り
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の連番を持つ世帯を第一回目の調査世帯とした。第一回目の調査世帯は、A.2.3で設定した

何か月目の調査かによって異なる、調査月数経過後、次の世帯への選定替えをする。調査

地区が選定替えになる 7か月目から 12か月目の場合は、次の調査地区で第一回目の調査世

帯を選定する。調査地区が選定替えにならない場合は、第二回目の調査世帯の選定は、起

番号を第一回目の起番号に１を加えた番号とし、同様の手順により選定する。第二回目の

調査世帯の調査が終了すると調査地区は選定替えになる。

A.3調査に回答する世帯の記憶誤りモデルの導入

A.3.1思いだし記入における記憶誤り

　家計調査では、調査対象月の家計簿を毎日記録させることにより、購入月や購入金額

に誤りが発生しないよう措置している。食料品の購入のような日々の出費については、数日

前の購入であっても過去の購入履歴を正確に思い出すことは困難なためである。一方、自

動車購入は数年に一度程度の頻度でしか発生しない、購入金額の高い支出であるため、数

か月ないしは数年後であっても正確な購入時期と購入額を思いだして記入することは困難

ではない。

A.3.2　記憶誤りの発生モデル

　このシミュレーションでは購入からの時間経過にしたがって、ランダム・ウォークに

より 1カ月単位で購入時期の記憶がずれていくモデルを採用した。調査対象世帯は、実際

の自動車購入年月の他に、自らの記憶による自動車購入年月を保有する。記憶による自動

車購入月は、自動車購入時点では実際の自動車購入月と合致しており、1カ月経過するご

とに確率 p(t)で 1か月前に、同じく確率 p(t)で 1か月後に移動し、確率 1− 2p(t)で移動し

ないものとする。家計調査の調査対象月が購入月である場合には、最初の 1カ月経過時点

である月末に回答がされるものとし、前後 1カ月の記憶違いが生じうるとした。

確率 p(t)は自動車購入月からの経過月数 tの関数であり、初期値 p(0)で開始し、1か月

ごとに i%ずつ上昇する。ただし 2p(t) ≤ 100%の条件から、p(t)が 50%に達した時点で

p(t) = 50%の定数とする。すなわち

p(t) = min(0.5, p(0)(1+ i/100)t)

である。
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記憶誤りの程度は世帯ごとに異なるとし、世帯ごとに p(0)は、0からパラメーター p0ま

でのランダムな数値を取るものとする。

このモデルにより各エージェントの記憶する自動車購入年月は実際の自動車購入年月か

らランダム・ウォークにより乖離していく。購入からの時間経過とともに記憶する自動車

購入年月と実際の自動車購入年月との間の乖離は進みやすくなる。

A.4サンプル調査結果からの全国の自動車購入台数の推計方法

全国の自動車購入台数の推計は家計調査と同様の方法による。

ある対象年月について、調査世帯は普通乗用車、小型乗用車、軽乗用車を何台購入した

かを回答する。

これらの回答から、調査対象地区の対象世帯の平均自動車購入台数を求める。この平均

台数を調整係数により加重平均し、全国の世帯数を乗ずることで、全国の普通乗用車、小

型乗用車、軽乗用車の購入台数を推計する。これらの車種の購入台数を合算して評価した。

A.5試行回数及び評価の方法

自動車購入世帯の選定は１回のみ行う。この生成データについて、A.2.3及び A.2.4に示

した調査世帯の選定を 100通り繰り返し、調査結果から得られる推定乗用車購入数の分布

を、真の購入数と比較する。

A.6シミュレーション対象世帯の限定

家計調査対象以外の世帯が、家計調査による推計に影響を与えることは無いことから、

対象期間中に家計調査の調査世帯として選定され、かつ自動車購入履歴のある世帯のみを

対象としてシミュレーションを行った。これらの世帯について、対象期間中の自動車購入年

月と、家計調査の調査世帯として回答する期間に関するデータをシミュレーションに利用

した。すなわち、この期間が nか月である場合には、nか月間のランダム・ウォーク・モデ

ルによる自動車購入年月からの記憶のずれを SOARS 4.1.0([136])でシミュレートし、実際

の自動車購入年月からずらした記憶上の自動車購入年月を回答したものとして AADL 言語

(付録 K参照)で集計し、各年月における自動車購入推計台数を計算した。シミュレーショ

ン対象のエージェント数は、各回とも概ね 1万強である。
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付録B　RAS法とそのSOARSへの実

装,Inconsistency of Marginalsの条件下におけ

る拡張アルゴリズムの提案及び多次元への拡張

B.1 RAS法

M := (m(o)
i j ) ∈ RI×J を要素が非負の初期行列とする。

u ∈ RI を行和ベクトルとし、

v ∈ RJ を列和ベクトルとする。

行和ベクトル及び列和ベクトルに関する次の条件のもとで、

∑
j

âi j = ui ,
∑

i

âi j = v j

次の行列 M̂を求めることが RAS法の目的である。

M̂ = (m̂i j )

定義から
∑

i ui =
∑

j v j が、解が存在するための条件である。

対角行列化演算子 diagを: Rl → Rl×l ベクトル要素を対角要素とし、他の行列要素を 0と

する行列を生成する演算子として定義する。

t ≥ 0,に対して、sと tを

M(2t+1) = diag(r (t+1))M(2t)

M(2t+2) = M(2t+1)diag(s(t+1))

とする。ただし

r (t+1)
i =

ui∑
j m(2t)

i j

及び

s(t+1)
j =

v j∑
i m(2t+1)

i j
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とする。最終的に

lim
t→∞

M(t)

が得られる。

このアルゴリズムは、古典的 IPFPと呼ばれる。ここでは、

∃i, j,m(0)
i j = 0, ui = 0, v j = 0

及び

∑
i

ui ,
∑

j

v j

の条件への拡張を論じる。

B.2古典的 IPFPのSOARSへの実装

SOARS 4.1.0 ([136])をエージェント・ベース・モデルのシミュレータとして利用する。

エージェント m(2t)
i j を保持する行列要素をエージェントとする。

スポット ui を保持する行ベクトルを行スポットとする。行スポットの数は行数と同じで

ある。v j を保持する列ベクトルを列スポットとする。列スポットの数は列数と同じである。

アルゴリズム

繰り返し演算の開始前

Step1. ファイルからのデータ読み込み 行列要素エージェントに初期値と属性をセット

する。

各行列要素エージェントは初期値 m(0)
i j を持つ。i (行) と j(列)はキーワードとして保持

する。

各行和スポットは行和 ui 及び行名 iを変数として持つ。

各列和スポットは列和 v j 及び列名 jを変数として持つ。.

Step2.合計のための所属行スポットの決定
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Step2-1.所属行スポットの決定 各行列要素エージェントは、所属行スポットを探索する。

すべての行列要素エージェントは、最初は未決定スポットに位置する。行和スポットが制

御スポットのリスト変数に登録されている。行和スポットは一つづつ選択され、未決定ス

ポットに位置するすべての行列要素エージェントは、選択された行和スポットに移動し、

行名 (i)をスポットと比較する。キーワードが一致した場合は、行列要素エージェントは、

行和スポットを、スポット変数「所属行」に登録し決定済スポットに移動する。各行和ス

ポットはそれぞれ異なる行名を保持しているため、各行列要素エージェントの所属行は一

意に決定される。

Step2-2.合計のための所属列スポットの決定 各行列要素エージェントは、所属列スポッ

トを探索する。すべての行列要素エージェントは、最初は未決定スポットに位置する。列

和スポットが制御スポットのリスト変数に登録されている。列和スポットは一つづつ選択

され、未決定スポットに位置するすべての行列要素エージェントは、選択された列和スポッ

トに移動し、列名 ( j)をスポットと比較する。キーワードが一致した場合は、行列要素エー

ジェントは、列和スポットを、スポット変数「所属列」に登録し決定済スポットに移動す

る。各行和スポットはそれぞれ異なる列名を保持しているため、各行列要素エージェント

の所属列は一意に決定される。

繰り返し演算のアルゴリズム

Step3.行和の調整

Step3-1.各行の和を求める 各行列要素エージェントはスポット変数「所属行」のスポッ

トに移動し、要素値m(2t)
i j を行和スポットに伝達する。行和スポットは合計

∑
j m(2t)

i j を計算

する。

Step3-2.行調整係数の決定 各行和スポットは行調整係数

r (t+1)
i =

ui∑
j m(2t)

i j

を計算する。

Step3-3.行列要素の調整 各行列要素エージェントは、所属する行和スポットから行調整

係数を受け取り、次のステップのための推計値

m(2t+1)
i j = m(2t)

i j × r (t+1)
i
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を演算し、変数に保持する。

Step4.列和の調整

Step4-1.各列の和を求める 各行列要素エージェントはスポット変数「所属列」のスポッ

トに移動し、要素値m(2t+1)
i j を列和スポットに伝達する。列和スポットは合計

∑
i m(2t+1)

i j を

計算する。

Step4-2.列調整係数の決定 各列和スポットは列調整係数

s(t+1)
j =

v j∑
i m(2t+1)

i j

を計算する。

Step4-3.行列要素の調整 各行列要素エージェントは、所属する列和スポットから列調整

係数を受け取り、次のステップのための推計値

m(2t+2)
i j = m(2t+1)

i j × s(t+1)
j

を演算し、変数に保持する。

繰り返し演算の終了 すべての行列要素が収束した時点で繰り返し演算を終了する。すな

わち

∃t,∀i, j m(2t+1)
i j −m(2t)

i j < δ

なお、 δは事前に決定した微小値である。

B.3行和と列和が異なる場合への拡張

行和の和と列和の和が一致しない、すなわち

∑
ui ,
∑

v j

である場合、上述の IPFPは解を持たない。これが Inconsistency of Marginalsの条件が成立

している状況である。代わって、行和同士の比率に関する条件∑
i mi j∑

j
∑

i mi j
=

ui∑
i ui
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及び列和同士の比率に関する条件 ∑
j mi j∑

i
∑

j mi j
=

v j∑
j v j

を満たす行列要素を求めることとする。

この条件下で IPFPアルゴリズムを適用しようとするとm(2t+1)
i j 及びm(2t+2)

i j は振動する。

すなわち

m(2t+2)
i j = m(2t)

i j ,m
(2t+3)
i j = m(2t+1)

i j ,m(2t)
i j , m(2t+1)

i j がある ∃i, j, t > ∃tθ

について成立する。

以下、初期行列がすべて要素 1すなわち

m(0)
i j = 1, ∀i, j.

の場合について考える。

step 4 (列和の調整)の段階で、行列要素は

m(2)
i j =

uiv j∑
i ui
,∀i, j

となり、繰り返しの step 2及び 3（行和の調整）の段階で、行列要素は

m(3)
i j =

uiv j∑
j v j
,∀i, j

となる。ここで、調整係数は

s(t)
j =

∑
i ui∑
j v j
,∀ j, t ≥ 2

及び

r (t)
i =

∑
j v j∑
i ui
,∀i, t ≥ 2

である。そのため、

m(2t)
i j =

uiv j∑
i ui
,∀i, j,∀t(t ≥ 1)

と

m(2t+1)
i j =

uiv j∑
j v j
,∀i, j,∀t(t ≥ 1)

の両値が交互に現れる振動となり、収束しない。
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拡張アルゴリズムの準備 ここで、IPFPの調整係数を従来の調整係数と 1との幾何平均、

すなわち

r̃ (t+1)
i =

√
r (t+1)
i , s̃(t+1)

j =

√
s(t+1)

j

とする。

m(2t)
i j =

uiv j∑
i ui
,∀i, j,∀t(t ≥ 1)

を初期値としてこの新たな調整係数を適用すると

m(2t+1)
i j =

uiv j

（
∑

i ui）
1
2 ×（∑ j v j）

1
2

,∀i, j

m(2t+2)
i j =

uiv j

（
∑

i ui）
3
4 ×（∑ j v j）

1
4

,∀i, j

m(2t+3)
i j =

uiv j

（
∑

i ui）
3
8 ×（∑ j v j）

5
8

,∀i, j

m(2t+4)
i j =

uiv j

（
∑

i ui）
11
16 ×（∑ j v j）

5
16

,∀i, j

· · ·

kが奇数の時　m(2t+k)
i j =

uiv j

（
∑

i ui）
2×4

k−1
2 +1

6×4
k−1
2 ×（∑ j v j）

4
k+1
2 −1

6×4
k−1
2

,∀i, j

kが偶数の時　m(2t+k)
i j =

uiv j

（
∑

i ui）
2×4

k
2 +1

3×4
k
2 ×（∑ j v j）

4
k
2 −1

3×4
k
2

,∀i, j

図 B.1に k = 1, 2, · · · , 33の場合の
∑

i ui 及び
∑

j v j の指数の変化を示す。指数は、上述の

場合と異なり、同一の値をとるわけではないが、振動していることが観察される。kが奇

数の場合と偶数の場合で２つの指数は入れ替わるが、kが∞に近づくとき、1
3 と

2
3 が極限

値である。すなわち

kが奇数の時∑
i ui の指数は

lim
k→∞

2× 4
k−1
2 + 1

6× 4
k−1
2

=
1
3

105



∑
j v j の指数は

lim
k→∞

4
k+1
2 − 1

6× 4
k−1
2

=
2
3

kが偶数の時∑
i ui の指数は

lim
k→∞

2× 4
k
2 + 1

3× 4
k
2

=
2
3∑

j v j の指数は

lim
k→∞

4
k
2 − 1

3× 4
k
2

=
1
3

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33

k 

.

図 B.1:行和の和と列和の和の指数 (1)

振動は避けられないが、振動する両値の幅（振動幅と表記する）は、当初の調整係数に

よる場合よりも縮小している。すなわち

∃θ ,∀t ≥ tθ, m̃(2t+2)
i j − m̃(2t+1)

i j < m(2t+2)
i j −m(2t+1)

i j

である。
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事前に決定した微少値 δ1に対して、

2× 4
k+2
2 + 1

3× 4
k+2
2

− 2× 4
k
2 + 1

3× 4
k
2

< δ1

となる kを初期値として、当初の調整係数 r (t+1)及び s(t+1)の代わりにの r (t+1)及び s(t+1)と

１の 22 − 1をウェイトとする加重幾何平均、すなわち

r̃ (t+1),2 =
22√

r (t+1) × 122−1 =
22√

r (t+1)

s̃(t+1),2 =
22√

s(t+1) × 122−1 =
22√

s(t+1)

を新たな調整係数とするとさらに振動幅を縮小することができる。∑
i ui 及び

∑
j v j の指数が、計算上

1
3と

2
3の近似値となっている場合に、上記の調整係数

を適用した場合の、
∑

i ui 及び
∑

j v j の指数を図 B.2に示す。

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31

k 

.

図 B.2:行和の和と列和の和の指数 (2)

kが∞に近づくとき、
∑

i ui 及び
∑

j v j の指数の極限値は
3
7と

4
7である。∑

i ui の指数を Ikとするとき、事前に決定した微少値 δ2に対して

Ik+2 − Ik < δ2

となる kを初期値として、当初の調整係数 r (t+1)及び s(t+1)の代わりにの r (t+1)及び s(t+1)
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と１の 23 − 1をウェイトとする加重幾何平均、すなわち

r̃ (t+1),3 =
23√

r (t+1) × 123−1 =
23√

r (t+1)

s̃(t+1),3 =
23√

s(t+1) × 123−1 =
23√

s(t+1)

を新たな調整係数とするとさらに振動幅を縮小することができる。∑
i ui 及び

∑
j v j の指数が、計算上

3
7と

4
7の近似値となっている場合に、上記の調整係数

を適用した場合の、
∑

i ui 及び
∑

j v j の指数を図 B.3に示す。

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33

k 

.

図 B.3:行和の和と列和の和の指数 (3)

kが∞に近づくとき、
∑

i ui 及び
∑

j v j の指数の極限値は
7
15と

8
15である。

このようにして、一般には、当初の調整係数 r (t+1)及び s(t+1)の代わりに r (t+1)及び s(t+1)

と１の 2n − 1(n = 0, 1, 2, 3, · · ·)をウェイトとする加重幾何平均、すなわち

r̃ (t+1),n =
2n√

r (t+1) × 12n−1 =
2n√

r (t+1)

s̃(t+1),n =
2n√

s(t+1) × 12n−1 =
2n√

s(t+1)

を新たな調整係数とすると、nが大きくなるほど、振動幅は縮小していく。

kが∞に近づくとき、
∑

i ui 及び
∑

j v j の指数の極限値は n = 2, 3, 4, 5の時、それぞれ 2
3と

1
3,4

7と
3
7, 8

15と
7
15,16

31と
15
31であり、任意の nに対して 2n−1−1

2n−1 と
2n−1

2n−1であることが予測される。
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拡張アルゴリズムの提案 この調整係数により前述の手順を記述する。最初は n = 0とし

て、振動が開始するまで調整を続ける。

m(2t+3)
i j = m(2t+2)

i j × r̃ (t+2),0
i ,m(2t+4)

i j = m(2t+3)
i j × s̃(t+2),0

j , ∀t ≤ t0

ここで t0は、

∃ i, j, m(2t0+4)
i j −m(2t0+2)

i j < δ0

を満たす。ただし δ0は事前に決定した微小値とする。

ここで、調整計数の nを 1加算する。すなわち

m(2t+3)
i j = m(2t+2)

i j × r̃ (t+2),1
i ,m(2t+4)

i j = m(2t+3)
i j × s̃(t+2),1

j , ∀t, t0 < t ≤ t1

ここで t1は、

∃ i, j, m(2t1+4)
i j −m(2t1+2)

i j < δ1

を満たす。ただし δ1(< δ0)は事前に決定した微小値とする。

再び、調整計数の nを 1加算する。すなわち

m(2t+3)
i j = m(2t+2)

i j × r̃ (t+2),2
i ,m(2t+4)

i j = m(2t+3)
i j × s̃(t+2),2

j , ∀t, t1 < t ≤ t2

ここで t2は、

∃ i, j,m(2t2+4)
i j −m(2t2+2)

i j < δ2

を満たす。ただし δ2(< δ1)は事前に決定した微小値とする。

再び、調整計数の nを 1加算する。

· · ·

m(2t+3)
i j = m(2t+2)

i j × r̃ (t+2),k
i ,m(2t+4)

i j = m(2t+3)
i j × s̃(t+2),k

j , ∀t, t(k−1) < t ≤ tk

ここで tkは、

∃ i, j, m(2tk+4)
i j −m(2tk+2)

i j < δk

を満たす。ただし δk(< δk−1)は事前に決定した微小値とする。
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繰り返し演算の終了 すべての要素の振動幅が十分縮小したところで、繰り返し演算を終

了する。すなわち

∃t,∀i, j,m(2t+4)
i j −m(2t+3)

i j < δ

ここで δは事前に決定した微小値である。

図 B.4に n=1,2,3,4,5まで上述の手続きを繰り返した場合の指数値を示す。
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図 B.4:行和の和と列和の和の指数 (4)

nが∞に近づくとき、
∑

i ui 及び
∑

j v j の指数の極限値は

lim
k→∞

2n−1 − 1
2n − 1

=
1
2

lim
k→∞

2n−1

2n − 1
=

1
2

で一致する。

δn =
2n−1

2n − 1
− 2n−1 − 1

2n − 1
=

1
2n − 1

を利用して

δ = maxi, j(uiv j) × abs(
1

(
∑

i ui)
1
2+δn(
∑

j v j)
1
2−δn
− 1

(
∑

i ui)
1
2−δn(
∑

j v j)
1
2+δn

)

とすれば、n+1の時、有限回数の繰り返しにより繰り返し演算を終了することができる。

110



B.4 ρ-次元への拡張

ρ次元に拡張するためには、アルゴリズムを次のように変更する。ρ次元に１次元加える

ためには、step2-(ρ+1)を step2-ρの後に加え、step (ρ+2)を step (ρ+1)の後に加える。

Step 2-ρは以下のように変更する。

Step2-ρ. ρ次元の所属スポットを探索する 各行列要素エージェントは、ρ次元の所属ス

ポットを探索する。すべての行列要素エージェントは、最初は未決定スポットに位置する。

ρ次元和スポットが制御スポットのリスト変数に登録されている。ρ次元和スポットは一つ

づつ選択され、未決定スポットに位置するすべての行列要素エージェントは、選択された

ρ次元和スポットに移動し、ρ次元キーワード名をスポットと比較する。キーワードが一致

した場合は、行列要素エージェントは、ρ次元和スポットを、スポット変数「所属 ρ次元」

に登録し決定済スポットに移動する。各行和スポットはそれぞれ異なる ρ次元キーワード

名を保持しているため、各行列要素エージェントの所属行は一意に決定される。

Stepρ+1 (ρ ≥ 2 )は以下のように変更する

Stepρ+1. ρ次元和の調整

Step(ρ+1)-1. ρ次元和を求める 各行列要素エージェントはスポット変数「所属 ρ次元」の

スポットに移動し、要素値m(2t+1)
i1i2···iρ を ρ次元和スポットに伝達する。ρ次元和スポットは合

計
∑

i1i2···iρ−1
m(2t+1)

i1i2···iρ を計算する。

Step (ρ+1)-2. ρ次元調整係数の決定 各 ρ次元和スポットは ρ次元調整係数

τ̃
(ρ,t+1,n)
iρ

=
2n
√
τ̃

(ρ,t+1)
iρ

を計算する。

Step(ρ+1)-3.行列要素の調整 各行列要素エージェントは、所属する ρ次元和スポットか

ら ρ調整係数を受け取り、次のステップのための推計値m(2t+2)
i j = m(2t+1)

i1i2···iρ × τ̃
(ρ,t+1,n)
iρ

を演算

し、変数に保持する。
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次元拡張時による変化 B.3節で検討した結果が、次元拡張によりどのように変化するか

を考察する。

次元 kの ik番目の要素和を xk,ik と表記する。2次元の表記との対応は

ui = x1,i1, i1 = i

v j = x2,i2, i2 = j

である。

次元 kの要素和の総和を Sk =
∑

ik xk,ik と表記する。2次元の表記との対応は∑
i

ui = S1

∑
j

v j = S2

である。

初期行列がすべて要素 1の場合、古典的 IPFPによる振動は、

m(ρt)
i1i2···iρ =

x1,i1 x2,i2 · · · xρ,iρ
S2S3 · · ·Sρ

,∀i1, i2, · · · , iρ∀t(t ≥ 1)

m(ρt+1)
i1i2···iρ =

x1,i1 x2,i2 · · · xρ,iρ
S1S3 · · ·Sρ

,∀i1, i2, · · · , iρ∀t(t ≥ 1)

· · ·

m(ρt+ρ−1)
i1i2···iρ =

x1,i1 x2,i2 · · · xρ,iρ
S1S2 · · ·Sρ−1

,∀i1, i2, · · · , iρ∀t(t ≥ 1)

の間で発生する。

調整係数は、それぞれ

S2

S1

S3

S2
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· · ·

S1

Sρ

である。

提案手法により n=1を適用した調整係数による推移は

m(ρt+1)
i1i2···iρ =

x1,i1 x2,i2 · · · xρ,iρ
(S1S2)

1
2 S3 · · ·Sρ

,∀i1, i2, · · · , iρ

m(ρt+2)
i1i2···iρ =

x1,i1 x2,i2 · · · xρ,iρ
(S1S2)

3
4 S3

1
2 · · ·Sρ

,∀i1, i2, · · · , iρ

m(ρt+3)
i1i2···iρ =

x1,i1 x2,i2 · · · xρ,iρ
(S1S2)

7
8 S3

3
4 S4

1
2 · · ·Sρ

,∀i1, i2, · · · , iρ

· · ·

m(ρt+ρ−1)
i1i2···iρ =

x1,i1 x2,i2 · · · xρ,iρ

(S1S2)
2ρ−1

2ρ S3
2ρ−1−1

2ρ−1 · · ·Sρ
1
2

,∀i1, i2, · · · , iρ

ρ = 2の時、

S1,S2の指数の極限値は
2n−1

2n−1,
2n−1−1
2n−1 である。

nが∞に近づくとき、S1,S2の指数の極限値はいずれも
1
2である。

ρ = 3の時、

n = 1の S1,S2,S3の指数の極限値は
3
7,

5
7,

6
7である。

n = 2の S1,S2,S3の指数の極限値は
21
37,

25
37,

28
37である。

n = 3の S1,S2,S3の指数の極限値は
105
169,

113
169,

120
169である。

n = 4の S1,S2,S3の指数の極限値は
930
1442,

962
1442,

992
1442である。

nが∞に近づくとき、S1,S2,S3の指数の極限値はいずれも
2
3である。

ρ = 3の時の提案手法による各次元和の指数の推移を図 B.5に示す。
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図 B.5:各次元和の指数 (3次)

ρ = 4の時、

nが∞に近づくとき、S1,S2,S3,S4の指数の極限値はいずれも
3
4である。

ρ = 5の時、

nが∞に近づくとき、S1,S2,S3,S4,S5の指数の極限値はいずれも
4
5である。

· · ·

ρ = kの時、

nが∞に近づくとき、S1,S2,S3, · · · ,Skの指数の極限値はいずれも
k−1

k である。

したがって、ρ次元でも提案手法により収束解が得られる。
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証明以下、指数 rkを初期値 rk,0として漸化式で示す。

ρ次元の S1の指数 r1の漸化式は、t = 0,1, · · ·に対して

r1,0 = 0

r1,ρt+1 = r1,ρt +
1
2n (1− r1,ρt)

r1,ρt+2 = r1,ρt+1 +
1
2n (1− r1,ρt+1)

· · ·

r1,ρ(t+1)−1 = r1,ρ(t+1)−2 +
1
2n (1− r1,ρ(t+1)−2)

r1,ρ(t+1) = r1,ρ(t+1)−1 +
1
2n (0− r1,ρ(t+1)−1)

S2の指数 r2の漸化式は、t = 0, 1, · · ·に対して

r2,0 = 1

r2,ρt+1 = r2,ρt +
1
2n (0− r2,ρt)

r2,ρt+2 = r2,ρt+1 +
1
2n (1− r2,ρt+1)

· · ·

r2,ρ(t+1)−1 = r2,ρ(t+1)−2 +
1
2n (1− r2,ρ(t+1)−2)

r2,ρ(t+1) = r2,ρ(t+1)−1 +
1
2n (1− r2,ρ(t+1)−1)

S3の指数 r3の漸化式は、t = 0, 1, · · ·に対して

r3,0 = 1

r3,ρt+1 = r3,ρt +
1
2n (1− r3,ρt)
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r3,ρt+2 = r3,ρt+1 +
1
2n (0− r3,ρt+1)

· · ·

r3,ρ(t+1)−1 = r3,ρ(t+1)−2 +
1
2n (1− r3,ρ(t+1)−2)

r3,ρ(t+1) = r3,ρ(t+1)−1 +
1
2n (1− r3,ρ(t+1)−1)

· · ·

Skの指数 rkの漸化式は、t = 0,1, · · ·に対して

rk,0 = 1

rk,ρt+1 = rk,ρt +
1
2n (1− rk,ρt)

rk,ρt+2 = rk,ρt+1 +
1
2n (1− rk,ρt+1)

· · ·

rk,ρt+k−2 = rk,ρt+k−3 +
1
2n (1− rk,ρt+k−3)

rk,ρt+k−1 = rk,ρt+k−2 +
1
2n (0− rk,ρt+k−2)

rk,ρt+k) = rk,ρt+k−1 +
1
2n (1− rk,ρt+k−1)

· · ·

rk,ρ(t+1)−1 = rk,ρ(t+1)−2 +
1
2n (1− rk,ρ(t+1)−2)
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rk,ρ(t+1) = rk,ρ(t+1)−1 +
1
2n (1− rk,ρ(t+1)−1)

Sρの指数 rρの漸化式は、t = 0,1, · · ·に対して

rρ,0 = 1

rρ,ρt+1 = rρ,ρt +
1
2n (1− rρ,ρt)

rρ,ρt+2 = rρ,ρt+1 +
1
2n (1− rρ,ρt+1)

· · ·

rρ,ρ(t+1)−1 = rρ,ρ(t+1)−2 +
1
2n (0− rρ,ρ(t+1)−2)

rρ,ρ(t+1) = rρ,ρ(t+1)−1 +
1
2n (1− rρ,ρ(t+1)−1)

S1の指数 r1,ρtは、t = 1, 2, · · ·に対して

r1,ρt = −
1− 1

2n − (1− 1
2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ (1− 1

2n )
ρ(t−1)

+
1− 1

2n − (1− 1
2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ

r i, j,∞ = limt→∞r i,ρt+ j とすると

0 < 1− 1
2n < 1

より、第１項は 0になるので、

r1,0,∞ = lim
t→∞

r1,ρt =
1− 1

2n − (1− 1
2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ

r1,1,∞ = lim
t→∞

r1,ρt+1 = (1− 1
2n )(

1− 1
2n − (1− 1

2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ ) +

1
2n

r1,2,∞ = lim
t→∞

r1,ρt+2 = (1− 1
2n )

2

(
1− 1

2n − (1− 1
2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ ) +

1
2n (1− 1

2n ) +
1
2n

· · ·

r1,ρ,∞ = lim
t→∞

r1,ρ(t+1)−1 = (1− 1
2n )

(ρ−1)

(
1− 1

2n − (1− 1
2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ ) +

1
2n (1− 1

2n )
(ρ−2)

+ · · · + 1
2n (1− 1

2n ) +
1
2n

117



S2の指数 r2は、

r2,1 = 1− 1
2n

t = 1, 2, · · ·に対して

r2,ρt+1 = (1− 1
2n −

1− 1
2n − (1− 1

2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ (1− 1

2n )
ρ(t−1)

) +
1− 1

2n − (1− 1
2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ

従って

0 < 1− 1
2n < 1

より

lim
t→∞

r2,ρt+1 =
1− 1

2n − (1− 1
2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ = lim

t→∞
r1,ρt

Skの指数 rkは、

rk,k−1 = 1− 1
2n

t = 1, 2, · · ·に対して

rk,ρt+(k−1) = (rk,k−1 −
1− 1

2n − (1− 1
2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ (1− 1

2n )
ρ(t−1)

) +
1− 1

2n − (1− 1
2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ

従って

0 < 1− 1
2n < 1

より

lim
t→∞

rk,ρt+(k−1) =
1− 1

2n − (1− 1
2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ = lim

t→∞
r1,ρt

· · ·

Sρの指数 rρは、

rρ,ρ−1 = 1− 1
2n

t = 1, 2, · · ·に対して

rk,ρ(t+1)−1 = (rk,k−1 −
1− 1

2n − (1− 1
2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ (1− 1

2n )
ρ(t−1)

) +
1− 1

2n − (1− 1
2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ
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従って

0 < 1− 1
2n < 1

より

lim
t→∞

rk,ρt+(k−1) =
1− 1

2n − (1− 1
2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ = lim

t→∞
r1,ρt

以上より、S1,S2, ...Sρの指数は、いずれも limt→∞ r1,ρt, limt→∞ r1,ρt+1, · · · , limt→∞ r1,ρ(t+1)−1

の ρ個の値の間で振動する。

ここで、

lim
n→∞

r1,0,∞ = lim
n→∞

1− 1
2n − (1− 1

2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ = lim

n→∞

1− 1
2n −
∑ρ

k=0 ρCk1ρ−k(− 1
2n )
ρ

1−∑ρk=0 ρCk1ρ−k(− 1
2n )
ρ = lim

n→∞

ρ − 1− ρ
2

2n + · · ·

ρ − ρ22n + · · ·
=
ρ − 1
ρ

lim
n→∞

r1,1,∞ = lim
n→∞

((1− 1
2n )(

1− 1
2n − (1− 1

2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ ) +

1
2n )

= lim
n→∞

(
1− 1

2n − (1− 1
2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ ) − lim

n→∞
1
2n (

1− 1
2n − (1− 1

2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ ) + lim

n→∞
1
2n

=
ρ − 1
ρ
= lim

n→∞
r1,0,∞

lim
n→∞

r1,2,∞ = lim
n→∞

((1− 1
2n )

2

(
1− 1

2n − (1− 1
2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ ) +

1
2n (1− 1

2n ) +
1
2n )

= lim
n→∞

1− 1
2n − (1− 1

2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ + lim

n→∞
(− 2

2n +
1

22n
)(

1− 1
2n − (1− 1

2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ ) + lim

n→∞
(

1
2n (1− 1

2n ) +
1
2n ))

=
ρ − 1
ρ
= lim

n→∞
r1,0,∞

· · ·

lim
n→∞

r1,ρ,∞ = lim
n→∞

((1− 1
2n )

(ρ−1)

(
1− 1

2n − (1− 1
2n )
ρ

1− (1− 1
2n )
ρ ) +

1
2n (1− 1

2n )
(ρ−2)

+ · · · + 1
2n (1− 1

2n ) +
1
2n )

=
ρ − 1
ρ
= lim

n→∞
r1,0,∞

以上 nが∞に近づくとき、S1,S2,S3, · · · ,Skの指数の極限値はいずれも
ρ−1
ρ であることを

示した。
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付録C　繰り返し演算による産業連関分析の

方法

C.1産業連関分析の基本的な考え方

産業連関分析では、列方向の合計である国内生産額 x jの生産のための中間投入額 xi j の比

率ai j = xi j/xi jを投入係数行列Aとして、投入された最終需要 fを外生の入力とし、Ax+ f = x

を満たす解 xを求める。

エージェント・ベース・モデルのシミュレーターとして、SOARS 4.1.0([136])を利用した。

内生部門、付加価値部門、最終需要部門の行列要素をエージェントとし、行計と列計の

国内生産額を保持する各セルをスポットとする。

初期状態において、各列に所属する各セルのエージェントは、列計を保持するスポット

に移動し、自らの保持する値と、列計の国内生産額の比率、すなわち投入係数または付加

価値係数を演算し、保持する。

行計を求める際には、行に所属する各セルのエージェントが、行計を保持するスポット

に移動し、自らの保持する値を合計値に加算する。

行計のスポットの情報を、対応する列計のスポットに伝達するエージェントを設定する。

1. 行と列が１対１に対応するケースでは、行計を対応する列計に伝達する。

2. 行と列が多対１に対応するケースでは、行計を対応する列計に伝達し、列計は複数の

行計を合算処理する。

3. 行と列が１対多に対応するケースでは、初期状態における列計の比率に応じて、行

計を分割し、列に伝達する。この場合は、１つの行計スポットに対して、複数の伝達

エージェントが対応し、それぞれが担当する列計の比率を保持し、行計にその比率を

乗ずることで対応する列計に分割額を伝達する。以上の仕様に対応するために、１つ

の行計スポットに対して、複数の伝達エージェントが対応できるようにし、それぞれ

が分割比率を変数として持つ。

1.及び 2.では分割比率が１になる。これで行と列の対応関係に関わらず共通の仕組みで

120



操作することができる。

列計が決定したら、各列に所属する各セルのエージェントは、列計を保持するスポット

に移動し、列計の国内生産額を受け取り、自らの保持する投入係数または付加価値係数を

乗じて、投入額または付加価値額を演算する。

以上は、最終需要の変化による国内生産額の変化とそれに応じた投入額への波及に対応

している。従って、以上の計算を繰り返して行うことで最終的な波及額に達して均衡する。

実用上は変化する内生部門の各セルのエージェントが保持する値を前回の値と比較し、全

セルの中で最大の差分が設定値以下となったところで演算を終えることで十分である。経

済産業省の延長産業連関表では、提供されるデータ値が 100万円単位であるので、その 100

分の１、1万円以下の差分となるまで繰り返せば十分である。

C.2繰り返し演算による非正方行列の取り扱いと正方行列の関係

前節の繰り返し演算による非正方行列の処理は、統合される行の各要素を分割比率で配

分した正方行列を仮定したのと同様であることを示す。

４産業４商品の正方行列で示される産業連関表による産業連関分析は次の通り。∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣

a11 a12 a13 a14

a21 a22 a23 a24

a31 a32 a33 a34

a41 a42 a43 a44

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
×

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣

x1

x2

x3

x4

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
+

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣

f1

f2

f3

f4

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
=

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣

x̃1

x̃2

x̃3

x̃4

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
このとき

x̃3 = a31 ∗ x1 + a32 ∗ x2 + a33 ∗ x3 + a34 ∗ x4 + f3

x̃4 = a41 ∗ x1 + a42 ∗ x2 + a43 ∗ x3 + a44 ∗ x4 + f4

だから

x̃3 + x̃4 = (a31+ a41) ∗ x1 +（a32+ a42）∗ x2 +（a33+ a43）∗ x3 +（a34+ a44）∗ x4 + f3 + f4

ここで、商品３と商品４を統合した非正方行列を考えると、次の通り。
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∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
a11 a12 a13 a14

a21 a22 a23 a24

a31+ a41 a32+ a42 a33+ a43 a34+ a44

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
×

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣

x1

x2

x3

x4

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
+

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
f1

f2

f3 + f4

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
=

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
x̃1

x̃2

x̃3 + x̃4

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
このとき

x̃3 + x̃4 = (a31+ a41) ∗ x1 +（a32+ a42）∗ x2 +（a33+ a43）∗ x3 +（a34+ a44）∗ x4 + f3 + f4

である。

前節の方法では、x̃3 + x̃4を特定の比率 α : βで分割して、新たな x3, x4とする。

この比率について

α : β = x̃3 : x̃4

であれば、正方行列を用いた場合と一致することになる。

そこで、a31+ a41, a32+ a42, a33+ a43, a34+ a44, f3 + f4が既知の時、

β = 1− α,0 < α < 1

とし、比率 α, βにより

a31 = α ∗ (a31+ a41)

a32 = α ∗ (a32+ a42)

a33 = α ∗ (a33+ a43)

a34 = α ∗ (a34+ a44)

f3 = α ∗ ( f3 + f4)

a41 = β ∗ (a31+ a41)

a42 = β ∗ (a32+ a42)

a43 = β ∗ (a33+ a43)

a44 = β ∗ (a34+ a44)

f4 = β ∗ ( f3 + f4)
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となるよう定めれば、∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣

a11 a12 a13 a14

a21 a22 a23 a24

α ∗ (a31+ a41) α ∗ (a32+ a42) α ∗ (a33+ a43) α ∗ (a34+ a44)

β ∗ (a31+ a41) β ∗ (a32+ a42) β ∗ (a33+ a43) β ∗ (a34+ a44)

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
×

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣

x1

x2

x3

x4

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
+

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣

f1

f2

α ∗ ( f3 + f4)

β ∗ ( f3 + f4)

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
=

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣

x̃1

x̃2

x̃3

x̃4

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
において、

x̃3 = α ∗ ((a31+ a41) ∗ x1 + (a32+ a42) ∗ x2 + (a33+ a43) ∗ x3 + (a34+ a44) ∗ x4 + ( f3 + f4))

x̃4 = β ∗ ((a31+ a41) ∗ x1 + (a32+ a42) ∗ x2 + (a33+ a43) ∗ x3 + (a34+ a44) ∗ x4 + ( f3 + f4))

となり、x̃3 + x̃4を α : βの比率で分割したのと同じである。

以上は、４産業４商品について、１商品を２分割した場合の事例である。

一般化のためには、m×n行列で任意の行 kを k1と k2に分割するケースを考えれば良い。

任意の品目数への分割は、kを k1と k2に分割することを繰り返すことで足りる。

前述の例で 3行を比率 α : βで分割した操作を、k行に対して行うことができる。

したがって、前節において、非正方行列を用いた産業連関分析で、配分比率により繰り

返し演算法を用いる手法については、計数行列と最終需要ベクトルを配分比率により分割

して、正方行列として処理することで、同様の処理が可能である。

C.3輸入額の取り扱い

　輸入額は列計の国内生産額には波及しない。　輸入額の取り扱いについては、産業連

関分析でもいくつかの考え方に分かれる。

宮沢 (2002)([137])は、競争輸入型モデルの３ケース

1. 国内最終需要額 Fと輸入額Mが既知の場合

2. Fが既知でMが国内生産 Xに比例する場合

123



3. Fが既知でMが国内総需要に比例している場合

と、非競争輸入型モデルの４つのケースに分類して説明している。

FとMを既知とした場合、問題が生じたのが原油など国内生産額がごくわずかながら存

在するが大半が輸入のケースである。Mは既知で固定されているため、供給不足分の生産

が国内生産に求められることになり、現実に生産されている額に比べてはるかに大きな額

が推計される結果となった。2.「Fが既知でMが国内生産 Xに比例する場合」,3.「Fが既

知でMが国内総需要に比例している場合」及び非競争輸入型モデルではこの問題は回避で

きる。

ここでは、平成 17年産業連関表において提供されている、産業別中間投入品目別及び最

終需要項目別品目別の輸入額比率を用いて、商品別産業別のセルごとの輸入額を合算して

輸入額を計算することとした。これは非競争輸入型モデルに相当する。

C.4屑・副産物の取り扱い

屑・副産物の発生額は、目的とする主産物の生産に付随して生産されるため、屑・副産物

を発生する産業の国内生産額に比例するものとする。一方、屑・副産物の投入額は、在庫

品増減や輸出入の額と合算したとき、屑・副産物の発生額と一致しなければならない。こ

のように調整することで、屑・副産物は国内生産額がゼロとなる。

「古紙」「鉄屑」「非鉄金属屑」は、基本分類では単独の品目として独立した行に割り当

てられているが、「その他のガラス製品」や「その他のプラスチック製品」など、主生産物

と統合して表示されている屑・副産物が存在する。平成 17年産業連関表 ([126])では、屑・

副産物の投入・発生が分離して表示されているが、経済産業省延長産業連関表（[124]、以

下「延長産業連関表」と表記する。）では、屑・副産物の投入・発生と主生産物は統合して

表示されている。そこで、延長産業連関表から、屑・副産物の投入・発生と主生産物を分

離するための推計を行う。平成 17年産業連関表で、屑・副産物の投入または発生のみのセ

ルについては、延長産業連関表においても屑・副産物の投入または発生のみであるとみな

して、そのまま屑・副産物の投入または発生と推定する。それ以外のセルについては、屑・

副産物の発生については、産業別の国内生産額に比例し、係数は変動しないものとして発

生額を推計する。屑・副産物の投入については、産業別投入額の総投入額に対する比率が

変化しないものとして投入額を推計する。屑・副産物の発生及び投入額を以上により仮置

きし、表示額から控除することで主生産物の投入額を推計する。ここで、主生産物の投入

額は負には成りえないので、控除した結果が負の場合には、屑・副産物の投入額を再調整
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する必要がある。他の産業の屑・副産物投入額を増加することで調整可能な場合は、産業

ごとに当初の投入額に比例する額を追加配分することで調整する。いずれの産業も主生産

物の投入の負値が避けられない場合には、屑・副産物の発生額の推計値が多すぎたと判断

される。この場合には、屑・副産物の投入が全産業でゼロになることは不自然であるので、

投入額の国内生産額に対する比率が基準年と同一であると仮定して、投入額を先に確定し、

投入額と発生額が一致するように、発生額を仮置きした発生額に比例する割合で配分する。

モデル上は、主生産物とは独立した屑と副産物の発生と投入の行を設ける。いずれも主

生産物と同様に、列の産業別国内生産額に比例して、屑・副産物の発生・投入額の仮置き

額が計算される。屑・副産物の発生額の行計（負値）を、対応する屑・副産物の投入額の

行計（正値）に合算し、投入側で調整すべき額を算出する。屑・副産物の投入額の仮置き

値の比率でこの調整すべき額を比例配分し、産業ごとの屑・副産物投入額を計算し、調整

する。この時、投入額は負値であってはならないので、計算結果が負になる場合はゼロに

修正する。次に、産業ごとの屑・副産物投入の調整額を対応する主生産物の投入額に適用

する。すなわち、屑・副産物の投入を減らした場合には、主生産物の投入で補い、増やし

た場合には、主生産物の投入を控除することで、屑・副産物と主生産物の投入合計額が当

初の仮置きと一致するように調整する。

C.5対象データ

経済産業省延長産業連関表の基本分類データとデフレーターを平成 20年及び 21年につ

いて平成 17年基準価格で実質化する。平成 17年産業連関表基本表の屑・副産物と主生産

物の比率を利用する。平成 21年の輸入額を除く最終需要額を与えた時、均衡状態における

各行の国内生産額を求める。
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付録D　水稲農家の耕作規模が経済に与える影

響の将来推計の方法

D.1推計方法

水稲農家の耕作規模が経済に与える影響の将来推計の方法について説明する。

世界農林業センサスは 5年ごとに行われている。ここでは、2005年と 2010年の結果を

利用して、2015年～2030年までの５年ごとの耕作規模別事業者数を推計し、その生産額の

比率を平成 20年の延長産業連関表を平成 17年価格にデフレ―トし、屑・副産物を分離推

計した産業連関表に適用した場合の、産業連関分析を行う。

2010年世界農林業センサスから、2010年における水稲農家の耕作規模別事業者数が得

られる。これをエージェント数とする。

2010年の世界農林業センサスにより、都道府県別に 2005年における水稲農家の耕作規

模別の、2010年における耕作規模別事業者数が得られる。この中には、2005年に生産して

いたが、2010年には生産していない事業者数も含まれる。

このマトリックスを５年間の耕作規模の変化率マトリックスとする。各水稲農家は、2010

年から 5年ごとに、この変化率マトリックスの確率に従って耕作規模を変化させるものと

する。こうして、2015年、2020年、2025年、2030年における耕作規模別のエージェント

数を得る。
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図 D.1:水稲農家の将来推計の手順

D.2データ及び推計結果

データ及び推計方法の詳細について、北海道の例で説明する。

2010年世界農林業センサス・確報・第６巻　農業構造動態統計報告書・都道府県別統計・

北海道・「８　稲を作った田の面積規模別経営体数の相関表」を図D.2に示す。このデータ

は、経営体数を単位としている。

このデータから作付面積別の割合を求めるためには、各作付面積階級別の代表値を設定

する必要がある。0.3ha以上 15ha未満の階級については、階級の上限と下限の平均値を代

表値とする。

0.3ha未満及び 15ha以上の階級については、都道府県別に次のデータから計算する。
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図 D.2:北海道の水稲農家の耕作規模推移

2010年世界農林業センサス・確報・第４巻　農業経営体調査報告書‐農業経営部門別編

　第１集‐・販売農家・水稲部門‐販売目的で作付けた水稲作付面積規模別統計・「１　販

売目的の作物の類別作付（栽培）農家数と作付（栽培）面積」を図D.3に示す。この中で、

水稲の作付面積及び作付農家数から、0.3ha未満の平均作付面積及び 15ha以上の平均作付

面積を求める。
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図 D.3:北海道の販売目的の水稲の作付（栽培）農家数と作付（栽培）面積
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表 D.1:都道府県別 0.3ha未満及び 15ha以上の平均作付面積

都道府県名 0.3ha未満 (ha) 15ha以上 (ha）

北海道 0.20 21.17

青森県 0.21 31.14

岩手県 0.21 33.41

宮城県 0.22 36.08

秋田県 0.23 24.02

山形県 0.19 49.94

福島県 0.20 22.24

新潟県 0.21 27.94

富山県 0.23 27.09

石川県 0.21 24.81

福井県 0.21 26.24

茨城県 0.20 25.29

栃木県 0.21 25.20

群馬県 0.19 24.74

埼玉県 0.19 25.93

千葉県 0.21 24.59

東京都 0.16 -

神奈川県 0.17 -

山梨県 0.18 22.00

長野県 0.19 36.70

岐阜県 0.19 30.90

静岡県 0.18 27.00

愛知県 0.19 31.43

三重県 0.20 26.12

滋賀県 0.20 26.70

京都府 0.16 20.62

大阪府 0.19 25.67

兵庫県 0.20 22.21

-は、経営体数 0
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表 D.1:都道府県別 0.3ha未満及び 15ha以上の平均作付面積

都道府県名 0.3ha未満 (ha) 15ha以上 (ha）

奈良県 0.20 29.67

和歌山県 0.18 -

鳥取県 0.20 26.07

島根県 0.20 23.35

岡山県 0.21 23.06

広島県 0.20 22.65

山口県 0.20 27.45

徳島県 0.19 28.83

香川県 0.21 28.87

愛媛県 0.19 21.40

高知県 0.18 23.38

福岡県 0.19 32.11

佐賀県 0.20 35.20

長崎県 0.19 19.14

熊本県 0.20 32.39

大分県 0.20 22.08

宮崎県 0.19 20.56

鹿児島県 0.18 21.67

沖縄県 0.18 18.00

-は、経営体数 0

エージェント数の推計値にこれらの都道府県別規模別平均作付面積を乗じて、全国計を

集計することで、全国の作付面積別水稲耕作面積の推定値が図 D.4として得られる。
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図 D.4: 2005年から 2030年の作付（栽培）面積別水稲耕作面積推定値

これらの水稲耕作面積を全耕作面積に対する比率で表示すると図 D.5の通りである。
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図 D.5: 2005年から 2030年の作付（栽培）面積別水稲耕作面積推定比率

次に、稲作の耕作面積別の費用構成のデータを確認する。

農林水産省「農業経営統計調査・営農類型別経営統計（個別経営）・確報・平成 22年営

農類型別経営統計（個別経営、第１分冊、水田作・畑作経営編）・水田作経営 (経営全体)・

全国 (水田作作付延べ面積規模別)・農業粗収益、農業経営費」より、2010年の水田作作付

延べ面積規模別の稲作部門粗収益と経営費を抜粋すると図 D.6の通りである。経営費のう
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ち、中間投入以外の費目は網掛け表示した。
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図 D.6: 2010年の水田作作付延べ面積規模別稲作部門粗収益と経営費

これを中間投入及び付加価値の比率として表示すると、図 D.7の通りである。

ÜÚá��6 ÜÚáZÝÚÜ ÝÚÜZÞÚÜ ÞÚÜZßÚÜ ßÚÜZáÚÜ áÚÜZãÚÜ ãÚÜZÝÜÚÜ ÝÜÚÜZÝáÚÜ ÝáÚÜZÞÜÚÜ ÞÜÚÜ�èV

�Q�Q� ãÚßÜÑ àÚÜÜÑ ßÚâÜÑ ßÚÞÜÑ ßÚÜÜÑ ÞÚáÜÑ ÞÚÝÜÑ ÞÚÜÜÑ ÝÚåÜÑ ÞÚÞÜÑ

çq ÝÝÚßÜÑ ÝÜÚáÜÑ åÚäÜÑ åÚáÜÑ åÚàÜÑ ÝÜÚÜÜÑ åÚãÜÑ äÚáÜÑ åÚÞÜÑ åÚâÜÑ

°��c åÚÜÜÑ ãÚåÜÑ ãÚåÜÑ ãÚãÜÑ ãÚáÜÑ äÚÝÜÑ ãÚâÜÑ ãÚÞÜÑ ãÚÜÜÑ ãÚáÜÑ

V¦q ÞÚÜÜÑ ÞÚàÜÑ ÞÚßÜÑ ÞÚÞÜÑ ÞÚßÜÑ ÞÚÜÜÑ ÞÚàÜÑ ÞÚàÜÑ ÞÚßÜÑ ÞÚÞÜÑ

�Õ·� áÚÝÜÑ áÚâÜÑ áÚÝÜÑ âÚâÜÑ áÚÞÜÑ àÚåÜÑ àÚáÜÑ àÚäÜÑ àÚâÜÑ àÚãÜÑ

$Éq áÚåÜÑ ãÚÞÜÑ âÚäÜÑ âÚâÜÑ ãÚßÜÑ âÚàÜÑ âÚãÜÑ ãÚÜÜÑ ãÚàÜÑ äÚãÜÑ

8�$¯q ÝäÚÝÜÑ ÝÜÚÜÜÑ ãÚãÜÑ ÞÚãÜÑ ÜÚäÜÑ ÝÚáÜÑ ÝÚàÜÑ ÜÚäÜÑ ÜÚÞÜÑ ÜÚàÜÑ

ûìö.� ÝÚÝÜÑ ÜÚãÜÑ ÜÚâÜÑ ÜÚäÜÑ ÜÚãÜÑ ÜÚãÜÑ ÜÚäÜÑ ÜÚåÜÑ ÝÚÜÜÑ ÜÚäÜÑ

ßæ´�� �¼ ÝÚÝÜÑ ÝÚÝÜÑ ÝÚàÜÑ ÞÚÜÜÑ ÝÚàÜÑ ÝÚáÜÑ ÝÚãÜÑ ÝÚßÜÑ ÝÚÝÜÑ ÜÚåÜÑ

°�§-� ÝÚàÜÑ ÝÚßÜÑ ÞÚãÜÑ ÞÚåÜÑ ßÚßÜÑ ßÚÝÜÑ ßÚäÜÑ ßÚáÜÑ ßÚßÜÑ ßÚâÜÑ

pë�°£ âÞÚàÜÑ áÜÚäÜÑ àãÚåÜÑ ààÚÞÜÑ àÜÚåÜÑ àÜÚâÜÑ àÜÚãÜÑ ßäÚßÜÑ ßäÚÜÜÑ àÜÚáÜÑ

Ü�oÍ�Û ßãÚâÜÑ àåÚÞÜÑ áÞÚÝÜÑ ááÚäÜÑ áåÚÝÜÑ áåÚàÜÑ áåÚßÜÑ âÝÚãÜÑ âÞÚÜÜÑ áåÚáÜÑ

p° ÝÜÜÑ ÝÜÜÑ ÝÜÜÑ ÝÜÜÑ ÝÜÜÑ ÝÜÜÑ ÝÜÜÑ ÝÜÜÑ ÝÜÜÑ ÝÜÜÑ

図 D.7: 2010年の水田作作付延べ面積規模別経営費の割合

一方、平成 20年延長産業連関表の「米」産業の費用構成は「農業サービス（獣医を除

く）」が 14.96%を占めているが、図D.7の項目との対応関係は明らかではない。規模別の

加重平均では、概ね、「賃貸料」と「委託作業料」の合算額が同程度である。そこで、図D.7

の「賃貸料」と「委託作業料」が「農業サービス（獣医を除く）」に対応するものとし、他

の中間投入品目は合算して、平成 20年延長産業連関表の比率で配賦することにより、水田

作作付延べ面積規模別の投入額を作成した。付加価値項目についても、合算して、平成 20

年産業連関表の比率で配賦した。結果を図 D.8に示す。
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図 D.8: 2010年の水田作作付延べ面積規模別費用構成134



耕作規模によって生産性が変わらないと仮定すると、図 D.5に示した耕作規模別耕作面

積の比率は、耕作規模別の国内生産額の比率と一致する。

2008年の最終需要が 2030年まで維持され、耕作面積の総量の減少に関わらず必要な国

内生産額を賄いうると仮定して、産業連関分析を行った。

国内生産額の変化が最も大きい品目「農業サービス（獣医を除く）」の結果を表D.2に示

す。2030年でも、362百万円、0.066%の増加にとどまった。結果として、米生産の耕作規

模の変化が経済全体に及ぼす影響はごくわずかであることが明らかとなった。

表 D.2:農業サービス（獣医を除く）の国内生産額

年 国内生産額 (百万円) 2005年からの増加額 (百万円） 2005年からの増加率 (%)

2005 545812 0 -

2010 545885 73 0.013%

2015 545931 120 0.022%

2020 545986 174 0.032%

2025 546109 297 0.054%

2030 546174 362 0.066%
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付録E　SNA(Sysetem of National Accounts)の

推計処理の階層構造

E.1 SNAの概要と日本のSNA

SNAは一国の経済活動をマクロ的視点から会計概念により表示する、階層構造の体系で

ある。生産・支出・所得の三面から記述したフロー勘定と、富の蓄積について記述したス

トック勘定によって構成される。

日本では、政府部門については財政統計により詳細な内容が把握できる一方、民間部門

についてはサンプル調査の結果に基づく推計が中心となる。

金融については資金循環表が、国際収支については国際収支統計が、概念上の調整を経

て体系に組み込まれる。

一時点における記述として対象年の価額による名目額を公表しているほか、時系列的な

比較のために、物価変動の影響を取り除いた基準年の価額に換算した実質額も公表してい

る ([145])。

E.2推計処理（上位階層）

日本の SNAの推計処理は主に以下の６つのサブ・システムに分割される。これらを推計

処理（上位階層）としよう。処理の出力は別の処理の入力となるが、入出力関係を整理す

ると推計処理（上位階層）は相互に独立とみなせる。推計処理（上位階層）間の関係を図

E.1に示す。

1. コモディティ・フロー法による生産額及び支出額（支出側GDP）推計

2. 付加価値法による生産側GDP推計

3. 所得分配推計

4. 政府・非営利推計

5. ストック推計
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6. デフレーター推計
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図 E.1:国民経済計算の推計処理（上位階層）

1.コモディティ・フロー法による生産額及び支出額（支出側GDP）推計は、商品・サー

ビスの生産及び流通の経路のモデルに基づいて推計を行う。対象は民間企業の生産する財

貨・サービスである。出荷額と在庫変動額から生産額を推計する。出荷額に輸入額を加え、

輸出額を控除することで国内総供給額を推計する。生産者販売・卸売販売・小売販売の流

通段階ごとの運賃・マージンを加算することで、消費及び投資などの需要項目別に金額を

推計する。

2.付加価値法による生産側GDP推計は、コモディティ・フロー法から出力される生産額

を主な入力とする。基準年における産業連関表に基づき、中間投入比率を推計し、中間消

費額を推計する。生産額から中間消費額を控除することにより産業別の生産側GDPを推計

する。
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3.所得分配推計は、労働統計による産業別一人当たり平均賃金や雇用主の負担する社会

保険料などから、雇用者報酬を推計する。地代・金利・保険料などの統計から、生産側GDP

の分配後の所得の移転を推計する。

4.政府・非営利推計は、政府部門を中央政府・地方政府・社会保障基金に分類し、決算

統計をSNA概念に組み替えて推計する。非営利部門についてはサンプル調査の結果から推

定する。

5.ストック推計は、国富調査結果及び、設備投資額、減価償却率等の情報から、実物ス

トックを有形資産、ソフトウェア等の無形固定資産の別に推計する。地価等の情報から土

地資産額を推計する。金融資産については、日本銀行の資金循環統計を利用する。

6.デフレーター推計は、消費者物価指数、企業物価指数、企業サービス価格指数、農業

物価指数、賃金統計等の結果を利用して、商品・サービス別に、生産・輸出・輸入・設備

投資・中間消費・最終消費の各段階における物価指数を推計する。

E.3推計処理（中位階層）

推計処理（上位階層）のそれぞれは、相互に独立性の高いサブ・システムに分割される。

それらのサブ・システムを推計処理（中位階層）とする。１．コモディティ・フロー法を

構成する推計処理（中位階層）を例としよう。これらの推計処理（中位階層）間の関係を

図 E.2に示す。

1. 工業統計表の集計による製造業品目推計システム

2. 貿易統計による輸出入額推計システム

3. コモディティ・フロー法推計システム

4. 建設コモディティ・フロー法による建設生産額推計

5. 屑・副産物推計システム

1.工業統計表の集計による製造業品目推計システムは、工業統計表の個票データから、

産業別・品目別出荷額等を集計する。

2.貿易統計による輸出入額推計システムは、貿易統計から、コモディティ・フロー法の

品目分類による品目別輸出入額を集計する。
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図 E.2:国民経済計算・コモディティ・フロー法による生産額及び支出額推計の推

計処理（中位階層）
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3.コモディティ・フロー法推計システムは、出荷額、輸出入額、在庫額等の各種統計デー

タからコモディティ・フローのモデルにより生産額や「建設」以外の需要項目別支出額、建

設業品目別中間投入推計額を推計する。

4.建設コモディティ・フロー法による建設生産額推計は、建設業品目別中間投入推計額

と、建設業の賃金、営業余剰等の統計データから、建設生産額を推計する。

5.屑・副産物推計システムは、財貨の生産に伴って発生する屑・副産物の生産額を推計

する。

E.4推計処理（下位階層）

多くの推計処理（中位階層）はそれぞれ、さらに下位のサブ・システムに分割すること

ができる。分割された下位のサブ・システムはさらに下位のサブ・システムに分割できる

場合がある。

推計処理（中位階層）を構成するサブ・システム群を、階層の深さを問わず一括して推

計処理（下位階層）とする。

一つの推計処理（中位階層）を構成する推計処理（下位階層）の階層数は、推計処理（中

位階層）の複雑さの程度によって異なる。

前節の 2貿易統計による輸出入額推計システムは、貿易統計の品目分類をコモディティ・

フロー法の品目分類に組み替える単純な処理を行うため、推計処理（下位階層）を持たない。

一方、3.コモディティ・フロー法推計システムは、

1. 出荷額から産出額の推計

2. 輸入額と輸入関税額などから輸入品の国内流通額の推計

3. 輸出額と商社マージン率などから輸出品の出荷原価の推計

4. 出荷額、輸入品の国内流通額、輸出品の出荷原価額から国内出荷額の推計

5. 生産者直売、卸売経由、小売経由の販売のマージン率、運賃率等から各経路による支

出額の推計

6. 経路別の家計最終消費支出額、設備投資額、建設業中間投入額などを合算した総額の

推計等の推計処理

に分割される。これらの推計処理（中位階層）間の関係を図 E.3に示す。
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図 E.3:国民経済計算・コモディティ・フロー法推計システムの推計処理（下位階層）

このように、推計処理（中位階層）の複雑さは多様であり、それを構成する推計処理（下

位階層）の階層数も多様である。

上位、中位、下位の階層構造ともサブ・システムへの分割の基準は、各サブ・システム

が均等な程度のデータ処理量を分担することではない。言い換えると処理の複雑さの程度

は分割の基準ではない。推計処理のサブ・システムへの分割は SNAの階層構造を基準とし

ている。
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付録F　国民経済計算推計システムの開発経緯

と現状

F.1国民経済計算推計システムの開発経緯

国民経済計算推計システムの開発経緯を図 F.1に示す。

日本の国民経済計算は 1951年 8月に昭和 24年度推計結果が公表されて以来、毎年継続

して推計されている。開始当初は、紙のワークシート上で計算処理を行っていた。

1960年、経済企画庁経済研究所に、メインフレーム・コンピュータが導入され、コン

ピュータ処理による推計が開始された。

国民経済計算推計システムの特徴は、メインフレーム・コンピュータの導入当初から現

在にいたるまで、エンド・ユーザ・コンピューティングが重要な役割を果たしていること

である。

メインフレーム・コンピュータの導入当初は、専門プログラマではない職員による、計

算ライブラリの開発が行われた。経済企画庁の職員は、概ね 2-3年ごとに所属部署が変わ

る。そのため、パンチャーとして専門職員が雇用された職員以外は、メインフレーム・コ

ンピュータの管理部署に長く在籍する職員は稀であり、組織内には職業的プログラマは形

成されなかった。メインフレーム・コンピュータの運用管理には、1990年頃まで、メーカ

から派遣された CE（カスタマ・エンジニア）と SE（システム・エンジニア）が携わって

いたが、主に基盤的システムの運用管理が担当であり、国民経済計算推計システムのよう

なアプリケーション開発には関与していない。

プログラムの開発環境は、アセンブラ言語から始まったが、1966年に米国で FORTRAN

規格が整備され、日本でも 1967年に JIS規格となったことを受け、経済企画庁では主に

FORTRAN言語による開発が行われた。庁内で、一般職員向けに FORTRAN講習会が開催

され、アプリケーション開発はエンド・ユーザにより行われた。

この開発環境の経緯を受け、国民経済計算推計システムは 1980年頃に基幹システムの開

発がエンド・ユーザにより行われている。1977年には、FORTRAN77が規格化されている

ものの、システムの大半は FORTRAN77以前のメーカ仕様を含む FORTRANで記述されて
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いる。

国民経済計算推計システムはこの 1980年頃に開発されたエンド・ユーザによるアプリ

ケーションが基幹プログラムとして、現在に至るまで運用が続けられている。
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図 F.1:国民経済計算推計システムの開発経緯

F.2 SASの導入と国民生産課での基幹システムへの利用

一方、1982年にメインフレーム・コンピュータ上で動作するアプリケーション・システ

ムとしてSAS(Statistical Application System:当時）が導入された。SASは、SAS社の開発し

た統計処理用アプリケーション・システムであり、データをオブザベーションとして取り扱

う Data Stepと、統計処理を行う Procedure Stepの組合せで高度な処理を行う特徴がある。

国民経済計算では、主として時系列データや行列データを取り扱うため、オブザベーショ

ンに時点を表現する列を加えたり、行列演算のためのパッケージSAS/IML と組み合わせて

利用された。

SAS社はBase SASの特徴として「4GL(4th Generation Language:第４世代言語）」を挙げ

ている ([138])。ところが、SASの特徴である、統計処理パッケージの機能はほとんど利用

せず、Base SASのプログラミング機能が中心として利用された。
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SASアプリケーションは、その後のパーソナル・コンピュータ（PC）の普及に応じて、

PC上のアプリケーションとして発展しているが、国民経済計算部では、メインフレーム・

コンピュータ上の SASシステムを利用し続けている。

現在は、職員の中でも SAS言語を理解できる者は少数となっている。

F.3 PC上のExcelの導入と国民支出課での利用

国民経済計算部における PCの導入は、1990年頃から徐々に進められ、当初はメインフ

レーム・コンピュータの端末として利用されたが、2000年頃には、職員一人一台の PCが

整備され、Excel等の表計算ソフトが日常的に利用されるようになった。

国民経済計算の業務における、Excelの利用は、メインフレーム・コンピュータの基幹シ

ステムを利用している課では、プログラムに投入するデータの事前の加工等の手段にとど

まっている。

2000年頃に、国民支出課は、国民経済計算の推計業務に Excelの表計算機能を組織的に

利用しはじめた。国民支出課には、メインフレーム・コンピュータ上の FORTRANプログ

ラムによる基幹システムがあまり存在せず、多様なデータに比較的単純な処理を施す作業

が多いことから、Excelの利用を進めやすかったためである。

また、他府省からの出向者も多く、メインフレーム・コンピュータの利用方法の習得に

時間をかけるよりも、他府省でも一般的に使われている Excelを利用することが効率的で

あることも一因である。

国民支出課におけるExcelの利用方法は、入手した統計データを時系列的にExcelのシー

トに入力し、簡単な処理をシート上の計算式で行う。計算は原則として、一つのファイル

内で完結している。別のファイルへのデータ転記は、セルへのデータ貼り付けによって手

作業で行っている。

2-3年で人事異動により担当者が交代することから、シート上にデータの入手先の説明

や、処理手順についての解説が記述されており、その手順に従って作業することで必要な

推計処理が行えるようになっている。

国民支出課でのExcel利用においてはVBA(Visual Basic for Applications)やマクロは利用

していない。

国民支出課でも、法人企業統計調査などの大量のデータを取り扱う担当者は、メインフ

レーム・コンピュータの FORTRANで記述された基幹システムを利用している。

なお、季節調整などの処理についても、メインフレーム・コンピュータ上にX-12-ARIMA
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を移植したプログラムを用いて行っている。

F.4企画調査課でのExcelのVBA利用

国民経済計算では、四半期ごとに 2回づつ行う、四半期推計と、年に 1度行う、年次推

計が存在する。

年次推計では、各課で推計したデータをメインフレーム・コンピュータ上に再入力し、

国民経済計算部全体としての処理を企画調査課が行う。この処理は、2005年までメインフ

レーム・コンピュータのシステムにより行われていたが、同年、メインフレーム・コンピュー

タから PCにデータ転送した上で、PC上の Excelの VBA で処理を行うシステムを作成し、

以降、PC上の Excelでの作成が行われている。

最終的な結果は、Excelのワークシートとして公表される。

なお、Sigenoet al (2012)は、FORTRANで記述されたプログラムを EXCELの VBA の

プログラムに置き換えることを試みたプロジェクトの状況について報告している ([120])。
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付録G　国民経済計算推計システムにおける

FORTRANのEQUIVALENCE 文使用の事例

図G.1に経済企画庁 [nd]に記載された、プログラム解説を抜粋して示す ([139])。これは、

ITTL という名称の整数型配列変数の 35要素の配列を別の名称の文字型変数等にEQUIVA-

LENCE文を利用して再割り当てしていることを解説した文書である。

CHARは文字型変数、INTは整数型変数を示し「＊」の次の整数値が配列の要素数を示す。

ITTL（1）は、「ブロック名」を表す 4文字の文字列変数、

ITTL（2）は、「変数名」を表す４文字の文字列変数、

ITTL（3）～ITTL（15）の 13個の配列を「タイトル」を表す 52文字の文字列変数とし

て利用し、

ITTL（16）及び ITTL（17）のメモリ領域の半分を利用して、「単位」を表す 6文字の文

字列変数に割り当てることを説明している。

このように、変数のバイト数を意識したプログラミングは、重大でみつかりにくいバグ

につながることが指摘されており、現在のプログラムでは利用しないことが強く推奨され

ている ([127])。
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� ITTL(35) 

�   1 : d{Q=¡   CHAR * 4 

�   2 : �X¡   CHAR * 4 

�   3-15 : M2Vy   CHAR * 52 

�   16-17 : ")    CHAR * 6 

�   18-20 : Nm� 

�   21 : ¨M�ä�v  INT 

�   22 : ���fA�V{�y INT 

�   23 : c7�lQVA�V{�y INT 

�   24 : Ø*2�U1?�M  INT 
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図 G.1:国民経済計算推計システムにおける FORTRANのEQUIVALENCE文の使

用の事例
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付録H　付加価値推計のモジュールの一部を記

述したスクリプトを視覚的に表現した事例

図Ｈ．１に付加価値法による生産側GDP推計モジュールの一部を記述したスクリプトを

視覚的に表現した事例を示す。

モジュールを楕円で、データを四角で囲み、パラメータを囲みなしの文字で表現したも

のである。データがモジュールによって変換されていく様子が示されている。

この図は、スクリプトの内容をGraphVizにより視覚化して表現したものである。
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図 H.1:付加価値法による生産側GDP推計のモジュールの一部を記述したスクリ

プトを視覚的に表現した事例
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付録Ｉスクリプトの開発環境

Ｉ.1スクリプトの編集イメージ

スクリプトの編集イメージを図Ｉ.1に示す。

このスクリプト及び編集・実行環境は、（株）パイケークに委託して開発した ([140])。

図Ｉ.1では、４つのウィンドーに分かれていることが示されている。

右上がスクリプトの編集画面、左上がディレクトリとファイルの表示画面、右下がスク

リプトの実行結果表示画面、左下がモジュールの解説画面である。

右上のスクリプトの編集画面と、左上のディレクトリとファイルの表示画面を使って、ス

クリプトを記述する。

スクリプト編集画面は、行列のセルに分割されている。スクリプトは、上部から下部に

１行づつ実行されていく。

列方向は、位置ごとに記述すべき内容が指定されている。

第１列は、コマンド列である。コマンド列は、その行の示す内容と、モジュールの種類

を示す。

echoコマンドは、その行の右側の列の内容をそのままメッセージとして表示する。

javaコマンドは、その行のモジュールが javaモジュールであることを示し、右の列で指

定された入出力ファイルおよびパラメータにしたがって、javaモジュールを実行する。

macroコマンドは、その行のモジュールがスクリプト・モジュールであることを示し、右

の列で指定された入出力ファイルおよびパラメータにしたがって、スクリプト・モジュー

ルを実行する。

2列目はプロセス名を記述する。プロセス名は、モジュールの実行結果によって処理を

分岐する場合に利用する。

3列目はコメント列であり、処理の実行には影響しない。

4列目がモジュール名であり、javaモジュール、スクリプト・モジュール、OSコマンド

などを記述する。javaモジュールとスクリプト・モジュールについては、左上の表示ファ

イルをドラグ・アンド・ドロップにより指定することができる。

5列目は、javaモジュールのクラスパスを指定する。
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図Ｉ.1:スクリプトの編集イメージ (説明用コメントを付加した。)

6列目は、javaモジュールのメインクラスを指定する。

7列目は、javaモジュールへのパラメータ指定に利用する。

8列目以降が、「属性」と「入出力ファイル」または「パラメータ」のペアでの記述を繰

り返す。「属性」は、入力ファイルを表す IN、出力ファイルを表すOUT、パラメータ入力

を表す STRの３種類である。「入出力ファイル」または「パラメータ」は、モジュールの

文字列変数に受け渡される。スクリプト・モジュールに受け渡された文字列は、当該スク

リプトの「入出力ファイル」または「パラメータ」の入力として利用される。

左下のモジュールの解説画面は、左上のファイルで選択されたモジュールに設定された

解説が表示される。解説はモジュール全体の解説と、入出力ファイルおよびパラメータに

関する解説を設定できる。この解説は、モジュール作成者が入力する。

右上の編集ウィンドーの上部の緑の実行ボタンを押すと、スクリプトが実行される。実

行結果は右下のスクリプトの結果表示画面に表示される。表示内容は、echoコマンドによ

るメッセージ表示および、各モジュールの標準出力への出力内容である。
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I.2データ参照画面

AADL コンパイラに、CSV形式のファイルをカラムごとに整形表示するウィンドウを

追加し、上下、左右にスクロールして、大規模データを容易に参照できる環境を整備した

（[134]）。図 I.2にデータ参照画面の例を示す。

図Ｉ.2:データ参照画面

左画面でプロジェクトやフォルダ、ファイルを選択し、ダブルクリックすることで、右画

面に CSVデータが表示される。上下・左右のスクロールにより高速に表示される。なお、

本画面は参照専用で、データの更新はできない設計としている。

I.3ドラッグ・アンド・ドロップによるスクリプトの記述

図 I.3に編集画面を示す。スクリプトの記述は、大半の操作はドラッグ・アンド・ドロッ

プで行うことができる。

例えば、スクリプト・モジュールの編集は、図の左側のファイルを右側のウィンドにド

ロップすることで開始することができる。

図 I.3の右側の画面では、モジュール及び入出力ファイルをセルに記述していくが、そ

の選択も、図 6.7の左側のファイルをツリーから選択し、セル内にドロップすることで行
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図Ｉ.3:スクリプト編集画面（ドラッグ・アンド・ドロップ操作の説明を付加した。）

える。

図 I.3に示すように、モジュール名は日本語ファイル名も利用できる。

図 I.4に、モジュール選択画面を示す。左上画面のツリーからモジュールを選択すると、

モジュール開発者が入力した、そのモジュールに関する解説や入出力ファイルに関する説

明が左下画面に表示されるよう設計している。

このため、エンド・ユーザにとってスクリプトを記述することは AADL 言語でプログラ

ムを記述することに比べてはるかに容易である。
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図Ｉ.4:モジュール選択画面
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付録Ｊ　交換代数

Ｊ.1冗長代数

交換代数は、Deguchi(2004)([141])が、簿記の代数構造を公理化した。以下Deguchi(2004)

に従って記述する。

まず、冗長代数を定義する。

Ωを空でない集合とし、T を非負実数の集合とする。Ω上に二項演算+と単項演算 ∧,∼

を、またスカラー積 ax ∈ Ωを a ∈ T及び x ∈ Ωに次の公理を満たすように定義する。この

時Ωを冗長代数あるいは、冗長空間と呼ぶ。

1. ∀x, y ∈ Ω, x+ y = y+ x ∈ Ω

2. ∀x, y, z ∈ Ω, (x+ y) + z= x+ (y+ z)

3. ∀x ∈ Ω, x+ 0 = x

4. ∀a,b ∈ T,∀x ∈ Ω, a(bx) = (ab)x

5. ∀x ∈ Ω,1x = x, 0x = 0

6. ∀a,b ∈ T,∀x ∈ Ωax+ bx= (a+ b)x

7. ∀a ∈ T,∀x, y ∈ Ω, a(x+ y) = ax+ ay

8. ∀x ∈ Ω,∼ (∼ x) =∼ x

9. ∀x ∈ Ω,∧(∧x) = x

10. ∀x, y ∈ Ω,∼ (x+ y) =∼ (∼ x+ ∼ y)

11. ∀x, y ∈ Ω,∧(x+ y) = ∧x+ ∧y

12. ∀x, y ∈ Ω,∼ (∧x+ y) = 0 ≡∼ x =∼ y

13. ∀x ∈ Ω,∼ (∧x) = ∧(∼ x)
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14. ∀a ∈ T,∀x ∈ Ω,∼ (ax) = a(∼ x),∧(ax) = a(∧x)

15. ∀x, y ∈ Ω, x+ y = 0→ x = 0
∧

y = 0

16. ∀z, x ∈ Ω, x+ z= x→ z= 0

17. ∀a ∈ T,∀x ∈ Ω, ax= 0→ a = 0
∨

x = 0

冗長代数の例 RT = {(x1, x2 | x1, x2 ∈ R+}

(x1, x2) + (y1, y2) = (x1 + y1, x2 + y2)

a(x1, x2) = (ax1, ax2),a ∈ R+

∧(x1, x2) = (x2, x1)

∼ (x1, x2) = (x1 − x2, 0) i f x1 − x2 ≥ 0

∼ (x1, x2) = (x2 − x1, 0) i f x1 − x2 < 0

この場合 RT は公理を満たし、冗長代数である。

冗長ノルムの定義 冗長空間 Ωの要素 xに対して実数 |x|を対応させる関数ノルムを次の

ように定義する。

1. |x| ≥ 0 and |x| ≥ 0 ≡ x = 0

2. |ax| = a |x|

3. |x+ y| ≤ |x| + |y|

4. |∧x| = |x|

5. |∼ x| ≤ |x| and |x| = |∼ x| ≡ ∼ x = x

基本基底、双対基底、拡張基底 Λを Ωの基底であるとする。∀x ∈ Λに対して |x| = 1で

ある時、ΛをΩの基本基底と呼び、∧Λ = {e | e ∈ Λ}はΩの双対基底とし、Γ = Λ ∪ ∧Λを

Ωの拡張基底と呼ぶ。

Ｊ.2交換代数

引き続き交換代数について、Deguchi(2004)に従って記述する。

Λを冗長空間 Ωの基本基底とし、Γ = Λ ∪ ∧Λを Ωの拡張基底とする時、以下の 6つの

公理を満たすとき、Ωを交換代数と呼ぶ。
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1. ∀a,ba⇔ b ≡ ∧a⇔ ∧b

2. ∀a,b, ca⇔ bandb⇔ c→ ¬(a⇔ c)

3. ∀a,ba⇔ b ≡ b⇔ a

4. ∀a,ba⇔ b→ ¬(a⇔ ∧b)

5. ∀a,b, c¬(a⇔ b)and¬(b⇔ c)→ ¬(a⇔ c)

6. ∀a,∃ba⇔ b

関係⇔を交換関係と呼ぶ。関係⇔が定義された基本基底Λを交換代数の交換基底と呼

ぶ。Γを拡張交換基底と呼ぶ。

Ｊ.3交換代数による簿記の記述例

表 J.1の簿記を交換代数によって記述すると、以下の通りである。

x1 = 200<現金,円 > +100<りんご,円 > +100<利益,円 >

x2 = 50<費用,円 > +50∧ <現金,円 >

x3 = 100∧ <利益,円 > +100<損益,円 > :振替データ

x4 = 50∧ <損益,円 > +50∧ <費用,円 > :振替データ

y = x1 + x2 + x3 + x4

= 200<現金,円 > +100<りんご,円 > +100<利益,円 >

+50<費用,円 > +50∧ <現金,円 >

+100∧ <利益,円 > +100<損益,円 >

+50∧ <損益,円 > +50∧ <費用,円 >

∼ y = 150<現金,円 > +100<りんご,円 > +50<損益,円 >:損益収支

∼は、冗長代数のバー演算子である。

Ｊ.4振替演算

簿記における振替演算の概念を流用して、交換代数でも振替演算を行う ([141])。

∼ (元データ +振替データ)の形で規定される。

1. 集計
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表Ｊ.1:交換代数による簿記の記述例

借方 貸方

現金 200 りんご 100

利益 100

費用 50 現金 50

振替データ

利益 100 損益 100

損益 50 費用 50

損益収支

現金 150 りんご 100

利益 100

2. 配賦

3. 単位の変換

の操作に用いる。
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付録Ｋ　AADL(Algebraic Accounting

Description/Design Language)

Ｋ.1 AADL の概要

AADL(Algebraic Accounting Description/Design Language)は、交換代数を用いた代数的

仕様記述を直接コンパイルできる高次言語である。

AADL の概要についてパイケーク (2010a)([142])に基づき記述する。

AADL(Algebraic Accounting Description/Design Language)は、交換代数による代数的仕

様記述のために開発された言語である。専用のコンパイラ (AADL コンパイラ)によって、

コンパイルされ、AADL 実行モジュールが生成される。

AADL コンパイラは、AADL プログラムコードを Javaプログラムとして実行可能なモ

ジュールにコンパイルする。したがって、AADL 実行モジュールは Javaプログラムとして

Java実行環境の下で、動作する。

現在、AADL コンパイラは Javaにより実装されている。

図Ｋ.1に AADL コンパイラの構成概念図を示す。

AADL コンパイラの実装には、パーサ・ジェネレータANTLR v3を利用している ([143])。

AADL プログラムコードは、パーサにより解析された結果から、Javaプログラム・コー

ドを生成する。交換代数に関する記述は交換代数パッケージのクラス・メソッド呼び出し

に変換される。

生成された Javaプログラム・コードは、Oracle社の提供する Javaコンパイラによってバ

イトコードにコンパイルされ、Java実行モジュール (Jarファイル)として出力される。

交換代数パッケージ (Exalge2.jar)は、出口、パイケークによって開発された。

Ｋ.2 AADL のデータ型

AADL で利用できるデータ型のうち、領域特有のものは次の通りであり、交換代数パッ

ケージに実装されている。
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図Ｋ.1: AADL コンパイラの構成概念図
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ExBase交換代数の基底

ExBaseSet交換代数基底（ExBase)の集合

ExBasePattern基底パターン。アスタリスクを任意の文字列にマッチするワイルドカード

とみなし、基底とのマッチングを行うデータ型

ExBasePatternSet基底パターン（ExBasePattern)の集合

Exalge 交換代数の元

ExaAlgeSet交換代数元の集合

TransTable 交換代数の振替変換テーブル

TransMatrix 交換代数の按分変換テーブル

ExTransfer 交換代数の変換テーブル

AADL で利用できるリテラルのうち、領域特有のものは次の通りである。

ExBase交換代数基底リテラル　 ′ < ”apple” , ”yen” , ”Y1960”, ” sub ject” >′など。

Exalge 交換代数元リテラル’3.01@ExBase変数’ など、’@’ 演算子により、値となるオブ

ジェクト及び ExBaseオブジェクトから生成される。

なお、次のオブジェクトはファイルからの読み込みにより生成される。

TransTable 交換代数の振替変換テーブル

TransMatrix 交換代数の按分変換テーブル

ExTransfer 交換代数の変換テーブル

Ｋ.3交換代数の基底

交換代数基底は、ハットキー、名前キー、単位キー、時間キー、主体キーを保持する。

ハットキーは HATまたは NO HATの値を持つ。

名前キー、単位キー、時間キー、主体キーは String型の値を持ち、値が無い場合は#を

持つ。

交換代数基底は、<名前キー,単位キー,時間キー,主体キー >　で NO HATのリテラル

が生成される。

HATのリテラルは、　 ∧ <名前キー,単位キー,時間キー,主体キー >により生成される。
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Ｋ.4特殊な変数

特殊な変数として、次の 3つがある。

プログラム引数 AADL 実行モジュール実行時のプログラム引数を取得するための定数で、’$1’

～’$99’までのキーワードで、任意の番号の定数を利用できる。AADL 実行モジュール

実行時のコマンドライン引数に与えられた１番目から 99番目の文字列が’$1’～’$99’

の定数に格納される。この定数は Stringオブジェクトである。

イテレータ要素変数 AADL の内包記述において、内包記述ブロックのイテレータ式の中で

記述する。イテレータ式の中で要素となる値を格納する変数がイテレータ要素変数と

なる。

エイリアス変数 AADL の内包記述において、エイリアスの中で記述する。変数の代入と同

様の書式をとり、代入先の変数がエイリアス変数になる。エイリアスの記述によって

宣言され、内包記述ブロック内に限定されたスコープを持つ。

Ｋ.5交換代数の演算

交換代数基底に対するハット演算 交換代数基底には、ハットなし基底とハット付き基底

がある。

交換代数基底に対するハット演算は次のように定義される。

x =< e1 >, y = ∧ < e2 >

∧x = ∧ < e1 >,∧y =< e2 >

交換代数元に対するハット演算 交換代数元に対するハット演算は、交換代数元に含まれ

るすべての基底に対してハット演算を行った結果となる。

x = 10< e1 > +20< e2 > +30∧ < e3 >, y = 1∧ < e1 > +2∧ < e2 > +3 < e3 >

∧x = ∧10< e1 > + ∧ 20< e2 > +30< e3 >,∧y = 1 < e1 > +2 < e2 > +3∧ < e3 >

交換代数元の加算 交換代数元の加算は、同じ基底の値が加算された結果となる。

x = 10< e1 > +20< e2 > +30∧ < e3 >, y = 30< e1 > +20∧ < e2 > +10< e3 >

x+ y = 10< e1 > +20< e2 > +30∧ < e3 > +30< e1 > +20∧ < e2 > +10< e3 >

= 40< e1 > +20< e2 > +30∧ < e3 > +20∧ < e2 > +10< e3 >
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交換代数元に対するバー演算 交換代数元に対するバー演算は、次のように定義される。

x = a < e> +b∧ < e>

a > bの時、∼ x = (a− b) < e>

a < bの時、∼ x = (a− b)∧ < e>

a = bの時、交換代数基底 < e>を持つ元が取り除かれる。

交換代数元と実数値の積 交換代数元と実数値の積は、交換代数元の全ての要素の値に実

数値を乗じた結果となる。

x = a < e> +b∧ < e>, c =実数値、ただし c ≥ 0

x× c = c× x = (ac) < e> +(bc)∧ < e>

交換代数元と実数値の商 交換代数元と実数値の商は、交換代数元の全ての要素の値を実

数値で除した結果となる。

x = a < e> +b∧ < e>, c =実数値、ただし c > 0

x/c = (a/c) < e> +(b/c)∧ < e>

交換代数元の逆数 交換代数元の逆数は、交換代数元の全ての要素の値の逆数を持つもの

となる。

x = a < e> +b∧ < e>、ただし a , b , 0

交換代数元の逆元 交換代数元の逆元は、次のように定義される。

x = a < e> +b∧ < e>

invElement(x) = c < e> +d∧ < e>

a > bの時、c = 1/(a− b),d = 0

a < bの時、c = 0,d = 1/(b− a)

a = bの時、c = 0,d = 0、ただし、演算結果から値が 0の要素は取り除かれる。

交換代数元の積（要素積） 交換代数元の積（要素積）は、次のように定義される。

v = a < e> +b∧ < e>,w = c < e> +d∧ < e>

v× w = w× v = (ac+ bd) < e> +(ad+ bc)∧ < e>

積の定義において、対となる基底が存在しない場合は、値が 0である要素を持つとみな

して計算し、演算結果から値が 0である要素を取り除いた結果となる。
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交換代数元の商（要素商） 交換代数元の商（要素商）は、次のように定義される。

v/w = v× invElement(w)

積の定義において、対となる基底が存在しない場合は、値が 0である要素を持つとみな

して計算し、演算結果から値が 0である要素を取り除いた結果となる。

Ｋ.6交換代数の変換

交換代数の変換とは、基底パターンによって定義された変換定義に従って、交換代数元

の要素を変換する機能である。

基底パターン 基底パターンは、交換代数基底と同様に、ハットキー、名前キー、単位キー、

時間キー、主体キーを保持する。

基底パターンの文字列表現は、

名前キー’-’ ハットキー’-’ 単位キー’-’ 時間キー’-’ 主体キー

である。

変換定義では、変換対象の基底を特定するための変換元基底パターンと、変換対象基底

の変換結果を指定する変換先基底パターンを指定する。交換代数の変換では、変換元基底パ

ターンによって基底のパターンマッチングを行い、変換先基底パターンに基底を変換する。

Ｋ.7交換代数元の変換

交換代数元の変換は、変換定義に従い、指定された交換代数元の要素を変換する機能で

ある。

振替変換 振替変換は、交換代数元の要素の基底を別の基底に振り替える。

x = 6∧ < e1 > +2 < e2 > +2 < e3 > +4 < e4 > +5∧ < e5 >

に対して、変換定義 tが次の場合

( f rom) < e1 >→ (to) < eA >

( f rom) < e2 >→ (to) < eA >

( f rom) < e3 >→ (to) < eA >

164



変換結果 rは次のようになる。

r = 6∧ < e1 > +2 < e2 > +2 < e3 > +4 < e4 > +5∧ < e5 >

+6 < e1 > +6∧ < eA >

+2∧ < e2 > +2 < eA >

+2∧ < e3 > +2 < eA >

= 6∧ < e1 > +2 < e2 > +2 < e3 > +4 < e4 > +5

+6 < e1 > +6∧ < eA > +2∧ < e2 > +4 < eA > +2∧ < e3 >

按分変換 按分変換は、交換代数元の要素の基底と値を、変換定義の比率によって、複数

の基底と値に按分する。

x = 90∧ < e1 > +4 < e2 > +5∧ < e3 >

に対して、按分変換テーブル (TransMatrix)の変換定義 tが次の場合

( f rom) < e1 >→ (to) < eA >, (value)0.1

( f rom) < e1 >→ (to) < eB >, (value)0.4

( f rom) < e1 >→ (to) < eC >, (value)0.5

変換結果 rは次のようになる。

r = 90∧ < e1 > +4 < e2 > +5∧ < e5 >

+90< e1 > +(90× 0.1)∧ < eA >

+(90× 0.4)∧ < eB >

+(90× 0.5)∧ < eC >

= 90∧ < e1 > +4 < e2 > +5∧ < e5 >

+90< e1 > +9 < eA > +36∧ < eB > +45∧ < eC >

その他の変換 変換テーブル (ExTransfer)では、振替変換と按分変換のほか、’hat’属性に

よる変換と’multiply’ 属性による変換定義ができる。

’hat’属性による変換定義は、振替変換と同じ変換を行い、変換結果にハット演算を行っ

た結果となる。

’multiply’ 属性による変換定義は、変換定義に指定された値を変換対象の値に乗ずる。

x = 90∧ < e8 > +4 < e4 > +5∧ < e5 >

に対して、変換定義 tが次の場合

( f rom) < e5 >→ (to) < eB >, (attr)hat

( f rom) < e8 >→ (to) < eF >, (attr)multiply, (value)2
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( f rom) < e8 >→ (to) < eG >, (attr)multiply, (value)4

変換結果 rは次のようになる。

r = 90∧ < e8 > +4 < e4 > +5∧ < e5 >

+90< e8 > +(90× 2)∧ < eF >

+(90× 4)∧ < eG >

+5 < e5 > + ∧ (5∧ < eB >)

= 90∧ < e8 > +4 < e4 > +5∧ < e5 >

+90< e8 > +180∧ < eF >

+360∧ < eG >

+5 < e5 > +5 < eB >

Ｋ.8ファイル入出力

AADL では、テキスト形式のほか、交換代数標準形のCSV形式などによるファイル入出

力がサポートされている。

Exalge, ExalgeSet, ExBaseSet, ExBasePatternSet, TransTable, TransMatrix, ExTransfer型変

数の値は、交換代数標準形として定義されているCSVファイル・フォーマット等によるファ

イル入出力が可能である。

テキスト・ファイル形式によるファイル入出力の対象は、String, StringList型変数である。

ファイル入力の記述 vars : S tring,a : Exalge, t : TransTable;

//ファイル入力

s<< − txtFile($1); //$1に指定されたファイルをテキスト・ファイルとして読み込む

a<< − csvFile($2);//$2に指定されたファイルを CSV形式のファイルとして読み込む

t << − csvFile($3);//$3に指定されたファイルを CSV形式のファイルとして読み込む

ファイル出力の記述 vars : S tring,a : Exalge, t : TransTable;

//ファイル出力

s− >> txtFile($1); //$1に指定されたファイルをテキスト・ファイルとして出力

a− >> csvFile($2);//$2に指定されたファイルを CSV形式のファイルとして出力

t − >> csvFile($3);//$3に指定されたファイルを CSV形式のファイルとして出力
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本論文では、交換代数集合の CSV標準形形式を AADL 形式とする。

交換代数集合の標準形ファイル・フォーマット CSV形式の場合、カンマ区切りのテキス

ト・ファイルで次のようなフォーマットとなる。

1. 行の先頭（最初のカラム）から、次のような順序でカラムを認識する。値、ハット

キー、名前キー、単位キー、時間キー、主体キー

2. 空白行は交換代数の元の区切りとなる（ExAlgeSetデータ型のみ）

3. 連続した空白行は、1行分の空白とみなす。

4. 各カラムにおける前後空白は、無視される。

5. ’#’ で始まる行は、コメント行とみなす。

6. 先頭カラムが”null”の場合は、null値とみなす。

7. ハットキーが省略された場合、ハット無し基底とみなす。

8. 単位キー以降のカラムが省略された場合、省略記号 (’#’) が代入される。

交換代数基底集合の標準形ファイル・フォーマット CSV形式の場合、カンマ区切りのテ

キスト・ファイルで次のようなフォーマットとなる。

1. 行の先頭（最初のカラム）から、次のような順序でカラムを認識する。ハットキー、

名前キー、単位キー、時間キー、主体キー

2. 空白行は無視される

3. 各カラムにおける前後空白は、無視される。

4. ’#’ で始まる行は、コメント行とみなす。

5. ハットキーが省略された場合、ハット無し基底とみなす。

6. 単位キー以降のカラムが省略された場合、省略記号 (’#’) が代入される。
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基底パターン集合の標準形ファイル・フォーマット CSV形式の場合、カンマ区切りのテ

キスト・ファイルで次のようなフォーマットとなる。

1. 行の先頭（最初のカラム）から、次のような順序でカラムを認識する。ハットキー、

名前キー、単位キー、時間キー、主体キー

2. CSVファイルの先頭（第 1行目）は識別子となり、必ず次の文字列でなければなら

ない。#ExBasePatternSet

3. CSVファイルの第 2行目はヘッダー行となり、必ず次の文字列でなければならない。

hat,name,unit,time,subject

4. 空白行は無視される

5. 各カラムにおける前後空白は、無視される。

6. ’#’ で始まる行は、コメント行とみなす。

7. ハットキーが省略された場合、ワイルドカード記号 (’*’) が代入される。

8. 名前キー以降のカラムが省略された場合、ワイルドカード記号 (’*’) が代入される。

振替変換テーブルの標準形ファイル・フォーマット CSV形式の場合、カンマ区切りのテ

キスト・ファイルで次のようなフォーマットとなる。

1. 行の先頭（最初のカラム）から、次のような順序でカラムを認識する。属性、名前

キー、単位キー、時間キー、主体キー

2. 空白行は無視される

3. 各カラムにおける前後空白は、無視される。

4. ’#’ で始まる行は、コメント行とみなす。

5. 属性に指定可能な文字列は、振替元を示す from（空白）または、振替先を示す toの

いずれか。

6. 属性が省略された場合、fromとみなす。

7. 基底キーのカラムが省略された場合、ワイルドカード記号 (’*’) が代入される。

8. 連続した”from”属性の基底が、次の”to”属性の基底に関連づけられる。

168



按分変換テーブルの標準形ファイル・フォーマット CSV形式の場合、カンマ区切りのテ

キスト・ファイルで次のようなフォーマットとなる。

1. 行の先頭（最初のカラム）から、次のような順序でカラムを認識する。属性、按分比

率、名前キー、単位キー、時間キー、主体キー

2. 空白行は無視される

3. 各カラムにおける前後空白は、無視される。

4. ’#’ で始まる行は、コメント行とみなす。

5. 属性に指定可能な文字列は、按分元を示す fromまたは、按分先を示す to（空白）の

いずれか。

6. 属性は、fromが按分元基底、toが按分先基底を示す。

7. 属性が省略された場合、toとみなす。

8. 属性が fromの按分比率は無視される。

9. 按分比率は 0より大きい数値でなければならない。

10. 基底キーのカラムが省略された場合、ワイルドカード記号 (’*’) が代入される。

11. 連続した”to”属性の基底が、次の”from”属性の基底に関連づけられる。

変換テーブルの標準形ファイル・フォーマット CSV形式の場合、カンマ区切りのテキス

ト・ファイルで次のようなフォーマットとなる。

1. 行の先頭（最初のカラム）から、次のような順序でカラムを認識する。変換元基底パ

ターン名前キー、変換元基底パターン単位キー、変換元基底パターン時間キー、変換

元基底パターン主体キー、変換先基底パターン名前キー、変換先基底パターン単位

キー、変換先基底パターン時間キー、変換先基底パターン主体キー、変換属性名、返

還属性値

2. CSVファイルの第行目はヘッダー行となり、必ず次の文字列でなければならない。

from name,fromunit,from time,from subject,toname,tounit,to time,to subject,attribute,value

3. 空白行は無視される
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4. 各カラムにおける前後空白は、無視される。

5. ’#’ で始まる行は、コメント行とみなす。

6. 属性名に指定可能な文字列は、ratio,multiply, aggre, hatのいずれか。

7. 属性名が省略された場合は、aggre属性となる。この場合、属性値も省略できる。

8. 属性名が hatの場合、属性値は省略できる。

9. 属性名が aggreもしくは hatの場合、属性値にどのような値を指定しても、常に 1と

なる。

10. 基底キーのカラムが省略された場合、ワイルドカード記号 (’*’) が代入される。

Ｋ.9内包記述ブロック

AADL では、繰り返し処理を記述する文法は定義されていない。繰り返しの制御構造に

近い動作を実現するための文法として「内包記法」が利用可能である。

内包記法ブロックは次のように定義される。

′{′内包式　′ |′ (イテレータ式 |評価式 |エイリアス |ブロック　)[[ ′,′ (イテレータ式 |評価

式 |エイリアス |ブロック）　]...]′}′

内包記法は、イテレータ式に記述された内容で繰り返し処理を行い、内包式を実行する

記法である。内包記法ブロックは内包式が返す値のリストを生成する。内包式が返す値は、

その値を複数格納できるコレクション型の要素でなければならない。内包記述ブロックが

返すリストを変数に代入する場合は、内包式が返す値を複数格納できるコレクション型変

数でなければならない。

内包記法では、′ |′の後にカンマ区切りで記述された順序で、イテレータ式、評価式、エ

イリアスブロックが実行され、最後に内包式が実行される。

内包記述ブロック内のブロックには通常の文を記述することができる。また、内包記述

ブロックのみで有効な’break’分を含めることができる。’break’文に処理が到達したとき、

この内包記述ブロックの外に制御を移すことができる。

イテレータ式 イテレータ式の書式は次のように定義される。

識別子′ ←′ (識別子 |リストリテラル |ファイル記述子）
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最初の識別子は、リストの要素を格納する変数（イテレータ要素変数）の変数名である。

イテレート記号 ′ ←′の後には、コレクション型の値を、リストリテラルもしくは変数名で

記述する。このコレクション型の要素が任意の順序で取り出され、イテレータ要素変数に

格納される。イテレータ式を複数記述した場合、二重、三重の繰り返し処理が実行される。

ファイル記述子を指定した場合は、そのファイルの順次読み込みを行ういてレートとな

る。このファイル記述子に’txtFile’ を指定した場合は TextFileReaderオブジェクトとしてイ

テレートする。’csvFile’を指定した場合は CsvFileReaderオブジェクトとしてイテレート

する。

エイリアス エイリアスは内包記述ブロック内で、式の結果を格納する一時変数を定義す

る記述となる。

識別子’=’ 式

式には任意の式を記述できる。

評価式 評価式には真偽値 (Boolean)を返す式を記述する。内包記述ブロックの実行にお

いて、この評価式の結果が偽 (false)となる場合、以降のイテレータ式、評価式、エイリア

ス、ブロックは評価されず、偽 (false)を返した評価式の直前にあるイテレータ式で記述さ

れた繰り返し処理が継続される。

内包式 内包式には、内包記述ブロックの結果を代入するコレクション型変数の要素と同

じデータ型の値を返す式を記述する。

内包式では、同一内包記述ブロック内のイテレータ要素変数、エイリアス変数を参照す

ることができる。

Ｋ.10関数

AADL では、’function’キーワードにより任意の関数を定義することができる。

Ｋ.11 Javaアクション・ブロック

’ {’ から’ }’ までの記述は、Javaプログラムコードとなる。Javaアクション・ブロックは、

式として AADL プログラム中に埋め込むことができる。また、プログラム・ブロック、関

数定義ブロックの外にも記述できる。
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付録Ｌ　ADDL(Algebraic Data Description

Language)

Ｌ.1 ADDLの概要

ADDL(Algebraic Data Description Language)は、データ代数を用いた代数的仕様記述を

直接コンパイルできる高次言語である。

ADDL の概要についてパイケーク (2010b)([144])に基づき記述する。

ADDL(Algebraic Data Description Language)は、データ代数による代数的仕様記述のため

に開発された言語である。交換代数を取り扱うAADL 言語を処理するAADL コンパイラに

処理機能が追加されており、AADL コンパイラでコンパイルされ、AADL 実行モジュール

が生成される。（ADDL 言語のコンパイル結果も AADL 実行モジュールに含まれている。）

AADL コンパイラは、ADDL プログラムコードを Javaプログラムとして実行可能なモ

ジュールにコンパイルする。したがって、AADL 実行モジュールは Javaプログラムとして

Java実行環境の下で、動作する。

図Ｌ.1に AADL コンパイラの ADDL 言語処理に関する構成概念図を示す。

データ代数に関する記述はデータ代数パッケージのクラス・メソッド呼び出しに変換さ

れる。

生成された Javaプログラム・コードは、Oracle社の提供する Javaコンパイラによってバ

イトコードにコンパイルされ、Java実行モジュール (Jarファイル)として出力される。

データ代数パッケージ (Dtalge2.jar)は、出口、パイケークによって開発された。

Ｌ.2 ADDLのデータ型

ADDL で利用できるデータ型のうち、領域特定のものは次の通りであり、データ代数パッ

ケージに実装されている。

DtBaseデータ代数の基底

DtBaseSetデータ代数基底（DtBase)の集合
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図Ｌ.1: AADL コンパイラの ADDL 言語処理に関する構成概念図
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DtBasePatternデータ代数の基底パターン。アスタリスクを任意の文字列にマッチするワ

イルドカードとみなし、基底とのマッチングを行うデータ型

DtBasePatternSetデータ代数の基底パターン（DtBasePattern)の集合

Dtalge データ代数の元。このデータ型は、一組の「データ代数基底と値のペア」を１要素

とする、複数の要素で構成される。

DtStringThesaurus 語句のシソーラス定義

DtalgeSetデータ代数元の集合

ADDL で利用できるリテラルのうち、領域特有のものは次の通りである。

DtBaseデータ代数基底リテラル　 ′ << ”name” , ” string” >>′ など。名前キー、データ型

キー、属性キー、主体キーの順に指定。データ型キーは、”boolean”,”decimal”,”string”

のみが指定でき、それぞれ、Boolean型、Decimal型、String型を示す。

Dtalge データ代数元リテラル ′3.01@<< ”value” , ”decimal” >>′や ′sna@<< ”name” , ” string” >>′

など、’@’ 演算子により、値となるオブジェクト及び DtBaseオブジェクトから生成

される。値となるオブジェクトはDtBase変数のデータ型キーに応じて、Boolean型、

Decimal型、String型もしくは null値リテラルとなる。

なお、次のオブジェクトはファイルからの読み込みにより生成される。

DtStringThesaurus 語句のシソーラス定義

Ｌ.3データ代数の演算

データ代数元の結合 データ代数元の結合は、2つのデータ代数元に同じ基底の要素が存

在する場合、右側の要素の値となる。

x =鈴木 <<名前, string>> +25<<年齢, decimal>> +男性 <<性別, string>>

y =田中 <<名前, string>> +35<<年齢,decimal>> +true<<フラグ, boolean>>

x + y = 田中 << 名前, string >> +35 << 年齢,decimal>> +男性 << 性別, string >>

+true<<フラグ,boolean>>
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比較演算子 比較演算子’==’ は 2つのデータ代数元が等しい場合に true、等しくない場合

に falseとなる。

比較演算子’!=’ は２つのデータ代数元が等しい場合に false、等しくない場合に trueと

なる。

2つのデータ代数元が等しいとは、すべての要素の基底と値が等しい場合である。

Ｌ.4ファイル入出力

ADDL では、データ代数標準形のCSV形式などによるファイル入出力がサポートされて

いる。

ファイル入力の記述 vara : Dtalge, t : DtS tringThesaurus;

//ファイル入力

a<< − csvFile($1);//$1に指定されたファイルを CSV形式のファイルとして読み込む

t << − csvFile($2);//$2に指定されたファイルを CSV形式のファイルとして読み込む

ファイル出力の記述 vara : Dtalge, t : DtS tringThesaurus;

//ファイル出力

a− >> csvFile($1);//$1に指定されたファイルを CSV形式のファイルとして出力

t − >> csvFile($2);//$2に指定されたファイルを CSV形式のファイルとして出力

本論文では、データ代数集合のテーブル形式 CSV形式を ADDL 形式とする。

データ代数集合のテーブル形式ファイル・フォーマット CSV形式（テーブル形式）の場

合、カンマ区切りのテキスト・ファイルで次のようなフォーマットとなる。

1. CSVファイルの第１行目は次のキーワード。#DtalgebraTable

2. 空白文字も有効な文字と認識する

3. 1列に 1つの基底と、その基底に対応する値を記述する。

4. 第２行目～第５行目は、データ代数集合に含まれるすべてのデータ代数基底 (DtBase)

の内容を記述する。

5. 第 2行目には、基底の名前キーを記述する。

6. 第 3行目には、基底のデータ型キーを記述する。

175



7. 第４行目には、基底の属性キーを記述する。省略された場合、省略記号 (’#’) が代入

される。

8. 第５行目には、基底の主体キーを記述する。省略された場合、省略記号 (’#’) が代入

される。

9. 第６行目以降には、1行が 1つのデータ代数元となり、データ代数元の値を、基底に

対応する列に記述する。

シソーラス定義の標準形ファイル・フォーマット CSV形式の場合、カンマ区切りのテキ

スト・ファイルで次のようなフォーマットとなる。

1. 第 1行目は、次のキーワード#Thesaurus

2. 空白文字も有効な文字と認識する。

3. 1行を 1関係とし、行の先頭から次のような順序でカラムを認識する。親データ値、

子データ値

4. 空白行は無視される

Ｌ.5シソーラス変換の組み込み関数

シソーラス変換の組み込み関数の書式は次の通り。

thesconv(a:Dtalge, b:DtBase, t:DtStringThesaurus, l:StringList):Dtalge

この組み込み関数により、データ代数元 (a)に含まれる要素のうち、基底 (b)に対応する

要素の値を、シソーラス定義 (t)に従って分類集合 (l)の値に振り替えたデータ代数元を生

成する。

a:

d1 =さんま <<食材, string>> +田中 <<名前, string>> +25<<年齢, decimal>>

d2 =りんご <<食材, string>> +佐々木 <<名前, string>> +12<<年齢,decimal>>

d3 =たい <<食材, string>> +田辺 <<名前, string>> +55<<年齢, decimal>>

d4 =みかん <<食材, string>> +石川 <<名前, string>> +30<<年齢, decimal>>

d5 =牛肉 <<食材, string>> +佐藤 <<名前, string>> +44<<年齢, decimal>>

b :<<食材, string>>

t:
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魚←あじ

魚←さんま

魚←さば

魚←たい

果物←みかん

果物←バナナ

果物←りんご

豚肉←肉

牛肉←肉

鶏肉←肉

ｌ：

{魚、果物、野菜、肉 }

の時、変換結果

d1 =魚 <<食材, string>> +田中 <<名前, string>> +25<<年齢,decimal>>

d2 =果物 <<食材, string>> +佐々木 <<名前, string>> +12<<年齢, decimal>>

d3 =魚 <<食材, string>> +田辺 <<名前, string>> +55<<年齢,decimal>>

d4 =果物 <<食材, string>> +石川 <<名前, string>> +30<<年齢, decimal>>

d5 =肉 <<食材, string>> +佐藤 <<名前, string>> +44<<年齢,decimal>>
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付録Ｍ　AADL による国民経済計算の処理事例

Ｍ.1集合論的な記述

AADL を用いた集合論的なプログラム例を示す。

var exbaseS et: ExBaseS et= getBases( exalge);

var timeKeyList: DecimalList

= {time | exbase< − exbaseS et, time = getYear(getT imeKey(exbase))};

交換代数元 exalgeから、交換代数基底集合を取り出す組み込み関数 getBasesにより、

exbaseSetに交換代数基底集合を生成している。次に、内包記法により、この交換代数基底

集合から要素を一つづつ交換代数基底 exbaseに取り出し、time基底を取り出す組み込み関

数 getTimeKeyと、基底文字列から年の実数値を取り出すユーザ関数 getYearにより、年を

エイリアス変数 timeに代入し、timeの集合をDecimalListとして、リスト変数 timeKeyList

に格納している。

このプログラム例からわかるように、javaの forループなどのイタレーション処理は表面

には表れず、AADL コンパイラによるコンパイル処理により生成される。このため、プロ

グラマはイタレーションのために用いる変数を意識する必要が無い。

国民経済計算における計算処理は、時系列や産業別、品目別などに繰り返し処理を行うこ

とが多いため、集合論的な記述により処理内容を理解しやすい形で記述することができる。

Ｍ.2月次データの年次集計処理

表Ｍ.1の家計調査データは月次データである。表 L.1には、10月と 11月のデータのみ

が示されているが、1月から 12月までのデータがあり、1年間のデータを集計処理する作

業を考えよう。

この場合は、振替変換を使って、time基底を次のように振り替えれば良い。

Y2009M01 → Y2009

Y2009M02 → Y2009

Y2009M03 → Y2009
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表Ｍ.1: AADL 形式データによる、家計調査データの事例 (一部)

値 ハットキー 名前キー 単位キー 時間キー 主体キー

2539 NOHAT テレビ 円 Y2009M11 #

0 NO HAT ステレオセット 円 Y2009M11 #

49 NO HAT 携帯型音楽・映像用機器 円 Y2009M11 #

350 NOHAT ビデオデッキ 円 Y2009M11 #

1158 NOHAT パーソナルコンピュータ 円 Y2009M11 #

210 NOHAT カメラ 円 Y2009M11 #

1268 NOHAT テレビ 円 Y2009M10 #

12 NO HAT ステレオセット 円 Y2009M10 #

37 NO HAT 携帯型音楽・映像用機器 円 Y2009M10 #

197 NOHAT ビデオデッキ 円 Y2009M10 #

522 NOHAT パーソナルコンピュータ 円 Y2009M10 #

155 NOHAT カメラ 円 Y2009M10 #

Y2009M04 → Y2009

Y2009M05 → Y2009

Y2009M06 → Y2009

Y2009M07 → Y2009

Y2009M08 → Y2009

Y2009M09 → Y2009

Y2009M10 → Y2009

Y2009M11 → Y2009

Y2009M12 → Y2009

名前、単位、主体の各基底については、すべて対象とする、’#’ を指定する。

AADL によるプログラムは次のようになる。

var yearlyData: Exalge = ∼ aggreTrans f er(monthlyData, transTable) :

ここで、monthlyDataは月次データ、transTableは上述の振替変換テーブルであり、csvファ

イルから読み込んだものとする。

バー演算 (∼)により、振替伝票とmonthlyDataが相殺処理され、time基底が共通となる

ことで、品目別の集計値を求めることができる。
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Ｍ.3分類の集計処理

表Ｍ.1の家計調査データは教養娯楽用耐久財の品目別データである。これらを上位分類

に集計処理する作業を考えよう。

この場合は、振替変換を使って、name基底を次のように振り替えれば良い。

テレビ → 教養娯楽用耐久財

ステレオセット → 教養娯楽用耐久財

携帯型音楽・映像用機器 → 教養娯楽用耐久財

ビデオデッキ → 教養娯楽用耐久財

パーソナルコンピュータ → 教養娯楽用耐久財

カメラ → 教養娯楽用耐久財

単位、時間、主体の各基底については、すべて対象とする、’#’ を指定する。

AADL によるプログラムは月次データの年次集計処理と全く同じである。同一のモジュー

ルを振替変換のデータを入れ替えて使用すれば良い。

各品目別のデータが共通の名前基底’ 教養娯楽用耐久財’ となり、上位分類での集計値を

求めることができる。

Ｍ.4実質化処理

表Ｍ.1の家計調査データを、消費者物価指数をデフレータとして基準時点における実質

値を求める実質化処理を考える。これらの品目に相当する消費者物価指数の品目は表 L.2の

通りである。このように、家計調査と消費者物価指数では品目名が異なっている。また、パ

ソコンなどでは、家計調査では１品目だが、消費者物価指数では３品目に分割されている。

国民経済計算の推計では、このように異なる統計を総合する必要があるため、統計によっ

て異なる分類基準を統一することが重要な作業である。

消費者物価指数を家計調査の品目分類に統一するには、両者の統計としての性格を正し

く理解しておく必要がある。消費者物価指数は、家計調査の品目分類のうち、代表的な品

目について価格を調査している。家計調査の品目分類は、家計で購入されるすべての品目

をカバーしている。こうした、分類の差異を調整する情報として、消費者物価指数には、

品目ごとのウェイトの情報がある。表 L.3に対応するウェイトを示す。このウェイトによ

る加重平均の指数をデフレータとして作成すればよい。
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表Ｍ.2: AADL 形式データによる、消費者物価指数データ (一部)

値 ハットキー 名前キー 単位キー 時間キー 主体キー

27.7 NOHAT 9013テレビ（薄型） # Y2009M11 #

52.8 NOHAT 9021ステレオセット # Y2009M11 #

55.7 NOHAT 9033携帯オーディオ機器 # Y2009M11 #

42.4 NOHAT 9034DVDレコーダー # Y2009M11 #

28.3 NOHAT 9078パソコン（デスクトップ型） # Y2009M11 #

14.4 NOHAT 9079パソコン（ノート型） # Y2009M11 #

48.1 NOHAT 9081パソコン用プリンタ # Y2009M11 #

23 NO HAT 9043カメラ # Y2009M11 #

41 NO HAT 9042ビデオカメラ # Y2009M11 #

29.2 NOHAT 9013テレビ（薄型） # Y2009M10 #

52.5 NOHAT 9021ステレオセット # Y2009M10 #

55.8 NOHAT 9033携帯オーディオ機器 # Y2009M10 #

41.7 NOHAT 9034DVDレコーダー # Y2009M10 #

30.9 NOHAT 9078パソコン（デスクトップ型） # Y2009M10 #

14.6 NOHAT 9079パソコン（ノート型） # Y2009M10 #

49.5 NOHAT 9081パソコン用プリンタ # Y2009M10 #

24.1 NOHAT 9043カメラ # Y2009M10 #

加重平均を得る AADL プログラミングは次のようにすればよい。

1. 表M.3に示した交換代数元の time基底を”Y2009M11”に振替変換し、交換代数元m11

とする。

2. 表M.3に示した交換代数元の time基底を”Y2009M10”に振替変換し、交換代数元m10

とする。

3. m= m10+m11により交換代数元mを生成する。

4. 表M.2に示した、交換代数元と交換代数元mの要素積を求め、交換代数元 aとする。

5. 交換代数元 aに対して品目を家計調査品目に振替変換し、交換代数元 bとする。
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表Ｍ.3: AADL 形式データによる、消費者物価指数ウェイトデータの事例 (一部)

値 ハットキー 名前キー 単位キー 時間キー 主体キー

100165 NOHAT 9013テレビ（薄型） # Y2007M12 #

8041 NO HAT 9021ステレオセット # Y2007M12 #

6328 NO HAT 9033携帯オーディオ機器 # Y2007M12 #

32559 NOHAT 9034DVDレコーダー # Y2007M12 #

42366 NOHAT 9078パソコン（デスクトップ型） # Y2007M12 #

66571 NOHAT 9079パソコン（ノート型） # Y2007M12 #

12109 NOHAT 9081パソコン用プリンタ # Y2007M12 #

26509 NOHAT 9043カメラ # Y2007M12 #

12664 NOHAT 9042ビデオカメラ # Y2007M12 #

6. 表M.3に示した、交換代数元に対して、品目を家計調査品目に振替変換し、家計調

査品目によるウェイトを、交換代数元 cとする。

7. 交換代数元 bと交換代数元 cの要素商を求める。

より多くの時点のデータを対象とする場合は、1.から 3.の手順を一括して他の時点につ

いても行っておき、連続した時系列としてのウェイトのデータをファイルに準備しておけ

ばよい。
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付録Ｎ　単価指数推計システムへの提案手法適

用による効果

Ｎ.1単価指数推計システムの概要

日本の国民経済計算においては、総務省統計局消費者物価指数 (CPI)、日本銀行企業物価

指数 (CGPI)などの物価統計に基づき「原則としてコモ法６桁品目」分類で「基本単位デフ

レーター」を作成している（[145]）。単価指数とは、既存の物価統計で計測されていな

い品目の価格指数を、取引金額や取引数量に関する統計から平均単価を算出することによ

り国民経済計算部が独自に計算するものである。

例えば肉用牛の輸入物価は財務省貿易統計の牛の輸入額と輸入数量から単価指数の一部

として計算される。

単価指数では、消費者物価指数や企業物価指数と異なり、調査品目の品質に関する管理

がなされていないため、平均単価はこれらの指数に比べて大幅に上下する。単価の高い季

節と安い季節があるなど、季節変動の影響も受けやすい。これらの影響を除去するため、

12ヶ月後方移動平均をとる、平均からのはずれ値が大きなデータは平均から標準偏差の定

数倍の値で置き換えるなどの処理を行っている。

Ｎ.2単価指数推計システムの現在

現在の単価指数推計システムは 11のプログラムによって構成されている。現状のプログ

ラムの構成及び規模を表 N.1に示す。

最初のプログラムはCOBOLにより貿易統計の磁気テープを処理するもので、323ステッ

プより成る。

次に PL/I による 30ステップのプログラムにより、COBOL形式データの FORTRAN形

式への変換が行われている。

さらにSASによる11ステップのプログラムで、再度データ・フォーマットの変換を行って

いる。これは、データ提供フォーマットの変更に対して、従来から利用してきた FORTRAN

のプログラムの入力形式に変換処理するためである。
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表Ｎ.1:単価指数推計システムの現状

No. モジュール名 プログラム言語 ステップ数

1 TRDPRM01 COBOL 323

2 TRD02 PL/I 30

3 TUKANA SAS 11

4 STEPB2 FORTRAN 988

5 PRGC1 FORTRAN 6643

6 PRGD2 FORTRAN 717

7 PRGD3 FORTRAN 317

8 PRGD4 FORTRAN 1435

9 PRRGD5 FORTRAN 229

10 CHOSEI FORTRAN 52

11 STEPE SAS 34

現在は財務省からの貿易統計の入手は、磁気テープからオンラインによるデータ入手に

切り替わっており、以上３つのプログラムは利用されていない。

続いて、FORTRANで記述された７つのプログラムが存在する。合計 10381ステップで

ある。この FORTRANプログラム群が、単価指数作成の中心となる処理を構成している。

最後に、データを他システムに渡す形式に変換するために、SASによる 34ステップのプ

ログラムによる処理が行われる。

Ｎ.3提案手法により再構成した単価指数推計システムの構成

これに対して、同等の機能を提供するために試作したシステムは、２つのスクリプト・

モジュールから構成される。表 N.2に規模を示す。

表Ｎ.2:提案手法により試作した単価指数推計システム（スクリプト・モジュール）

No. モジュール名 プログラム言語 行数

1 単価指数 スクリプト言語 233

2 単価指数 2 スクリプト言語 151

表Ｎ.3に、スクリプトにおけるモジュールの利用回数を示す。スクリプトを見やすくす
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るためのコメントの出力及び空行がそれぞれ 41行、45行を占める。

マクロで利用しているモジュールの総数は 30種類であり、「単価指数」の特殊モジュー

ルはこのうち 4種類である。最も使用頻度の高いモジュールは、交換代数の和で 57行、次

に基底の値による抽出が 36行を占める。

モジュールの記述は、最小 13行、最大 644行、平均 168行、総行数は 5027行である。

図Ｎ.1に、モジュールの規模の分布を示す。

16モジュールが 100行未満である。特殊モジュールは、280行,377行,388行,584行,644

行と比較的記述行数が多い。これは、汎用モジュールの組み合わせで処理できないものを

一つの機能としてまとめて実現しているためである。

汎用モジュールで比較的行数が多いものは、汎用化のためにパラメーター処理を付加し

たものであり、エンド・ユーザーは詳細な内容を理解する必要は無い。

現システムの中核部分である FORTRANプログラムと比べて新システムでは、行数を概

ね 50%削減できたことになる。これは、繰り返し現れる処理をモジュールとした効果が大

きい。また、プログラム規模は FORTRANの最大 6643ステップから概ね 10分の１となっ

ており、システムの内容を理解するための複雑さは大きく低減している。

図Ｎ.2に、FORTRANのプログラム規模の分布と提案手法による AADL のプログラム規

模の分布を示す。縦軸は、モジュール個数に対する比率、横軸はプログラム行数を示す。

表 Ｎ.3: 提案手法により試作した単価指数推計システム（モ

ジュール利用回数）

No. 回数 モジュール名 機能概要

1 57 Add 和

2 6 CalcBackwardMovingAverage 後方移動平均

3 2 CalcConsumerTaxMarkupRatio 消費税率

4 2 CalcYearAverage 年次平均

5 10 ChainedFisherFromPQReferenceYear連鎖フィッシャー指数

6 2 CheckKey 基底チェック

7 3 CreateOneItemFile １つの文字列よりなるファイル作成

8 22 difference 差分

9 2 DivideByExalgeNorm 絶対値による商

10 34 DivideWithNameTimeSubject name,time,subject基底が同じ要素の商

11 2 ExtendedOperation 汎用演算
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No. 回数 モジュール名 機能概要

12 7 ExtendRatio 割合

13 8 ExtractByCharacters 指定文字列による抽出

14 36 ExtractByKey 指定した基底の指定した文字列集合の

要素の抽出

15 2 ExtractByKeyString 指定した基底の指定した文字列の

要素の抽出

16 1 Inverse 逆数

17 2 KeepAndGetMonthlyWithTimeKeyList 欠損値を time基底の集合に基づき

月次で補間

18 2 MultiplyConstant 定数を乗じる

19 7 MultiplyWithNameTimeSubject name,time,subject基底が同じ要素の積

20 6 OverwriteRefactored 上書き

21 1 ReadCSV CSVファイルの汎用読み込み

22 4 ReplaceIrregularValue はずれ値の置き換え（特殊モジュール）

23 4 SetBases 基底内容の入れ替え

24 8 TextToCSV テキストファイルにカンマを挿入

25 25 ToCSVFile CSVファイルへの書き出し

26 5 unionOfStringList 文字列集合の和集合

27 2 YearMonthSeries 年月の時系列を生成

28 21 ProcessPriceIndexForUPI 単価指数のための物価指数加工

（特殊モジュール）

29 5 readA1 A1ファイルの読み込み

（特殊モジュール）

30 7 readUPIC5 C5ファイルの読み込み

（特殊モジュール）

小計 295

モジュール利用以外の記述

82 echo コメント文字列出力

2 #AADLMacro マクロ開始行（マジックワード）
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No. 回数 モジュール名 機能概要

5 空行

総計 384
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図Ｎ.1:提案手法により再構成した単価指数推計システムを構成するモジュール

の規模
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図Ｎ.2:モジュールの規模の現状と提案手法による場合の比較
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